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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　じ　め　に
　ヒルファディングの『金融資本論（1）』は，19世紀末葉から20世紀にかけて発生した自由競争の独
占への転化という資本主義社会の経済的構造の変化についで，マルクス経済学の立場から先駆的，
体系的な解明を試みた大作である。それは自由競争段階から独占段階への移行，資本の金融資本へ
の転化による新たな支配資本範鴫の定立，そのもとに展開される金融資本のピラミッド型の重層的
な支配とその蓄積様式の複雑なメカニズムを客観的，体系的に把握しようとしたものである。
　レーニンによれば，それは貨幣理論における誤りとマルクス主義を日和見主義と和解させようと
する特定の傾向とにもかかわらず，資本主義の発展における最新の局面の極めて貴重な理論的分析
である（2）。この指摘は若干の問題を留保すれば,･概して正鵠を射たものである。しかしこうした評
価にもかかわらず，実際には，それ以降，客観的，科学的な立場からの『金融資本論』研究は必ず
しも十分ではなかった。むしろその評価は特定の評価基準をもって裁断するといったような，いわ
ゆる「プロクルステスのベッド（3）」に類したものか多＜，そこからできるだけたくさんのものを吸
収しようとする積極的な姿勢は残念ながらあまり見うけられなかった。
　勿論，そのなかには，『金融資本論』のもつ問題点を鋭く衝いたものもある。しかし，そうした
批判的諸見解のもつ鋭い指摘も，それが単に否定的評価の一環として述べられているものであるが
故に，むしろ『金融資本論』に対する批判の論拠としては客観性，科学性を欠くことになり,『金融
資本論』の基本的内容を不当にゆがめてしまう結果となっている。従来のそうした「超越的」な観
点からの一面的な消極的ないし否定的評価では『金融資本論』｡の基本的内容を十分に明らかにする
ことは不可能であると私は考える。
　そこで，小稿においては一歩踏み込んだ内在的考察に努め，『金融資本論』が何故に「資本主義
の発展における最新の局面の極めて貴重な理論的分析（４）」でありうるのかという側面に焦点を合わ
せて，そこからできるだけ多くのものを吸収しようと考えるものである。小稿「金融資本の蓄積様
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式」は，そうした観点からヒルファディングの所説に即して独占資本主義段階における支配資本範
瞬たる金融資本の蓄積メカニズムを，その経済的基礎をなす経済的独占の形成，独占的諸結合・融
合による金融資本の成立と，そのもとでの蓄積メカニズムの展開を内在的に検討し，その基本的特
質とその問題点を明らかにすることを課題とするものである。しかし差し当り，本稿ではその経済
的構造のー構成部分をなす独占的諸結合の成立と価格形成メカニズム，および市場支配メカニズム
を分析・検討することになる。
　ヒルファディングの「独占理論」は，『金融資本論』のなかでも金融資本の成立とその支配形態
を規定する経済構造に当たる部分であり，とくに重要な位置を与えられているにもかかわらず，こ
れまでの諸研究においては誤解や曲解に基づく不当な批判がおこなわれ，『金融資本論』のなかで
正当な評価と位置づけが与えられてこなかった。しかし，極く最近の『金融資本論』研究において
は，この「独占理論」を新たな観点から捉えなおしてみようとする積極的な取組がおこなわれつつ
あるかにみえる（5’。小稿もその試みの一つであるが，それはすでにこうした観点から発表した拙論
　「『金融資本論』の論理構造I－Ⅳ（6）」の続編に当たるものである。
　(1) R.Hilferdina. Ｄａｓ Ｆｉｎａｎｚkapital, 　Ｅｉｎｅ Ｓｉｕｄｉｅ 効ｅｒ ｄｉｅ ｊＵｎｇｓｌｅ Ｅｎｔｔｏｉｃｆｅｌｕｎｇｄｅｓ ＫａＣｉtaliｓｍｔiｓ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　iDietz Verlag, Berline, 1955.　邦訳については，岡崎次郎訳『金融資本論』岩波書店文庫版（上）・（中），
　林要訳『金融資本論』大月書店文庫版（1）・（2）を使用，以下『金融資本論』からの引用のさいには，上記原典
　および訳書（但し岡崎訳の頁数に統一，訳文は適宜訂正）の頁数のみを示す。
（2）レーニン著，宇高基軸訳『帝国主義』岩波書店文庫版，26頁。
(3) Prokrustes-bett,ギリシア神話にあるもので　Prokrustesという　Attikaの強盗か客を寝台に寝かせ，
　寝台に合わせて背の高すぎる者は切り，低い者は無理に引き伸ばして殺したといわれることによるものであ
　る。
（4）レーニン著，前掲書（訳), 26頁。
（5）とくにその代表的なものとして，高山満「競争の形態変化と景気循環の変容I－lｖ」（『東京経大学会誌』
　75,76,84,85号），坂本正「『金融資本論』の基本構成」（『経済論究』38号），同「ヒルファディング『独占形
　成』論の構造」（同，39号），森岡孝二『独占資本主義の解明』（新評論, 1979年），野田弘英『金融資本の構
’造』（新評論, 1981年）。
（6）拙稿「『金融資本論』の論理構造（Ｉ）・（Ｄ・（皿）べⅣ）」（『商学論纂』第17巻第１号，２号，第18巻第
　１号および第19巻第１号）。
- 独占の成立と価格形成メカニズみ
　1.金融資本成立の論理の基本的特徴
　ヒルファディングの『金融資本論』は，資本主義の独占段階における経済的構造の諸特質とその
運動法則とを一般理論的に把握しようとしたものである。その論理構造の基本的特徴は，「信用→
株式会社（制度）→信用・銀行制度の構造的変化→銀行資本と産業資本の緊密化」という「銀行資
本と産業資本の緊密化」の論理と「資本の有機的構成の高度化４固定資本の巨大化・資本の最低必
要量の尨大化一資本の流出入困難→巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率
均等化の崩壊一競争制限」という「独占形成」の論理とを二本の柱として展開され，かつ，この
　「独占形成」の論理を基礎・前提とし「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理をその直接的な導き
　として，金融資本が独占段階における支配資本範鴫として措定されているということである（１）。
　ヒルファディングの金融資本成立の論理は，主として第一篇第３章「支払手段としての貨幣，信
用貨幣」から第３篇第14章「資本主義的独占と銀行／資本の金融資本への転化」に至る上向的な論
理展開によって導き出されている。しかしその論理の特徴は，これまでに指摘されてきたようない
わゆる「信用一株式会社一銀行資本と産業資本の緊密化一金融資本」という信用一元論的展開であ
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るとする見方（2）とは根本的に異なり，上述のように「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理と「独
占形成」の論理とめ二つの過程から展開されているということができる。
　ヒルファディングは，このやや複雑な論理構成の基本的特徴を『金融資本論』の「序言」で次の
ように述べている。すなわち，「『近代』資本主義の特徴をなすものは，かの集積過程であって，そ
れは，一方では，カルテルやトラストの形成による『自由競争の止揚』となってあらわれ，他方
では，銀行資本と産業資本とのますます緊密化する関係となってあらわれる。この関係を通して資
本は……その最も高度な，最も抽象的な現象形態をなすところの金融資本という形態をとるのであ
る」(S. 1 ,上，９）。　これが資本主義の独占段階，ことに独占形成期における資本の金融資本へ
の転化の論理についての彼の基本的な考え方である。このように彼は「近代」資本主義の特徴を上
述の二つの過程すなわち自由な競争諸条件の構造的変化による独占の形成過程とそれに対応的な信
用・銀行制度の構造的変化（3）を通じての銀行資本と産業資本の緊密化過程とから把握し，かつ，か
かる二つの過程の上向的論理の展開をふまえながら，銀行資本と産業資本の融合・癒着としての金
融資本の成立を，直接には後者すなわち銀行資本と産業資本の緊密化の過程から導き出しているの
である。
　｡ところで，すでに指摘したように「銀行資本と産業資本の緊密化」の基本的論理は，主として第
一篇第３章から第三篇第10章において，「信用一株式会社（制度）→信用・銀行制度の構造的変化
→銀行資本と産業資本の緊密化」という上向的な論理展開を通じて導き出されており，他方，「独
占形成」の基本的論理は，主として第三篇第11章から第12章において「資本の有機的構造の高度化
一固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化‐資本の流出入困難→巨大資本間の死活的闘争→
利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限」という論理的道筋によって把握され
ているということかできる。この「独占形成」の論理は，「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理
の展開過程に措定される株式会社制度を基礎・前提にして，すなわち，「資本所有の量的制限」の
止揚の実現体制の確立，資本の集中と資本の支配の統一的機構の成立をふまえて展開されており，
したがってそれは，株式会社制度を媒介環とする「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理との内的
・有機的関連において把握されているということかできる。
　金融資本の成立を導き出すこの二つの過程の内的・論理的関連については，金融資本範鴫の確立
の基礎・前提をなす「独占形成」の論理に先立って「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理が展開
されており，そこ（＝この論理段階）においては，株式会社制度の成立を媒介して信用・銀行制度
が構造的変化をとげ，従来の単なる信用機関から新たに金融的業務を遂行する金融機関としての機
能をも包摂した「兼営的」な信用・銀行制度へと構造的な転換をとげると同時に，それは株式会
社制度をも包摂した総体的関係としての金融市場（４）の一分肢として，産業における独占形成の過程
に対応しうる，より展開された制度として措定されることになる。かかる展開された制度となるこ
とによってはじめて，信用・銀行制度は，競争諸条件の構造的変化の論理段階において産業側の
要請に応えて産業における独占形成過程を促進し，かつ自らもまた集積を進め，産業資本とのより
高次の結合諸形態を展開しうるようになる。そしてまた，それは金融資本の支配と蓄積の主要な橋
粁となることによって，独占資本主義段階の資本の蓄積様式＝金融資本の蓄積様式を特徴づけるも
のとなるのである。
　ところで，「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理は上述のように「独占形成」の論理に先立って展
開されているが，それは，後者の論理，すなわち「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化
一資本の流出入困難→巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊
一競争制限」という再生産過程における競争諸条件の構造的変化を通じて導き出される「独占形成」
の論理から切り離された，全く別個の論理として展開されているわけではけっしてない。株式会社
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制度を媒介環として，銀行資本と産業資本の緊密化過程と独占形成過程とは，後者を規定的要因と
しながら，内的･有機的に関連した相互依存･相互促進的関係にあるものとして把握されており，そ
こでは「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理か「独占形成」の論理の前提をなすと同時に，前者は
また後者の展開方法に規定されて措定されているという関係にある。そして，かかる二つの過程が
内的に関連しながら上向的に展開する総体的過程が，ヒルファディングのいう「近代」資本主義の
特徴をなす，かの「集積過程」であるということになる。そしてこの過程を根本的に規定するもの
が,彼のいう「産業集積」であり，それによって銀行集積がもたらされるのである。すなわち，「産
業集積」は銀行集積の第一次的原因をなす。他方また，銀行の集積の進展は産業の集積を一層促す
というように，両者は相互促進的に展開しながらますますその関係を緊密化していくのである（5）。
　このように，「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理は，「独占形成」の論理に制約されながら
も，しかもそれの前提をなしているわけであるが，その論理の基本的特徴は次の点にある。すなわ
ち，資本制的生産過程の構造的変化を規定する資本の有機的構成の高度化，固定資本の増大および
それにともなう資本の最低必要量の上昇は，個別資本家の「資本所有のｍ的制限」と鋭く対立せざ
るをえなくなるか，この「資本所有の量的制限」の問題は，固定資本の総投下資本中における比重
の飛躍的増大による資本の最低必要量の急速な上昇にともなって顕在化したものであるが故に，そ
れは必然的に充用資本量のｍ的増大（資本の「量的」側面）と同時に，投下資本の再生産過程ぺの
固定的充用からくる長期的拘束化をも･たらし，資本還流の長期化，緩慢化を惹き起こさざるをえな
いという問題（資本の「質的」側面）をも含意しているということである。
　このようなものとして，固定資本の増大および資本の最低必要量の上昇によって問題化した「資
本所有の量的制限」についていえば，「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理の上向的な展開過程
に措定される株式会社制度，およびそれとの関連で構造的変化をとげた信用・銀行制度との総体的
関係をあらわす金融市場の生成・展開を通して，この論理段階に適合的な資本の支配・集中体制か
確立されることによって，その制限の「量的」側面か取り除かれると同時に，それのいわゆる「質
的」側面もまた解消されることになる。かくして一方においては，より高次の資本集中に基づいて，
　「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出入制限→巨大資本間の死活的闘争→
利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限」という「独占形成」の過程が促進さ
れるようになる。他方において，共同の利害関係に基づき，かかる競争制限・独占形成をめざす銀
行資本と産業資本の結合諸形態の展開によって，この両者の緊密化関係も一層発展し，かかる論理
の延長線上にこの両者の融合・癒着としての金融資本の成立が導き出されるということになる。
（1）拙稿，前掲論文（I－IV）で，『金融資本論』の論理構造の基本的特質について言及しているので参照され
　たい。なお，本稿では，上記拙稿において用いられた金融資本成立の論理の一方の側面をなす「銀行資本と
　産業資本の緊密化」の論理的な道筋つまり「信用→株式会社一銀行資本と産業資本の緊密化」をより適切な
　ものとする意味で，「信用→株式会社（制度）‐信用・銀行制度の構造的変化→銀行資本と産業資本の緊密
　化」に改めると同時に，他方の側面である「独占形成」の論理的道筋つまり「固定資本の巨大化‐資本の流
　出入困難一同等化した巨大資本間の死活的闘争一利潤率の平均以下への低下→競争制限」を「固定資本の巨
　大化心
　以下への低下・利潤率均等化の崩壊－競争制限」に改めて用いることにした。
（2）従来，ヒルファディングの『金融資本論』研究においては，こうした見方が支配的であったし，現在でも
　なお，有力視されている代表的見解の一つであるといえる。この点に関しては，次節「株式会社制度と信用
　諸形態の展開」において論述している。
（3）信用・銀行制度の構造的変化については，『金融資本論』第二篇「資本の動員，擬制資本」の論理段階で
　全面的に展開されている。この点に関説した最近の研究のなかには，野田弘英（前掲書），坂本正（前掲論
　文）などの各氏がいる。
（4）ここでいう「金融市場」なる概念の内容は短期貨幣市場＝手形割引市場としての，いわゆる古典的金融市
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　場のことで叫なく，株式証券市場をも包摂することによって，その完成をみたところの近代的な金融市場の
　ことである。ヒルファディングは『金融資本論』において，「金融市場」なる概念を明確にしてはいないし，
　それを用語として用いてもいないが，本文で明らかにしたように，株式会社制度の成立・展開とそれを媒介
　とする信用・銀行制度の構造的変化とを資本の社会的動員体制実現の制度的要因＝社会・経済的条件として
　把握し，この両者の総体的関係において資本の流動化→資本の社会的動員，およびその支配集中の論理を展
　開しているところから，この論理段階における包括的概念として金融市場を用語として用いることは，むし
　ろヒルファディングの所説の特徴を明らかにするうえでも適切な措置であると考えられる。
（5）この点に関して，ヒルファディングの考え方を整理すれば次のようになる。
　　一一-一一一一①　彼は，競争の独占への転化（過程）の論理段階では，資本主義的再生産過程を主導する産業部門はｍ
　工業部門であると考え，この重工業部門における資本の有機的構成の高度化，固定資本の巨大化および資本
　の最低必要量の尨大化か自由な競争諸条件をいかに変容せしめ，それがこの部門の競争をいかに，同等化し
　た巨大資本間の死活的闘争に転化せしめ，利潤率を平均以下的水準にまで圧し下げることになるかについて
　論述した後で，この論理段階では，利潤率の平均以下への低下傾向がかかる主導的産業部門においてだけで
　はなく，個人資本かなお支配的であって所要資本か比較的小規模な諸部門においても，＝般的となることを
　明らかにしている。
　　そしてそれをふまえて，「かくしてわれわれは，資本主義的発展の両極において全く異なる原因から平均
　以下への利潤率の低下傾向が生ずるのを見る。いまや，この傾向はそれ自身また，資本力か充分に強いとこ
　ろでは，その克服への反対傾向を喚び起こす。この反対傾向は結局，自由競争の止揚に，したがってまた，
　利潤率の不等を永続的に形成する傾向に導き」(S. 274,中, 20,他面，「最も発展した部面において生ず
　るこの傾向は銀行資本の利害関係によって促進される」(ibid.,同上. 22)と述べている。
　　このように，競争制限への不可避的傾向を，先ず資本制的再生産過程を強力的に主導する重工業部門の経
　済構造的諸特質（から生ずる諸要因）に求めていることがわかる。さらにこの部門は個人資本か支配してい
　る諸産業部門とは異なうて，いまや資本が株式資本形態をとり，少数の強大な同等者に成長している部門で
　あるか故に，結局「共同の努力」を実現せしめ，自由競争の制限・止揚に導くととになるというわけであ
　る。続いて「この傾向は銀行資本の利害関係によって促進される」ということからもわかるように，競争制
　限への「第一次的原因」が，産業における競争諸条件の経済構造的変化に求められているのであって，飯田
　裕康氏のいわれるように「貨幣＝信用的次元でのみ把握」（同「信用論と擬制資本」有斐閣, 1971年, 197
　頁）されているものではけっしてない。
　　②　続いて, (5)の冒頭の「この点に関して」ということになるか，それについては｀，ｃ乙ではもっぱらヒ
　ルファディッグは，「この銀行資本の利害関係」の側面から産業資本と銀行資本の緊密化を説く。だかその
　まえに，産業集積と銀行集積との関連について，彼は「すでに見たように，産業における集積は同時に銀行
　の集積を誘致するのであって，後者は銀行業自身の発展条件から生じて，それからさらに一層強められる」
　　(SS. 274―275, 同上）と指摘している。　そしてこの場合，銀行集積か銀行業自身の発展条件から生じるも
　のであるとしても，「銀行集積の第一次的原因をなすものは産業集積である」（S・ 122, 上, 156)ことが
　論理的前提をなしているのである。
　　このような両者の基本的関係をふまえて，ヒルファディングは，「われわれはさらに，銀行資本か株式会
　社制度によって産業信用を拡張しえ，また創業者利得の見込にひかれてますます金融への関心を大きくする
　のを見る。しかし創業者利得は，他の事情が同じならば，利潤の高さにかかる。したがって，銀行資本は直
　接にこの高さに関心をもたれる。そして銀行の集積とともに銀行信用供与者および金融機関として参加する
　産業企業の範囲も同時に拡大する」(S. 275,中, 22)と，産業における株式会社を前提として信用・銀行
　制度の構造的変化の論理次元での両者の関係の新たな展開を述べているノ
　　このように，ヒノレファディングは，先ず産業集積（産業における競争諸条件の構造的変化過程）と銀行集，
　積との関係について，前者を第一次的原因として位置づけ，かかる第一次的原因としての産業における集積
　過程が，同時にそれに対応した銀行集積の過程を促進し，後者の発展かまた前者の過程をさらに促進すると
　いう相互依存関係のもとに，銀行資本と産業資本の緊密化の論理を展開しているのである。だがそれは，こ
　の両者の力関係（この場合，資本の所有関係に規定されるが）を反映しながら，しかも各々の利害関係（こ
　こでは，主として銀行資本の側面からみた利害関係に焦点を合わせて説かれているか）を媒介して，かかる
　関係の緊密化が一層促進されるというのである。
　　すなわち，ヒルファディングによれば，同等化した巨大資本間の死活的闘争の展開という競争の論理段階
　においては，「利潤（率）は……―産業部門における競争か完全に排除されるとき最高に達するであろう」
　(S.275,中. 23)といわれる。　つまり，いまやこの部門においては，競争は「利潤率の危機一資本の自己
　否定化」を意味するのである。かくして，各個の資本にとっては彼ら相互間の競争の制限・排除が不可避と
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なる。他方，銀行もまた能う限り高い利潤（率）に関心をもつ。いまでは，銀行は産業に対して支払取引の
ための信用だけではなく，資本信用，それも長期的・固定的な信用を供与しているし，さらにこうした貸付
によるものとは異なって出資による貨幣資本の投下をもおこなうようになっている。かつてのように，銀行
はその投下した資本か一定の期間後に利子をともなって回収されさえすれば，それがいかに迎用されている
かに関しては，全く関心がなかったのとはことなり，たえず経営状態を監視し，投下資本の効率的運用に介
入し，または自らその経営の重要な部面を担当するようになる。したがって自己の関与する諸事業＝諸資本
間の競争か「ただ不利益だけを期待せねばならない」(S. 275.中, 23)とすれば，銀行はなんとしても
それを排除しようとするであろう。かくして「独占の確立への銀行の努力となる。･かようにして，銀行資本
の諸傾向と産業資本のそれとは，競争の排除に向かって一致する」(ibid.,同上）。
　このような両者の関係をふまえたうえで，しかし，「同時に銀行資本は，自己の特別に有利な設備を侍ん
でも，なおも競争戦を選ぼうとするであろう個々の企業の意志に反しても，この目標を達成する力を，ます
ます加えてくる」(SS. 275―276,中, 23)と述べ，競争戦に向かって強大な「貨幣力」を背景にした銀行資
本の産業資本に対する関係の新たな展開を鋭く指摘するのである。
　2.株式会社制度と信用諸形態の展開
　ところで，従来の支配的見解によれば，いわゆる「信用一株式会社―銀行資本と産業資本の緊密
化」という「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理は，もっぱら銀行信用の枠内において展開さ
れ，金融資本はその論理の直接の延長線上に信用一元論的に規定されており，他方「独占形成」の
論理は，かかる信用一元論的な上向的論理の展開過程から全く「はみだした」，「断絶した」別個
の論理として展開されているにすぎないと論断されてきた（1）。
　そうした見解は，信用・銀行制度か株式会社制度との関連で構造的変化をとげることによって，
信用機関としての本来的機能に加えて，金融機関としての新たな機能を，しかも，それかますます
重要なものとなっていくそうした機能を兼ね備えるようになるというヒルファディングの論述を十
分に理解されえず，したがって「銀行資本の産業資本への転化」の論理についても，それをもっぱ
ら「信用」によるものとしてしか把握されえないか故に，「銀行資本と産業資本の緊密化」を株式会
社制度の成立・展開を基礎・前提とし，それとの関連において構造的変化をとげた銀行と産業企業
との関係，つまり「金融機関」としての機能的側面と「信用機関」としての機能的側面との統一的機
構＝「兼営的」銀行と株式会社形態をとる産業企業との関係としてではなく，もっぱら「信用機関」
としての銀行の側面からのみ，産業との関係を理解されるにとどまったということかできよう。
　したがってまた，「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理の展開過程に措定される株式会社論の
基本的内容についても，株式会社・証券市場における資本流動化機能が，もっぱら信用の枠内にお
いて，ことに固定資本信用との関連においてしか把握されえず(2)したがって株式会社制度の発展
過程の一定段階においてはじめて措定されうる「信用・銀行制度の媒介による資本の動員（３）」とい
う論理をもそうした史的かつ論理的な展開形態として把握することかできず，むしろ「銀行による
資本信用として銀行と産業企業との信用関係を通じて展開されるもの」（４）√と誤解または曲解され
ることになる。そしてそのことによって，ヒルファディングにあっては株式会社制度は「資本信用
を通じて産業に固定化された貨幣資本の流動化を実現し，銀行の手もとに利子生み資本としての流
動性を保持せしめる手段にすぎない（5）」と主張されるのである。それ故にかかる観点からは，必然
的に株式会社論における資本支配の論理（第７章第２節）は看過されるか，あるいは排除されてし
まうことになり，そこでは資本支配の論理をふまえて展開されなければならないはずの資本動員の
論理（第７章第３節）が直接に資本流動化の論理（第７章第１節）と結びつけられ，かくして「か
れ（ヒルファディングー一中田）にあっては，株式会社の株式発行による資本調達は，結局，銀行
信用の枠内においてなされるという論理的帰結にいたらざるをえない（６）」と論断されることになる
のである。
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　このような見解によれば，ヒルファディングの株式会社論は単なる資金（貸付資本）’調達論に一
面化されてしまう。かくして①資本流動化，②資本の支配集中，③資本の動員というこれら三つの
機能を包括した株式会社制度論であるということが全く否定されてしまい，株式会社を資本支配と
資本集中の統一的機構としてではなく，この両機能を切り離し，前者の論理を排除することによっ
て，後者の論理に一面化し，しかもそれをもっぱら銀行信用の枠内において把握されることによっ
て，資本信用形態による資本の動員すなわち単なる「資金」の調達に一面化してしまうことにな
る。かくして，一方では，星野中氏等に代表されるように独占形成過程と内的に関連づけられなけ
ればならない株式会社制度か，前者から切り離されることによって「信用→株式会社（制度）→信
用･銀行制度の構造的変化→銀行資本と産業資本の緊密化」という「銀行資本と産業資本の緊密化」
過程と，「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出入困難→巨大資本間の死活
的闘争一利潤率の平均以下への低下･利潤率均等化の崩壊一競争の制限」という「独占形成」過程と
が，なんらの関連をももたずに全く別個の展開を示していると主張されるこ,とになり（7）,他方では，
飯田裕康氏のように株式会社はそれが資本を株式会社形態をもって結合しなければならない資本の
蓄積過程から切り離され，蓄積の橋柱をなす信用の展開のうちに埋没せしめられることになり，独
占も，｀もっぱら貨幣＝信用的次元でのみ把握するものとなっていると主張されることになる（8）。
　しかし，ヒルファディングの株式会社論は単なる資金調達論でもなければ企業形態論でもない。
そこでの株式会社は資本の流動化，擬制資本の創造を可能ならしめるという機能的側面において資
本流動化機構であり，またそれを基礎・前提として株式会社特有の資本支配のメカニズムを確立
し，会社資本という擬制化の回り道の論理を通じて少数の大株主による会社資本の全体を支配する
という機能的側面において，それは資本支配の機構であり，さらにかかる資本流動化機能と資本
支配の機能とを包摂した統一的関係として資本の社会的動員を可能ならしめるという点で，それは
資本の集中・動員機構であるということかできる。ヒルファディングの株式会社論においては，そ
れらの諸要素が論理的整合性をもって十分に展開されているわけではないか，そうだからといっ
て，それらの諸機能を主要な構成要素とする統一的機構として株式会社制度か措定されているとい
うそのことは，けっして否定されるべきではない。そうしたものとしての株式会社制度を信用・銀
行制度と関連させることによって，後者の構造的変化と株式会社の資本調達様式の形態展開，それ
を媒介・契機としての資本支配の展開，およびかかる諸関連の総体的表現としての金融市場の確立
のもとに，「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出入困難→巨大資本間の死
活的闘争一利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限」という「独占形成」の上
向的な論理が全面的に展開されているのである。「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理と「独占
形成」の論理との関連はこのような論理的道筋のなかで把握されなければならない。
　ところで，産業企業の株式会社形態への転化は，強大資本による弱小資本の「破壊」・「併呑」
という従来の暴力的方法による資本の集中形態から，それを基礎にあるいはそれと並んで出資形態
による遊休貨幣（資本）の社会的動員と結合という資本の集中運動および産業資本相互間の株式
取得・持合などによるいわば所有集中をともなわない経営または企業の集中運動を展開せしめる
　CSS. 288―289,中, 40)と同時に，他方，この過程を通じて支配資本家は創業利潤を取得し，そ
れがまた直接的動機となってかかる資本の集中運動をさらに加速せしめることになる。かくして，
独占形成過程に対応的な，より高次の資本集中運動＝資本集中の諸形態が全面的に展開していくこ
とになるのである。
　このように，一方における資本の集中運動の展開過程が，他方における資本の流動ｲい擬制資本
化の展開過程と結合し，金融市場の絶対的支配者たる信用・銀行制度（構造的変化をとげて金融的
業務をも兼営する銀行）が，その強大な貨幣権力を背景にして，それ故に必然的に，この資本の流
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-
動化，擬制資本化の過程を直接に媒介・担当するようになると，そのことによって銀行はこの論理
段階の資本の集中運動全体に主導的役割をもつようになる。銀行は本来の活動領域をのり超えて資
本の擬制資本化を媒介・担当することによって，一方では金融的業務を遂行し，また他方では固定
資本信用を可能ならしめるのである。かかる二側面の統ト的過程の展開を通じて「銀行資本と産業
資本の緊密化」は，「出資」形態と「信用」形態とに基づく結合諸関係の成立を通じてより高次の
展開形態を示すことになる。そして，この二つの過程において創業者利得か形成され，それは傾向
としてこれらの過程を直接担当・主導する大銀行によって取得されることになるか，これらの過程
の展開に規定されながら，創業者利得の取得形態もいっそう展開した形態をとることになるのであ
る（創業者利得論は後述の第五章「金融資本の支配と創業者利得」で取り上げる）。
　このように，独占形成の論理的前提をなす資本の支配と集中のメカニズムか，先ず「銀行資本
と産業資本の緊密化」の論理の展開過程において措定され，それを前提し媒介することによっては
じめて，産業における資本の有機的構成の高度化にともなう固定資本の増大・資本の最低必要量の
上昇による個別資本の「資本所有の量的制限」の止揚要請を解決し，かくして産業における「固
定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出入困難→巨大資本間の死活的闘争→利潤
率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限」という「独占形成」の論理か展開されう
るということになる。なぜなら，ヒルファディングにあっては，固定資本の巨大化，したがってま
た資本の最低必要量の尨大化は，産業企業の株式会社形態への転化と株式証券市場の展開とに基づ
く貨幣資本の社会的動員およびそれの会社資本への転化の論理を通じて，少数の大株主への資本支
配の集中（9）によってはじめて可能となるからであり，またこの貨幣資本の社会的動員の過程それ自
体か，同時に，産業株式会社自らの「直接的呼びかけ」による過程から，貨幣市場の絶対者で強大
な貨幣力を背景とした銀行の直接的な媒介・担当による過程として措定され，それ故にそれは，銀
行の主導のもとに展開されるところの「銀行資本と産業資本の緊密化」の過程でもあるということ
になるからである。そしてこのように，この過程が大銀行によって媒介・担当され，銀行の発行活
勁の過程としてあらわれるようになると，「銀行資本と産業資本の緊密化」の関係は産業に対する
銀行の支配としてあらわれ，創業者利得もその多くは銀行に帰属することになる。したがって「独
占形成」の論理は「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理を前提とするが，後者の論理は，それを
前提としてはじめて展開されうるところの「独占形成」の論理によって制約されるということにな
るのである。
　（1）この点に関しては，拙稿，前掲論文（１－Ⅳ）において論述しているめで参照されたいが，行論の都合上，
　　次の諸点を指摘しておきたい。
　　①　ヒルファディングの場合，独占の形成が株式会社制度による媒介過程をぬきにして説かれているた
　　め，「信用一株式会社一銀行資本と産業資本の緊密化」という「緊密化」の論理から「はみだしたもの」と
　　なり，したがって金融資本の成立も，この「緊密化」の過程の直接の延長線上に措定されるものとなってい
　　ると理解されている論者のなかには，星野中「ヒルファディング『金融資本論』の基本的構造とその問題
　　点」（内田義彦・小林昇編『資本主義の思想構造』岩波書店,. 1968年），佗美光彦「ヒルファディング」（鈴
　　木鴻一郎編『マルクス経済学講義』青林轡院新社, 1975年），本間要一郎「ヒルファディングの『独占』理
　　論」（『経済研究』第21巻第４号，同『競争と独占』新評論, 1974年，所収）などが上げられる。
　　②　以上の諸氏とは若干理解を異にするとはいえ，結局，古沢友吉氏も金融資本の成立をいわゆる「流通
　　主義」的に，つまりここでいう信用一元論的に規定されたものとみなしておられる。すなわち，「私もヒル
　　ファディングが資本主義的独占に立脚した銀行資本と産業資本との融合という金融資本の木質をまったく無
　　視していたとは思わないが，ヒルファディング『金融資本論』においては，金融資本の発生を主として流通
　　部面の内部であらわれる過程からみちびきだし，金融資本についての基本的規定をしめしえなかったことは
　　いなめない事実であると思う」（同「ヒルファディング『金融資本論』｡の現代的意義」，越村信三郎・石原
　　忠男・古沢友吉編『独占資本論への道』同文館■ 1969年）。
　　③　なおまた，同じ「信用一元論的」規定という見解をとりながらも，飯田裕康氏の場合には，このよう
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　な「独占理論」の「はみだし」による金融資本成立の信用一元論的規定という見解とは異なり，むしろ「独
　占」理論そのものか，もっぱら「貨幣＝信用的次元でのみ把握されている」（同，前掲m, 197頁）と主張
　しておられる。
（2）飯田裕康氏は，ヒルファディングの「株式会社論」の特質を次のように述べておられる。すなわち，「ヒ
　ルファディングによって展開された株式会社論は……産業企業か資本を株式形態をもって結合しなければな
　らない，資本制的蓄積法則によって規定された事態を把える理論としてでなく，蓄積の喧杯をなす信用の展
　開のうちに埋没して，信用制度の一環として理解されるにとどまった。……彼にあっては株式会社が資本を
　結合する本質的過程，資本の蓄積過程は視野の外に出る問題であった」（同，前掲≫, 276頁）と。また飯
　田氏は「独占をもっぱら貨幣＝信用的次元でのみ把握するものとして，われわれはヒルファディングの『金
　融資本論』をあげることかできる」（同上, 197頁）と述べておられる。
（3）ヒルファディングは次のように述べている。すなわち，「－企業における諸資本の集積を実現するため
　に，株式会社はその資本を個々の資本片から集めるか……しかし，注意すべきことは，株式会社の出現当初
　には，この集合がたいていは個別資本家への直接の呼びかけによって行われることである。しかし発展の進
　行とともに，個々の資本はすでに銀行に集合され集積されている。したがって，貨幣市場への呼びかけは銀
　行の媒介によって行われる」(SS. 161―162,上, 205)。このように，株式会社（制度）の発展の過程は株式
　会社形式による資本の社会的動員形態＝様式の展開過程であるが，この過程は同時に，創業者利得形態の展
　開の過程でもありうる。この点に関しては後述の第五章「金融資本の支配と創業者利得」で取り上げる。
（4）飯田裕康，前掲書, 199頁。　しかしながら飯田氏の場合には，注（1）で指摘したように，従来の支配的見解
　のように，「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理が銀行信用の枠内において展開され，その直接の延長線
　上に金融資本か信用一元論的に規定されており，「独占形成」の論理は，かかる金融資本成立の論理から「は
　みだした」ものとして別個の展開を示しているという見方とは異なり，むしろ「独占」理論それ自体が，も
　っぱら「貨幣＝信用的次元でのみ把握」（同上, 197頁）されていると論断されているところにその特徴かあ
　る。そして飯田氏によれば，このような独占理論が導かれる論理的前提となるものが，信用形態を中心とし
　た産業資本の把握と銀行信用という狭い範囲内で実現されうるものとして捉えられている資本動員＝株式会
　社論とであるといわれる。この「資本動員」論については，〔補論〕で取り上げているので参照されたい。
（5）同上，2りO頁。ヒルファディングにあっては，株式会社は固定資本信用を通じて，産業企業に固定化され
　た貨幣資本を流動化するものとして捉えられていると理解されている論者のなかには，飯田裕康，前掲書の
　他に，長坂聴「金融資本規定における銀行の役割」（『社会科学論集』６号），同「金融資本概念の再検討」
　（武田隆夫編『帝国主義論』上，東京大学出版会, 1961年），佗美光彦，前掲論文，大野英二r「資本類型」
　とヒルファディング『金融資本論』の理論構成」（同『ドイツ資本主義論』未来社,　＼ｍ年），鈴木鴻一郎
　「ヒルファディングの金融資本規定を中心にしてｰ『カルテル・トラスト・コンツェルン』解題---」（有
　沢広巳・脇村義太郎共著『カルテル・トラスト・コンツェルン』お茶の水書房, 1977年）などがある。なお
　ヒルファディングの信用と株式会社（との関係）については，後藤泰二『株式会社の経済理論』（ミネルヴ
　ァ書房, 1970年），鈴木芳徳『信用制度と株式会社』（新評論, 1974年），野田弘英，前掲書などを参照され
　たい。
（6）同上, 199頁。
（7）星野中，前掲論文。
（8）飯田裕康，前掲書。
（9）ヒルファディングの株式会社論は中小株主の立場に頬小化されたものであると主張される論者のなかに
　は，飯田裕康，前掲書のほかに，佗美光彦，前掲論文，馬渡尚憲「株式資本の問題点」（『経済志林』第38
　巻, 3, 4号）などかある。佗美氏によれば，「ヒルファディングの…『株式会社』論は，いわば，群小株
　主の立場に頬小化されたそれである，と結論してよいであろう」。「要するに株主の『支配権』は事実上銀行
　の『支配権』に，換言すれば，銀行の信用をより安全にするための観点からする『支配権』にのみ限定され
　ているのであり，したがって他の株主はあたかも群小株主であるかのごとく,とりあつかわれ，株式会社の一
　般理論･‥…も，この群小株主の観点からのみ規定されたのである」（同上）。また馬渡氏によれば，「ヒルフ
　ァディングが株式を配当請求権と規定したのは，彼が意識すると否とにかかわらず，一般の中小株主の日常
　的イデオロギーによって株式を考察していたことによるものといってよい。しかも，株主を貨幣資本家と考
　える点についても，ほぽ同様の問題点か指摘できる。論拠のーつとなっている株主における資本機能の喪失
　と資本投下の配当目的性，これは一般の中小株主には妥当するにしても，株主全体にはあてはまらない。大
　株主は資本機能を失うどころか，一方が失う資本機能を集中的に掌握しているし，貨｡幣投下の目的も配当に
　限られているわけで｡はない。株主の有限責任ということも，株式流通性の拡大の過程でこれを促進すべく普
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及してきた形式であって，一面では群小の株主を多数うみだ〔す？〕とともに他面ではこれを通じて資本所
有をもとに資本機能を集中的に掌握する大株主の支配を強化する役割を果すのである」（同上）。
　これらの見解にみられるのは，第７章「株式会社」第１節「配当と創業者利得」の前段の論理は，資本の
流動化に関する問題，つまりその側面からの株式資本の擬制資本化が取り上げられているということ，した
がってそこでは，株主はもっぱら「群小株主の観点からのみ規定された」り，「中小株主を念頭においてい
た」わけでもなく，また大株主を無視していたわけでもないということ，むしろ，それは彼らを包括した株
主一般に関する問題として取り上げられているということが聊解されていないということである。したがっ
てそこでは，資本支配の問題およびそれを論理的前提とする資本勁員め問題は，差し当り捨象されていると
いうことか理解されていないことになる。
　そうであるからこそ，そもそも捨象されているはずの資本支配の問題すなわち「大株主による資本機能の
集中的掌握」あるいは「株主有限責任制」等の問題が資本の支配と資本の集中の論理的前提をなす資本流勁
化か論述されている第７章第１節に無媒介的に持ち込まれ，ヒルファ｡ディングを批判されるのである。しか
し，ここでの課題は資本の流動化であり，この面から株式資本の擬制資本化か説かれ，形態的に株式資本の
貨幣資本化，つまり株主の貨幣資本家化が導き出されることになる。そしてそれか，第２節の資本支配の論
理を導く前提となり，そこではじめて，馬渡氏のいわれる株主の有限責任制や大株主による資本支配の問題
か取り上げられるし，それがまた，第３節の資本の社会的動員の論理的前提にもなるものである。
　　〔補論〕資本の流動化と資本調達様式の特徴について
　飯田裕康氏は前掲書で次のように述べておられる。すなわち，「ヒルファディングの株式会社論を特徴づ
ける資本動員論は……銀行による資本信用として，銀行と産業企業との信用関係を通じて展開されるもので
あった。　だから，かれが大株主と中小株主とを区別し『所有と経営の分離』という視角から，中小株主の
貨幣資本家化を説き，配当の利子化をいい，創業利得を説いた基底にあるものは，銀行自体が預金を受け入
れることにより，ないし，銀行自身の株式会社制度利用によって集中するごとによってえた資金（貨幣資
本）を，株式企業に動員するという関連の認識である。かれにあっては，株式会社の株式発行による資本調
達は，結局，銀行信用の枠内においてなされるという論理的帰結にいたらざるをえない」（同上, 199頁）。
また飯田氏は，ヒルファディングは「株式の流動化を，資本信用を中心どした銀行信用の問題としてのみ把
握した」（同上, 200頁）ともいわれている。
　（1）飯田氏によるヒルファディングの株式会社論理解の特徴は，①資本動員論を資本信用として信用関係
を通じて展開しているにすぎず，株式会社の資本調達も銀行信用の枠内においてのみ捉えているというこ
と，②株主の貨幣資本家化については，大株主と中小株主とを区別し，所有と経営の分離の視点から中小株
主の貨幣資本家化を説き，そこから直ちに配当の利子化を説いているというこ｡と，③かかる論理の基底にあ
るものは，銀行自体かその資金を銀行信用の狭い枠内において産業企業に動員するという認識にあるという
ことである。
　しかしながら，ヒルファディングの株式会社論は銀行信用の狭い枠内において展開されているわけではな
い。その基本的特徴は，株主の貨幣資本家化にみられる,資本流動化の論理を先ず明らかにし，そ･れを基礎・
前提として資本支配の論理を説き，続いて資本の動員の論理か展開されているという点にある。したがって
彼の株式会社論は資本支配と資本集中との統―的機構として捉えられており，しかも資本流動化機能をも包
摂した株式会社制度論として展開されているということかできる。
　その場合，資本流動化による株主の貨幣資本家化の論理は，飯田氏のいわれるように株主を大株主と中小
株主とに区別し，所有と経営とを分離する視点から，中小株主のみが貨幣資本家化するものとなっているの
ではない。株主の貨幣資本家化の論理の特徴は，再生産過程における資本結合化の展開過程（＝産業資本家
の機能変化過程）と，その外に展開される利子生み資本運動の一般化の過程とを基礎・前提として成立する
株式証券の擬制資本化（したがって株式の売買可能性の成立）によるその「人格的」表現の一形態であっ
て，株式擬制資本の運動法則の確立している論理段階では，それの「人格的」表現たるすべての株主に当て
はまる概念であるという点にある。　　　　　　　　　　　ニ
　株式証券の擬制資本化に基づいて株式の売買可能性か確立するが，かかる論理段階においては，株主は投
下資本を株式の売却によって随時回収しうるようになる。他方，株式が売却されるようになるとそれを投
下部面として貨幣資本の競争か展開され，その結果，株主にとって産業利潤からの収益を利子に帰着させる
ことになる。すなわち，投下資本の随時回収可能性の成立と収益（配当）の利子化とによって，株主の貨幣
資本家化が説かれているということである。なぜなら，この二つの要因こそは，その形態において株主を貨
幣資本家と同様の地位におくものであるからである。
　資本の流勁化メカニズムが確立しておらず，株式の売買可能性かいまなお成立していない論理段階では，
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株主は機能資本家として産業企業者であった。彼は文字通り産業企業者として機能することによって産業利
潤を取得し，その資本は企業の現実機能資本として生産過程に固定化され，随時回収可能性は与えられてい
なかった。株主は，かかる産業企業者としての機能をもつというその意味において，産業資本家であったの
である。したがって株式会社制度の展開すなわち資本流動化機構の確立による株式の売買可能性の成立が，
産業企業者としての機能から産業資本家を解放することによって，つまり先の投下資本の随時回収可能性の
成立と配当の利子化とによって，株主は貨幣資本家と同じ地位におかれることになるのである。ヒルファデ
ィングはこのように捉えているのである。
　しかし，株主の貨幣資本家化は上記の二つの要因によって貨幣資本家化するということであるが，同時に
それは，株主が貨幣資本家と本質的に異なる性質のものであることを示したものである。すなわち，株主に
おいて配当の利子化という場合の「利子率」なるものは，貨幣資本のそれのようにそのものとしてあらかじ
め確定されているものではなく，利潤に対する請求権として存在するということ，また投下資本の随時回収
可能性の成立といっても，資本の還流か貸付資本における返済のように直接には規定されていないというこ
とである（このような点に関して論及した代表的なものとしては，後藤泰二，前掲昏かある。是非参照され
たい）。
　このように，株主は貨幣資本家とは本質的に異なるものであるが，区別されるべきこの二点において，ま
さに貨幣資本家と同様な立場にあるものとされているのである。株主のもつこの二面性を理解することによ
ってはじめて，第７章第２節の資本支配の論理が，第１節の資本流動化に基づく株主の貨幣資本家化の論理
を基礎・前提として展開され，それらをふまえて第３節で資本の動員の論理か説かれているその意味を正し
く捉えることができるであろう。
　（2）ところで，株式の売買可能性の成立は，かかる意味・内容において株式資本に貨幣資本の性格を与
え，株主を貨幣資本家化せしめるわけであるが，逆にそのことは，貨幣資本をしてその本来の機能において
確定利子付貸付への投下を競争するのと同様に，株式への投下を競争するようになる。つまり，貨幣資本家
も随時に株式を購入して株主となることができるということである。こうして，このような投下可能性をめ
ぐる自由な資本の競争か，資本流動化機構の成立と発展にともなって一般化するようになると，株式の価格
を確定利子付投下の価格に接近させ，株主にとって産業利潤からの収益を利子に帰着せしめるようになり，
その実体的側面においても，株主の貨幣資本家化か進行するということになるのである。
　したがって，その意味において投下資本の随時回収可能性の成立は，勿論のこと，ここでの配当の利子化
もまた産業株式会社内部における資本の「所有→支配」構造とは直接にはかかわりなく，株式証券市場に
おける擬制資本の運動に支えられて実現するものであるということができる。しかし，そのことは株式会社
における資本の動員が産業資本の運動とは全く無関係におこなわれるということではけっしてない（本文参
照）。このように考えてくると，投下資本の随時回収可能性の成立に基づく株主の貨幣資本家的性格も，そ
れらか資本流動化機構の成立による株式の擬制資本化の一般化した論理段階における株式資本（したがって
株主）の形態規定に関することからであるか故に，けっして中小株主にのみ与えられうるものではなく，擬
制資本としての株式資本の人格的表現たる株主には，等しく与えられるものとみなければならない。したが
ってそれは，一般投資家であろうと支配権の取得を企図する者であろうと，両者の間には全く区別はないと
いうことである。
　以上の諸点から明らかなように，株主か大株主と中小株主とに区別・分離され，中小株主のみ，上述の二
つの契機すなわち随時回収可能性と配当の利子化とが与えられ，そのことによって彼らにのみ貨幣資本家的
性格か与えられるということではけっしてないし，それはまた逆に，この論理の外にある大株主が株式会社
制度固有の資本の支配集中メカニズムを媒介せず，自動的に支配資本家となり，創業者利得を取得するとい
うことにもならない。また株主の貨幣資本家化は文字通り貨幣資本家を意味し，貨幣資本の動員もまた貸付
資本の動員のことであるから，株式会社における資本の動員は銀行信用という狭い範囲で実現されるにすぎ
ず，したがって産業資本運動を利子生み資本運動に解消させ，産業企業（株式会社）が信用の展開のうちに
埋没して信用制度の一環として捉えられてしまっているということにもならない。
　第７章「株式会社」第１節「配当と創業者利得（の前段）」の課題は。資本の社会的動員を制約している
投下資本の「固定化」と資本の結合にともなう資本支配のー元性の否定化という，この全く異なる二つの問
題を同じ過程の二つの側面として捉え，それを同時的に制度的に解決する論理的な基礎・前提条件として資
本流動化の論理か展開されているのであり，株主一般の貨幣資本家化か問題にされているのである。したが
ってここでは，大株主や中小株主，支配資本家や従属株主は取り上げられてはいないのである。それらの問
題は，第１節の資本流動化の論理をふまえてはじめて展開される第２節の資本支配の課題である。この第１
節の論理段階においては，資本の支配と資本の動員の問題とは差し当り捨象されているのである。そういう
わけであるから，株式会社における資本の集中と資本の支配は，それが私的・個人的形態ではなく，資本主
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義的生産様式の限界内ではあるにせよ，むしろそれの止揚としての社会的形態において展開されうるか故
に，上述の資本流勁化に基づく株主の貨幣資本家化の論理をふまえてはじめて，全面的に展開ざれうる性質
のものでなければならないのである。
　（3）さて次に，産業企業の株式会社形態への転化にともなって産業企業と銀行との関係はどめように展開
していくであろうか。飯田氏によれば，ヒルファディングの株式会社論では，資本の勁員は，銀行信用とい
う狭い範囲内で実現される形態であり，そのうえ「生産に触れるところのない」（同上, 277頁）問題である
とされ，したがって彼にあっては，「銀行と産業株式会社の結合を，銀行を中心に銀行信用の枠内で展開せ
ざるをえな」（同上）く，かくして「産業資本の迎動を利子生み資本の運動に解消してしまっている」（同
上）といわれる。こうした問題に関しては別稿で詳述するつもりなので，ここでは次の諸点だけを指摘して
おきたい。
　株式証券市場の生成と発展にともなって，株式の売買可能性も成立し一般化していくか，そのことは，す
でに指摘したように「二つの要因」すなわち①随時回収可能性と②配当の利子化とに基づく株式資本の貨幣
資本化というその意味・内容において，株式資本に貨幣資本の性格を与えることであり，他方，貨幣資本家
は，その性格を保持したままで，彼の資本を株式に投下しうるようになるということでもある。こうして株
式形態で用立てられた貨幣資本は，－方においては，産業資本に投下され，したがって生産過程に固定化さ
れながら，同時に他方においては，それを表示する株式資本（収益請求権）が擬制資本に転化されうるわけ
である。この株式資本の擬制資本化によって，産業資本の再生産運動とは別個の第二の資本の運動か展開す
ることになる。すなわち，貨幣資本か出資形態で投下され，その株式か証券市場で売買されるようになると
いうこと（そしてそのことによって投下資本の回収か可能になる）である。
　かくして個別資本家は，投下資本の生産過程への固定的充用からくる長期的拘束から解放され，それによ
って生産過程での機能資本運動の継続性を可能ならしめると同時に，本来ならば直接，貸付資本としてしか
運用されえないか，銀行に預託され利子の形態・内容でしか利潤の分配にあずかりえなかった貨幣資本をも
勁員しうるようになる。さらに産業の側に生じている固定資本の増大にともなう長期借入の要請と信用・銀
行制度の利子生み資本の運用との間の矛盾もまた止揚され，それによって固定資本信用も全面的に展開され
るようになる。かくして個別資本家における「資本所有のｍ的制限」か止扮されることになるのである。
　このように，ヒルファディングにあっては，固定資本信用の展開は，本来の銀行信用の領域を超えた論理
次元の問題として措定されており，資本の流勁化を前提し媒介してはじめて可能となるものである。銀行
が産業企業に固定資本信用を供与しうるのは，その貸付が固定資本の現実の還流にかかわりなく，出資に転
換され持分に分割されて証券市場で売買されることによって，その資本を回収することができるからであ
る。銀行にとっては，利子生み資本の迎動形態（Ｇ一Ｇ’）が，まさに形態として確保されているのである。
　このような貸付資本の随時回収可能性が成立すると，貸付資本の出資形態への転換によってはじめて，銀
行に創業者所得の取得可能性と株式形態による資本支配の条件とが与えられることになる。かくして貸付資
本の回収は，銀行にとっては，産業企業に対する支配関係を維持しうるに必要な株式数を保有し，それを超
える部分については株式を売却することによっておこなわれ，併せて創業者利得を取得しうることになる。
このように固定資本信用はその形態規定性からいっても，再生産過程への固定的充用からくる長期的拘束を
ともなわざるをえないものであるが故に，本来的な銀行信用の狭い枠内においては展開されうるものではな
く，株式会社制度の成立に基づく資本の流動化を基礎・前提とすることによってはじめて可能となることか
わかる。ヒルファディングにあっては，資本信用としての固定資本信用は，本来的な銀行信用の狭い枠内に
おいて説かれているのではなく，むしろ逆にそこでは展開されえないものであることか強調されているので
ある。
（4）次に，ヒルファディングは資本信用としての固定資本信用の展開をもって，資本の動員を説いためであ
ろうか。飯田氏はそのように主張されるのであるか，果たしてそうであろうか。資本の動員について，彼は
第７章「株式会社」論のなかで次のように述べている。「株式会社の出現当初には……個別資本家への直
接の呼びかけによっておこなわれる」(S.162,上. 205)か，「発展の進行とともに，個々の資本はすべて
銀行に集合，集積されている。したがって，貨幣市場への呼びかけは銀行の媒介によっておこなわれる」
　　　　　　　　　　　　　　　●●■●●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　d　　　　　・(ibid.,同上）と。すなわち，発展の進行にともなって株式会社の資本調達様式も形態変化をとげていくこ
とになるのであっで，それは，飯田氏のいわれるように「ヒルファディングによって展開された株式会社論
は……産業企業が資本を株式会社形態をもって結合しなければならない，資本制的蓄積法則によって規定さ
れた事態を捉える理論としてではなく，蓄積の限紆をなす信用の展開のうちに埋没して，信用制度の一環と
して理解されるにとどまった」（同上, 276頁）という内容のものではけっしてない。
　株式会社における資本調達様式の形態変化には，主として次の二つの要因がある。すなわち，①社会に遊
休する貨幣および貨幣資本か，発展の進行とともに銀行に集合・集積され，銀行の支配のもとにおかれるよ
金　融　資　本　の　薔　積　様　式（1）　　（中田） 95
うになるということ，②資本の有機的構成高度化にともなって固定資本の総資本中における比重の増大，資
本の最低必要量の飛躍的上昇につれて，発展の初期にみられた個々の資本家への直接の呼ぴかけによる資本
調達様式では，株式会社の設立が困難になってくるということである。すなわち，社会のあらゆる諸階層の
貨幣およが貨幣資本が銀行に集合・集積されている状況のもとでは，このような貨幣および貨幣資本を自己
の資本調達源泉とする株式会社にとっては，「直接の呼びかけ」による資本の調達様式では資本の動員は制
限されざるをえない。資本の最低必要規模か大になればなるほど，それに必要な額を一挙に調達することは
ますます困難となり，競争下での時宜をえた株式会社の設立あるいは拡張もますます困難となってくる。し
たがってかかる資本の調達様式は後退を余儀なくされる。この産業側の要請に応えうるものは，貨幣市場の
絶対的支配者であり，貨幣資本の所有者を代表する銀行以外にない。では，銀行はいかにしてそれに応えう
るのか。
　銀行の媒介による資本調達様式はかかる論理の展開をふまえて説かれているのである。　この論理段階で
は，銀行も柵造的変化をとげている。株式会社・証券市場の展開を基礎・前提として，銀行は信用媒介業務
だけではなく金融および投機を業務とする金融機関としての機能をも併せもつようになる。この二つの業務
・二つの機能を兼営することによって，銀行は，一方においては，①「手形取引の媒介者として商業信用を
銀行信用にかえ，②休息・蓄蔵貨幣の貨幣資本への転化の媒介者として，生産資本家に新たな資本を供給す
るが，同時に他方においては，貨幣資本を産業資本と擬制資本とに転化し，しかもこの転化をみずから手が
けることによって，生産資本家に資本を供給するようになる。そしてこの場合，それは資本を貸し付けるこ
とによってのみ資本を供給するのではないということである。
　すなわち，銀行はその一部を産業資本に転化するが，この転化は銀行が産業企業に信用を与え，したがっ
てその資本を貸し付けたことにより信用関係を結ぶことになるか，あるいは銀行が産業企業の株式を引き受
け，永続的に所有することにより産業企業へ直接参加することになるかといういわば二重の仕方をとってお
こなわれるのである(S.253,上, 312)。したがって飯田氏のいわれるように，「ヒルファディングの株式
会社論を特徴づける資本動員論は……銀行による資本信用として，銀行と産業企業との信用関係を通じて展
開されるもの」（同, 199頁）ではけっしてないし，また「株式会社の株式発行による資本調達は，銀行信用
の枠内においてなされる」（同上）のでもない。むしろ銀行を媒介とする資本調達様式は，銀行信用の枠内
においては捉えられうるものではなく，それを超えた領域としての株式会社の株式発行による資本の動員と
いう資本調達様式を，論理的にもまた歴史的にも前提としているのである。すなわちそれは産業における企
業金融の展開を論理的前提とし，かつそれを包摂した株式証券市場の成立という制度的発展および銀行それ
自体もまた構造的変化をとげるというそうした論理段階においてはじめて，展開されうる株式会社の調達様
式であるということかできる。
　5.競争諸条件の構造的変化と独占的諸結合の成立
　前節で明らかにしたように，固定資本の増大および資本の最低必要量の急速な上昇か，各個の資
本家に課した自己蓄積力の限界による資本形成の困難化つまり資本所有の量的制限の問題は，株式
会社制度（総体的把握としては，株式会社制度それ自体をもー構成要素とする金融市場）の成立・
展開によって取り除かれ，したがって資本形成の困難によって惹き起こされた「競争制限（第２形
態）（1）」(S.268,中, 14―15)もまた必然的に緩和・解消されることになる。それと同時にまた，
株式会社制度に基づく資本所有の量的制限の解消は，個別資本家をして固定資本の巨大化，資本の
最低必要量の飛躍的上昇を容易に可能ならしめ，かつそのことによって資本の自由移転，ことに
　「固定資本をより有利な部面に移転すること」をますます困難化せしめることになり，かくして
　「競争制限（第一形態）（２）」(S.268,中,14)をさらに強めることになる。　このように株式会社
制度は資本を流動ｲﾋﾞせしめることによって，資本の社会的動員を可能ならしめ，同時に動員された
資本の支配集中に基づくその「一元的支配」を実現するのである。かかる機構として，株式会社は
資本を動員することによって，一方では，自己蓄積力の限界による資本形成の困難を取り除き，し
たがって「競争制限（第２形態）」を緩和せしめると同時に，他方では，固定資本の巨大化を実現
することによって資本の流出（入）困難を増大せしめ，したがって競争制限（第１形態）をさらに
強めるということになるのである。かかる論理の展開過程かヒルファディングの「固定資本の巨大
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化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出（入）困難」という新たな経済的諸要因の形成による
競争諸条件の構造的変化の過程であり，より具体的には競争の‘独占への転化の論理段階におけると
ころの再生産過程を主導する重工業部門の競争制限過程の構造的特質を示すものであるということ
ができる。
　かかる重工業部門の競争制限過程の構造的特質に規定されながら，この過程的展開に対応して，
より高次の資本の支配集中か加速されることによって少数化し，同等化した巨大資本の成立か導き
出される。いまや，競争は多数の小規模な同等者間の原子的競争から少数化し，同等化した巨大資
本間の競争に転化する。このこと自体は競争の否定ではないが，競争の性格に質的変化ないし新た
な規定が与えられることになる。すなわち，この論理段階での競争は，競争の独占への転化過程す
なわちヒルファディングのいう「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化‐資本の流出入困
難」という新たな経済的諸要因の形成による競争諸条件の構造的変化の過程に固有の形態であると
いうこと，この競争はこれによって利潤（率）の均等化ではなくその崩壊＝不均等化をもたらし，
平均利潤の確保ではなく利潤それ自体の喪失をもたらし，資本か資本としての社会的存在を保障さ
れるものとしてではなく資本の自己否定化をもたらすものに転化するということである。このよう
に競争は「すべての企業にとって損失（傍点中田）」(S.275,中, -22)に転化するのである。
　だからこそ，新たな経済的諸要因の形成に基づく競争諸条件の構造的変化という「競争制限」過
程の構造的特質に規定されて展開するところの少数化し同等化した巨大資本間のかかる競争は，単
なる競争ではな｡く死活的闘争であるとヒルファディングは述べているのである。かくして，この死
活的闘争の展開は，この部門における利潤率をますます平均以下に低下せしめ，利潤率均等化の構
造的崩壊を促し，したがって利潤率の不均等化＝部門間格差を促進・恒常化せしめることになるの
である。これか，ヒルファディングのいう「同等化した巨大資本間の死活的闘争」の論理であり，
かつこの死活的闘争によって不可避的に惹き起こされるこの部門における「利潤率の平均以下への
低下」の論理である。すなわち，「同等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低
下」とはこのことを示しているのである。　この「同等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の
平均以下への低下」の論理は景気変動的諸要因による一時的なものではなく，すでに指摘したよう
に「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出入困難」という新たな経済的諸
要因の形成による構造的要因に基づく長期的傾向であるが故に，必然的に利潤率の部門間格差＝不
均等化を恒常的，長期的傾向たらしめることになるが，それがまたますます強まる競争の死活的強
制圧力のもとで，「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出入困難」の過程
をますます促進することにより，その結果として，さらに「同等化した巨大資本間の死活的闘争一
利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊」の過程を一顧加速せしめることになるのであ
る（３）。
　ところで，このような「傾向」は，独占形成過程を主導する基幹産業部門としての重工業部門
における独占的諸結合の形成過程に固有の特徴的傾向であるか故に，それはまた，産業における独
占形成過程を基本的に規定する傾向であるということができる。ヒルファディングによれば，かか
る論理的道筋か重工業部門における「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化－資本の流出
入困難→同等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊」
ということであり，かかる競争諸条件の構造的変化に規定された「競争制限・止揚」の過程である
ということである。そして，この過程の展開傾向（＝利潤率の平均以下への低下傾向）に平均利潤
率の著しい低落が結びつけられ，かくして利潤率の低落運動か，いわばオーバラップしてあらわれ
るようになると，それによって「はるかにより僅かな価格の下落でさえも利潤を全く消失させ，資
本主義的生産の目的を空に帰せしめるに充分となる」(S.273,中, 20)ということになる。これ
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が，少数化し同等化した巨大資本間の死活的闘争を媒介とする利潤率の平均以下への低下に規定さ
れてあらわれる「資本の自己否定化」の論理の特徴である。
　このように，競争の独占への転化過程に固有の「資本の自己否定化」の傾向か明らかにされ，さ
らに重工業部門における利潤率の平均以下ぺの低下が，上述したように平均利潤率の著しい低落と
結びつくことによって，そうした「資本の自己否定化」を導かざるをえないような「利潤率の危
機」(S.273,中, 19)としてあらわれるや否や，資本は，いまや少数化した巨大な同等者として
成長しているが故に，これらの巨大資本相互間に，かかる「利潤率の危機→資本の自己否定化」の
回避・克服のための「共同の努力」が開始され，競争の制限，独占的諸結合の形成か導き出される。
こうして，先ず独占的諸条件を形成し維持しやすい基幹産業である重工業部門において競争の制限
・止揚による独占の形成が実現されると，それはまた，関連諸部門における独占的諸結合の形成を
促し，広汎な諸部門において独占的諸結合が形成されることになる。かくしてヒルファディングに
よれば，「カルテル化は一つの歴史的な過程であって，それは，資本主義的諸生産部門をカルテル
化のために与えられている諸条件に応じて，あるいは時間的順序においてとらえてゆく」(S.340,
中, 102)ということになるのである。’
　ところで，この産業における独占的諸結合の形成過程の分析・検討を通じて明らかにされたよう
に，ヒルファディングの独占形成の論理は株式会社論を不可欠の前提としており，後者の論理をふ
まえてはじめて前者の論理が展開され，かつこの展開過程に対応して，銀行資本と産業資本の緊密
化＝銀行と産業の結合関係の独占的関係への転化が導き出されるということかわかる。ところで，
株式会社制度に基づく資本の社会的動員は，貨幣資本および貨幣かほとんどすべて信用・銀行制度
のもとに集合・集積されるに至るという論理の発展段階においては，それに適合した新たな形態変
化一段階的諸規定が与えられる。すなわち，信用・銀行制度の発展にともなってあらゆる貨幣
　（および貨幣資本）が，そこに集合・集積され，銀行の媒介によってのみ貨幣資本に転化され，か
つそれの処理梅が銀行に属するようになると，銀行の媒介によってのみ，それらが産業資本に転化
されうるようになるが，この論理段階でのかかる貨幣資本の産業資本への転化は，その実現条件と
しての資本の流動化の過程＝擬制資本の創造過程を，自ら株式会社形態をとることによって構造的
変化をとげ，金融的業務をも同時に兼営する統一的機関となった銀行が，直接に媒介・担当するよ
うになることによって，「銀行資本の産業資本への転化」という形態を与えられるのである。
　すなわち，ヒルファデ･イングのいう「銀行資本の産業資本への転化」とはこの論理段階での産業
企業の資本調達の形態的特徴をあらわしたものである。ヒルファディングによれば，この「銀行資
本の産業資本への転化」は，主として信用供与つまり「貸付」と株式の引受けつまり「出資」とい
う二様の仕方でおこなわれるのである。産業が産業資本家の所有する総資本よりもはるかにより大
きな資本をもって経営されるようになる一方で(S.344,中, 96),それに対応して信用・銀行信
用の発展，とくに銀行業における集積の発展→銀行連合化にともなって資本家階級のすべての予備
資本だけでなく，非生産的諸階級の貨幣の大部分をも銀行に集合・集積され，貨幣資本・銀行資本
に転化され，上述の二様の仕方によって産業に用立てられるよう’になると，銀行資本と産業資本と
の関係の編み合わせもますます複雑化し，かつますます緊密化するとともに産業の銀行への依存も
また増大する。この銀行資本と産業資本の緊密化の展開過程が，一方，産業においては，先述の重
工業部門における「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出入困難の増大」の
過程であり，他方，銀行業においては，かかる産業の集積に対応して集積が進展し銀行連合化，大
銀行の形成の過程である。
　このような産業における生産規模の巨大化とそれに対応した銀行業における集積の進展とは，い
ずれも銀行による信用供用つまり「貸ｲ寸」と株式の引受けつまり「出資」という二様の仕方に基づ
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く銀行資本の産業資本への転化を通じてのこの両者の緊密化過程に媒介されて，展開し促進されて
いく過程であるということである。　より正確にいえば，かかる二様の仕方つまり「貸付」と「出
資」に基づく銀行資本と産業資本の結合を通じて，産業における「固定資本の巨大化・資本の最低
必要量の尨大化」によって表現される生産規模の巨大化か実現することになるということである。
そうすると，この論理段階での産業における資本支配の問題は，従来のように産業資本の独自的過
程において捉えられる,ものではなく，結合資本の資本支配の問題として措定されるのでなければな
らない。しかも，この結合資本は上述の二様の仕方つまり「貸ｲ寸」と「出資」とに基づく銀行資本
の産業資本への転化による結合形態であるか故に，この結合資本の資本支配は，次のような新たな
展開形態をとることになる。すなわち，銀行はその支配する貨幣資本＝銀行資本を産業企業に「出
資」することによって株式を引き受け，産業企業を支配するに必要な株式数を永続的に所有し，そ
の残りの部分を売却することによってその分だけの資本の回収を確保し，併せて創業者利得を獲得
するということになる。また銀行は，「貸付」の場合もそれを出資に転換して産業企業を支配する
に必要な株式数を保有し，それを超える部分を売却することによって貨幣形態での資本の回収を確
保し，併せて創業者利得を取得しうることになるということである。
　このような資本支配の展開とこの展開過程を通じて形成される創業者利得の取得とか，逆にまだ
銀行（または産業企業）をして創業者利得を直接的動機とするところの，産業における資本結合の
諸形態の形成・展開へ向けて拍車をかけることになる。この過程的展開を通じて，重工業部門にお
いては少数化し同等化した巨大資本が形成され，資本の流出入困難のもとで，競争は死活的に展開
されるようになるわけである。利潤率は平均以下に圧し下げられる。かくして「競争戦そのものが
すべての企業によって損失」(S.275,中, 22)となる。銀行にとっても「これらの競争からはま
だ不利益だけを期待せねばならない」(ibid.,同上）ことになる。　それは，「固定資本の巨大化・
資本の最低必要量の尨大化一資本の流出入困難」という新たな経済的諸要因の形成に基づく，少数
化し同等化した巨大資本間の死活的闘争の展開を通じて惹き起こされた利潤率の平均以下への低下
傾向に平均利潤率の著しい低落が結びついて生じたものであるか故に，長期的なものであり，かつ
それは資本の自己否定化に導く利潤率の危機として顕在化してこざるをえない。かくして独占の確
立へ,の銀行の努力は，先ず自己の関与する諸企業間の競争を排除しようとすることにあらわれる。
かようにして，銀行資本の諸傾向と産業資本のそれとは競争の排除に向かって一致することになる
　（S.　275,中, 23)。
　こうしてこの部門において独占的諸結合か形成されると，それはまた，銀行資本と産業資本の緊
密化＝結合関係をさらに一層強めることになる。産業＝重工業部門における巨大資本間の死活的闘
争ヵ吻|限・止揚されることによって，利潤率の上昇か実現する。　この高められた利潤率は資本還
元されて創業者利得を形成しうるか，この創業者利得の獲得は銀行（または産業企業）にとって独
占化助成の極めて大きな動機となるということ，またこの一部は，反抗的ではあるか，重要な諸分
子を買収することによって関連諸部門への独占的諸結合の形成を促すということになる(SS.333―
334,中, 94)。
　ところで，この部分（本節の後段）は，後述の第三章「銀行連合の形成と資本の金融資本への転
化」において，全面的に展開されることになるが，ここでは差し当り，産業における独占形成過程
が株式会社制度を基礎・前提にして展開されていること，この場合，株式会社制度は，いわゆる
　「自己完結的」ではなく金融市場に包摂され，その展開のなかで制約されながらも，その主たる構
成機構となることによって信用制度的諸機能を体化せしめて新たな展開を示すようになること，こ
の論理段階での株式会社制度は，産業における個別資本の「資本所有の量的制限」を株式形態によ
る資本の社会的動員（銀行資本の産業資本への転化という形態での資本の勁員）とその支配集中に
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よって解決･し，「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化」を可能ならしめ，それによって
「資本の流出入困難」を促進すると同時に，資本集中のより高次の展開によってこの部門に少数化し
同等化した巨大資本の形成を導き，それによる「競争の死活的闘争への転化→利潤率の平均以下へ
の低下」を結果せしめること，そしてこの過程が,株式会社制度の資本蓄積様式に基づく過程である
が故に，それは必然的に銀行資本と産業資本の結合資本化の過程であり，したがって資本支配の形
態は必然的にこの両者の結合の形態と内容に規定された支配の形態をとらざるをえないことを，本
節「競争諸条件の構造的変化と独占的諸結合の成立」の課題解明に最少限必要な限りにおいて指摘
し，それによって株式会社と独占（形成）および金融資本の関連を明らかにしておくことにした。
　（1）ヒルファディッグによれば，競争の第二の制限＝競争制限の第二形態とは，「技術的発展は，同時に生産
　　規模を拡大するということ，不変資本，特に固定資本の大きさの膨脹は，一般にそれに応じて生産を拡張す
　　るとか新たな企業を起こすとかするためには，絶対額のますます大きい資本額を必要とするということであ
　　る。剰余価値から漸次に蓄積される額は，独立の資本に転化される大きさには容易に達しない。新たな資本
　　の流入も不充分となるか，または遅れてやってくるということも考えられるであろう」(S.268,中, 14-
　　15）。かくして資本の自由移転が制限されることになる。　その意味において，この競争制限は資本の有機的
　　構成の高度化・同定資本の総投下資本中における比重の飛躍的増大にともなう資本の最低必要量の上昇によ
　　るものということができよう。
（2）ヒルファディッグによれIぱ，競争の第一の制限＝競争制限の第一形態とは，「固定資本の巨大膨脹はひと
　　たびなされた投下資本の移転をつねに困難にする。固定資本が大きければ大きいほど，またその規模が厖大
　　であればあるほど，それだけ投下に際して重みを増し，総資本中のますます大きな部分をしめて，それに拘
　　束された価値を大した損失なしに実現して，さらにより有利な部面へ資本を移転することは，ますます困難
　　になる。しかし，これによって投下部面をめぐる資本の競争は変形される。中世的後見という古い法律的制
　　限1と代わって，新たな経済的制限かあらわれ，これが資本の自由移転を制限する」(S.268,中, 14)。その
　　意味において，「この制限は，すでに生産資本に転化されている資本に対するだけのもので，これから新た
　　に投下される資本に対するものではない」(ibid.,同上）。
（3）飯田裕康氏は，すでに指摘したように「独占をもっぱら貨幣＝信用的次元でのみ把握するものとして/わ
　れわれはヒルファディングの『金融資本論』をあげることができる」（同，前掲R, 197頁）といわれる。
　　従来の支配的見解によれば，ヒルファディングの独占理論は，いわゆる「信用‐株式会社一銀行資本と産
　業資本の緊密化一金融資本」という金融資本成立の上向的な論理展開から「はみだした」ものとされ，した
　かってこれまで，『金融資本論』研究の主たる関心は，むしろかかる金融資本成立の論理に焦点が合わせら
　れ，「はみだした」とされる独占理論それ自体の分析・検討は極く一部を除いて不十分なまま残されてきた
　ということかできる。このような見解によれば，金融資本成立の論理から独占理論は切り離されることによ
　って，前者は，「信用―株式会社―銀行資本と産業資本の緊密化」という「緊密化」の論理にみられるよう
　に，信用一元論的に展開され，その直接の延長線上に金融資本が措定されると主張されてきた。そしてそこ
　では，金融資本の成立と独占の形成とを結ぶ環としての株式会社（制度）が，ヒルファディングにあっては
　資本の集中と資本の支配機構としてではなく，もっぱら固定資本信用に基づく貸付資本の再生産過程への長
　期拘束・固定化を流動化するという意味での資金調達手段としてしか捉えられていないが故に，いわゆる
　「信用―株式会社―銀行資本と産業資本の緊密化」という信用一元論的な金融資本成立の論理の展開の枠組の
　なかでしか位置づけられておらず，独占形成過程との関連を断たれてしまったと理解されてきたのである。
　　　しかし飯田氏の場合は，ヒルファディングにあっては独占の形成が，いわゆる「信用一株式会社－銀行資
　本と産業資本の緊密化」という信用一元論に基づく「緊密化」の論理の上向的展開それ自体のなかに，完全
　に包摂されてしまっているものとして位置づけられており，したがってそれは，「はみだした」別個の論理
　として展開されているのではなく，もっぱら「貨幣＝信用的次元」で捉えられていると主張されているとこ
　ろにその特徴かおるといえる。
　　飯田氏によれば，ヒルファディングのこの「特異な独占論」が導き出される「主要な論理的前提は, (1)信
　用形態を中心とした産業資本の把握と, (2)株式会社論とである」（同，前掲轡，288頁）が，「（1）の論点は
　（2）の論点の不可欠の前提となっており，結局，彼の独占分析の主要な論点は, (2)の株式会社論につきるとも
　いえる」（同上）ということである。そこで「独占分析の主要な論点は株式会社論につきる」とされるその
　　「株式会社論」が問題となるが，これに関しては，前節「株式会社制度と信用諸形態の展開」の〔補論〕で
　明らかにしたように，飯田氏の「株式会社論」理解それ自体に根本的な難点かある。したがってそうした株
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式会社理解をもってヒルファディングの独占理論を，もっぱら「貨幣祠言用的次元でのみ把えられている」
と論定されているとすれば，それは，そもそも論理的前提となりえない誤った株式会社論理解に基づくもの
であり，けっして彼の独占理論の基本的特徴を示しえたものとはいえない。なお，この点に関しては〔補論
ｎ〕「独占形成と株式会社」においても言及しているので参照されたい。
　　〔補論Ｉ〕　資本の流動化と資本の流出制限について
　高山満氏は次のように述べておられる。すなわち，「ヒルファディングは……固定資本の巨大化が生み出
す資本移勁の『制限』について，二面の規定を与えた上で……『資本の動員』という論点から立論を開始す
る。……既に第三蹟に先立って，第二篇『資本の動員』を論じ，改めてこの三篇において，利潤率均等化の
阻止要因を克服する契機としてそれを論じるやり方は，方法的に重要な問題をはらむものと言ってよい。先
　÷　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●●●●●●　　　　　　　Ｆ　　　　　　　　　　　　●●走って言えば，現行の第二蹟の内容は，このような方法上の倒錯のために，『資本勁員』の必然的根拠と本
質を必ずしも明らかにしていないと言ってよいのである（傍点原文）」（同「競争の形態変化と景気循環の変
容１」，『東京経大学会誌』75号, 118頁）。「方法的には，正しくは二篇の『資本動員』論は，この三篇21
章（三篇11章？）において初めて展開さるべきであった」（同上）といわれるのである。そして，高山氏は
その論拠と思われるものを，おおよそ次のように述べておられる。
　すなわち高山氏によれば，固定資本巨大化による資本移勁の「制限」という状況のもとで，個別資本家は
この利潤率の不等を資本の現実的移動によって克服しえないとすれば，この不等は別個の仕方で解消せねば
ならないであろう。そこで，この点を解明するためには，ヒルファディングの「資本の動員」の規定そのも
のが明らかにされねばならない。彼にあっては，この規定は「何よりも先ず，資本移動の中でも，とりわけ
「流出」制限克服の機構として，その本質規定か与えられている点がくれぐれも留意されねばならない」（同
上, 120頁）。しかし彼の場合には，資本の勁員（ここでいわれる「資本の動員」とは「資本の流動化」と同
義）の規定は，いまだ固定資本の巨大化による資本の流出制限が問題となりえない「第二篇『資本の動員，
擬制資本』第８章『証券取引所』で明確に与えられて」（同上）おり，むしろそこでこそ，資本の流出制限
克服の機構として，その本質規定か与えられなければならない第三篇第11章の論理段階においては，改めて
利潤率均等化の阻止要因を克服する契機として資本の動員か論じられているにすぎない。こうしたやり方は
方法上倒錯したものであり，したがって「『資本動員』の必然的根拠と本質を必ずしも明らかにしていない」
　（同上, 118頁）と。
　（1）ところで，「資本の動員」つまり資本流勁化の本質規定は固定資本の巨大化による資本の流出制限の
論理段階ではじめて与えられうるものであろうか。そしてそれは何よりも先ず，資本の流出制限の克服機構
として，その本質規定か与えられなければならないのであろうか。高山氏によれば，ヒルファディングもま
た，そのように規定しているといわれるのである。果たしてそうであろうか。　こうした点は，『金融資本
論』理解の根本にかかわる問題である。すなわち，株式会社論がいかなる論理次元において措定されうるの
か。第二篇の競争の論理段階においてなのか，それとも第三篇の競争制限・止揚の論理段階においてなのか
ということになるからである。したがってそれは，株式会社制度→信用・銀行制度の構造的変化の論廻1，お
よびそれらをふまえて展開される「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理と「独占形成」の論理，および後
者の過程を基礎にして前者の過程を直接的契機としてその延長線上に措定される金融資本成立の論理そのも
のに直接かかわる根本的な問題を包含しているといわざるをえない。
　さて，高山氏は資本の動員＝資本の流勁化規定は，第二篇「資本の動員，擬制資本」第８章「証券取引
所」のなかではじめて，明確に与えられているといわれる。しかし資本の流勁化は，第８章「証券取引所」
ではじめて明確に論述されているのではなく，基本的には第７章「株式会社」第１節「配当と創業者利得」
においてすでに，産業資本の機能変化と株式の売買可能性（の成立）の二つの過程から捉えられている。そ
こでは，かかる過程か論理必然的に展開されているわけではない眠前者は再生産過程の内部において進行
する産業企業の規模の拡張→資本結合による資本所有構造の変化一産業資本家の機能変化という論理的道筋
において捉えられる。この過程の進展は後者すなわち株式の売買可能性の成立過程のなかで捉えられるとこ
ろの再生産過程の外で進行する資本所有の一般的レントナー化，資本の利潤生み資本規定からの疎外化を促
し，また逆にこのような利子生み資本運勁に基づく資本所有の一般的レントナー化（の過程）が企業の資本
所有構造内部へのそれらの照射・浸透を通じて，資本の所有構造叱影響を与え，その変化を促すことによ
って産業資本家の機能変化を促進するという関係にある。かかる関係の進展過程において’「株式の売買可能
性」が成立し，それによって株主の投下資本の随時回収可能性が成立すると同時に，「産業資本家の機能変
化」を個別的，分散的なものから「産業企業者の機能からの産業資本家の解放」という社会的，体制的なも
のへと転化せしめる。
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　　かくして，資本の運動は「二重化」してあらわれることになる。株式形態で用立てられた貨幣資本は,一方
　においては産業資本に投下され，したがって機能資本として生産過程に固定化されるか，同時に，他方にお
　いては，それを表示する株式証券（収益請求権）が擬制資本に転化し産業資本の再生産運動Ｇ－Ｗ＜か…
　Ｐ･■W―G'とは別個の資本の運動Ｇ一Ａ一（？が展開されることになる。すなわち，貨幣資本Ｇが出資形
　態で投下され，その株式Ａが証券市場で売買されることによって，投下資本を随時，貨幣形態で回収しうる
　ようになる。資本の流勁化とはこのように理解されなければならない。こうして，株式擬制資本の流通運動
　（Ａ一Ｇ－Ａ）が証券市場において成立・展開されるようになると，株式資本に利子生み資本の運勁形態か
付与され，形態的に貨幣資本と同一的なものとみなされうるようになり，その人格的な一表現形態たる株主
もまた貨幣資本家化されうるというわけである。
　　ヒルファディングにあっては，この資本流動化の論理をふまえて，資本支配の論理か展開され，さらにこ
　れらの諸機能・諸関係の成立を論理的前提として資本の動員論＝資本調達論が説かれているということにな
　る。したがって，彼の株式会社論は資本流動化の論理をその根源的基礎とすることによって，資本の集中と
　資本の支配の統一的機構としての株式会社を単なる企業形態論としてではなく，制度・体制論的に展開して
　いるということかできる。すなわち株式会社は資本の動員とその支配集中を実現するのであるが，それは先
　ず資本を流動化し，それを前提し媒介することによって，少数の大株主による会社資本の支配を可能ならし
　め，資本の動員・結合によって不可避的に生ぜざるをえない経営意志の多元化を回避し，その一元的支配の
　確保を実現する。かかる諸機能・諸関係の成立を論理的前提条件としてはじめて資本の社会的動員が実現す
　ることになる。株式会社制度はこの資本の動員機能をその基本的特質のーつとするところの，かかる諸機能
　・諸関係の統一体として制度化されるのであるが，そのなかで資本の流動化機能は株式会社の最も根源的な
特質をなす機能であるということができる。
　（2）ところで，費用価格の引き下げによる超過利潤の獲得をめざして盲目的，無政府的に展開される諸資
本間の競争は，必然的に資本の有機的構成の高度化，総投下資本中における固定資本の比重の増大をもた
らし，充用される資本の最低必要量の上昇と再生産過程からの資本還流の長期化を惹起せしめるか，このこ
とは資本所有の量的制限と矛盾せざるをえなくなる。かくして個別資本家にとっては，自己資本の増大を含
む資本のｌ的拡大が要請される。資本の流動化は，投下資本の再生産過程への固定的充用からくる長期的拘
束を回避せしめると同時に，それを通じて再生産過程での機能資本運動の継続性を可能ならしめる。かくし
てそれは，従来ならば投下資本の固定化を忌避して出資を躊躇していた貨幣資本の吸引と，直接，貸付資本
として短期にしか運用されえないか銀行に預託され，利子の形態・内容でしか｡利潤の分配にあずかりえなか
った貨幣資本の動員とを実現する。そしてそのことによって，一方では，産業の側における資本と生産規模
の飛躍的拡張，とりわけ固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化を実現する。　それと同時に他方で
は，銀行の側においては銀行信用の展開形熊としての固定資本信用を可能ならしめる。そして，この前者す
なわち「固定資本の巨大化・資本の最低必要ｍの尨大化」の論理の展開過程に産業における競争諸条件の構
’造的変化とそれに基づく資本の流出（入）制限の論理か措定され，他方，後者すなわち固定資本信用の論理
　の展開過程において信用・銀行制度の構造的変化とそれに基づく銀行資本と産業資本の緊密化の論理か措定
　されているのである。このようにこの二系列の論理は，それぞれ株式会社制度を基礎・前提としてはじめて
　展開されうるし，またそれによってはじめて内的・有機的に関連したものとして捉えられうる。
　　このように，ヒルファディングにあっては，固定資本の巨大化も，またそれにともなう資本の最低必要量
　の尨大化も株式会社制度を前提としてはじめて実現されうることがわかる。換言すれば，資本の流動化は固
　定資本の巨大化による資本の流出制限の論理段階において，その流出制限の克服の機構としてはじめて措定
　されうるのではないということである。したがって，固定資本の巨大化と資本の流勁化の論理的関連は後者
　の論理をふまえてはじめて前者の論理が説かれ，固定資本の巨大化（およびそれにともなう資本の最低必要
　量の尨大化）が，新たな経済的要因として形成されるや，それとの関連ではじめて競争諸条件の構造的変化
　による資本の流出（入）制限か導き出されるのである。重工業部門における「固定資本の巨大化・資本の最
　低必要量の尨大化－資本の流出（入）制限」という論理はまさにそうした競争諸条件の｀構造的変化の過程に
　おいて措定されうるのである。
　　そうであるとすれば，資本の流勁化の論理は，かかる競争諸条件の構造的変化に基づく「資本の流出制限
一利潤率の不均等化」の論理段階においてはじめて，その本質的規定か与えられるものではないということ
になる。問題は，株式会社制度か資本を流動化し投下資本の固定的充用からくる再生産過程への長期的拘束
を回避せしめる一方で，それを通じて再生産過程での現実機能資本運動の継続性を可能ならしめることによ
って資本の動員を実現し，それによって「固定資本の巨大化→資本の流出（入）制限‐利潤率の不均等化」
の過程を媒介することになるということであり，他方，資本の流動化に基づいて株式形態を通じて資本の非
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論理としての「所有と機能の分離」を止揚することによって，資本としての資本の復権つまり資本所有と資
本機能との統一を実現し，資本としての資本の同等性・平等性を回復せしめて，そのうえに多様な資本の支
配集中諸形態を実現したということである。以上の諸点から「方法的には，正しくは二篇の『資本動員』論
は，この三篇21章（11章？）においてはじめて展開さるべきであった」との高山氏の見解には根本的な難点
があるといわざるをえない。
　（3）ところで，もし資本の流動化が資本の流出制限との関連で問題になるとすれば，それは高山氏のよう
に解すべきではなく，第三篇第11章においては資本の流動化論は，「資本家か彼の投じた資本を随時貨幣の
形態で引き上げて他部面に移しうるという可能性に存する」(S.194,上, 243)という第二篇の「資本動員」
論で与えられた本質的規定をふまえたうえで，それに高山氏のいわれる「資本の流出制限克服の機構」と
しての規定か付与されると解すべきであろう。すなわち，株式会社制度に基づく資本の流動化によって株式
形態で用立てられた貨幣資本は，産業資本に投下されて生産過程に固定されるが，同時に他方では，それを
表示する株式証券が擬制資本に転化し，産業資本の再生産運動とは別個の運動を展開する。この別個の運動
としての擬制資本の運動こそは，一方では，株式資本に利子生み資本の運動形態を与えると同時に，他方で
は，資本所有からの資本機能の分離によって生ずる資本が資本として機能しえないという意味における「資
本所有の経済的意義の喪失」，つまり「貸付資本形態への転化」に対して資本機能の回復による資本所有の
復権を実現し，一票―議決制という経済民主主義に基づく資本の同等化＝平等性を確立せしめる。この資本
の同等性＝平等性は，経済的には「個別資本家にとっては価値額の同等にではなく等大の諸価値の収益の同
等性に有する」(S.195,上, 244)ものとして，「その収益に基づくその評価によって実現される」(ibid.,
同上）という性質のものである。したがって，それは「実際の収益（利潤）が異なれば，等大の諸価値に対
する異なる評価を生ぜしめる」(ibid｡同上）ということになる。このように，この利廻りの平準化による
　「利潤率の均等化」を通じての資本の平等性の実現は，なによりも先ず，資本の･「貸付資本形態への転化」
による資本所有の経済的意義の喪失を株式形態による資本機能の回復によって資本所有の復権を実現すると
いう点に求めなければならない。
　ところで利潤率の差異は，一方では，個別資本家か最大限の利潤を追求することによって投下部面をめぐ
る諸資本間の競争を惹起せしめ，その結果として諸利潤の均等化傾向と平均利潤率の成立を導くか，同時に
他方で，この過程は利潤率均等化のたえざる破壊を媒介とする，いわば「たえざる不均等のたえざる均等化」
としての利潤率の均等化，つまり特殊諸利潤率の差異性および均等からの背離を貫く傾向・運動としてのみ
自己を貫徹せしめるが故に，かかる個別的諸利潤（率）の不等はたえず新たに生みだされて諸資本の移動を惹
起せしめることになる。株式会社制度に基づく資本流動化機構の確立は，株式証券市場での「株式の不断の
所有変更」(S.269,中. 15)を通じて資本を社会的に動員し，そのことによって「たえざる不均等のたえざ
る均等化」としての利潤率の均等化過程を加速せしめる一方，再生産過程に投下された資本の長期的，固定
的充用を可能ならしめる。しかし，後者の展開は不可避的に前者の過程を制約し，資本の流出（入）制限要因
に転化する。すなわち，「固定資本の巨大化（およびそれにともなう資本の最低必要量の尨大化）‐資本の流
出（入）制限一利潤率の不均等化」という論理は，この論理段階においてはじめて問題となりうるのである。
　ところで他面，「固定資本の巨大化（およびそれにともなう資本の最低必要ｍの尨大化）→資本の流出
　（入）困難→利潤率の不均等化」というこの傾向は，資本の流動化に基づく資本の社会的動員体制の確立に
よって，固定資本の増大→その巨大化が容易に促進されるようになるので一層強められるか，この不均等な
利潤率は，かかる競争諸条件の構造的変化に基づくものであるか故に,･資本は資本としての同等性をその自
由な移動を通じての利潤率均等化への道に見出すことがますます困難となってくる。株式会社制度を媒介と
する「等E1の価値にたいする収益の平等」としての「利潤率の均等化」と「利潤率における不平等の克服」
の問題との関連は，この論理次元の問題として捉えられうるのである･。すなわち，「資本の流出入」による
利潤率均等へのこの道か困難であるとすれば，個別資本家にとっては，利潤率におけるこの不平等は別個の
仕方で克服されなければならないということになる。個別資本家は，それを株式証券市場において見出すの
である。ヒルファディングはこのように述べ，この点について概要次のように論述している。
　株式証券市場では，資本の運動が直接には生産過程に触れず，したがって現実の資本の運動にも触れず，
それ故にまた，利潤率の均等化を妨げる諸困難にも触れずに，株式の不断の所有変更，所有転換運動として
あらわれることによって，各個の資本家にとっては「利潤率の平等」か実現する。すなわち，利潤率の格差
を反映する配当率の相違が，「個別資本家にとっては利子率で資本還元された収益に基づく彼の資本の評価
によってたえず克服される」(S. 195,上, 244)ことを通じて，個別資本家においては「等ｍの価値にたい
する収益の平等」としての「利潤率の平等」，「利潤率の均等化」か達成されることになる。このように，資
本の平等が証券市場においてその収益によるその評価において実現されうるようになると，証券市場はこの
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論理段階における貨幣資本の新たな投下部面として資本調達の共同源泉となるのである。こうした論点をふ
まえて,’ヒルファディングは，資本主義的所有運動か資本主義的生産過程つまり生産運動から独立して展開
するようになること，したがってまた，所有の集積過程か産業における集積過程から独立し，それか証券
市場において展開されるようになることを明らかにして，証券市場したがって金融市場を媒介とする資本支
配，資本収奪に基づく金融資本に特有の蓄積様式の論理的出発点か与えられるのである。。
　しかし，株式証券市場における株式の不断の所有変更＝所有転換運動を通じての「利潤率均等化」のこの
過程が，直接には生産過程に触れず，したがって現実の資本の運動に触れずに展開されるとしても，根底に
おいてそれは再生産過程の資本の運動に規定され制約されて展開する。したがって，この論理段階でのこの
　「利潤率均等化」運動は，結局において「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化－資本の流出入困
難一同等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊一競争制限」と
いう産業における独占形成過程に規定され，変容を余儀なくされながら，しかもまたこの独占形成の過程に
影響を与えていくということになるのであるが，この点についての論述はここでは省略する。それは，後述
の第三章「銀行連合の形成と資本の金融資本への転化」で全面的に取り上げることになっている。
　　〔補論II〕　独占形成と株式会社一宇野弘蔵氏のヒルファディング批判について一一
　宇野弘蔵氏は，ヒルファディングにあっては「株式会社形式は，それがいかなる事情のもとに産業企業
に普及するかというのではなく，個人企業の『根本的経済的差異』を明らかにしつつ，それによって『株式
会社の勝利とその諸理由なしには全く把握されえない近代的資本主義的発展』を解明しようというのであっ
た」と述べられた後，「第二篇で株式会社を説いた後，第三篇で『金融資本と自由競争の制限』が論じられ
ているのは，その方法を示しているものといってよい。すなわち，資本の自由競争の障害をなす固定資本の
巨大化か株式会社形式の普及を著しく促進し。その普及とともに銀行との間に新たなる関係を展開し，両者
の結合の内に独占的組織を形成する金融資本が成立するというのではなくて，株式会社の産業企業への普及
が産業と銀行との間に新たなる関係を展開し，その結合関係によって。自由競争の障害をなす固定資本の巨
大化も処理され，独占的組織体も形成せられるというのであって，金融資本は株式会社形式による投資資本
の貨幣資本化を通して実現される銀行資本の産業支配として成立することになる」（同『宇野弘蔵著作集』
第９巻，岩波書店, 1974年，85頁）。
　宇野氏によれば，ヒルファディングは，株式会社形式が「いかなる事情のもとに産業企業に普及するか」
ではなく，「個人企業との根本的経済的差異」を明らかにしつつ，「近代資本主義発展」を解明しようとし
たといわれる。　だかそうであろうか。彼は，第二篇において「個人企業との根本的経済的差異」を解明す
るなかで，宇野氏の指摘とは異なって株式会社形式が，「いかなる事情のもとに産業企業に普及するか」を
論述しているのである。すなわちそれは，産業における資本の有機的構成の高度化にともなう固定資本の増
大，資本の最低必要量の飛躍的上昇が，一方では，個人企業の「所有の個人的制限」(S. 167,上,・212)の
止場，「個人的所有の栓桔」(S.168,上, 213)からの解放の要請としてあらわれ，他方では，再生産過
程からの資本還流の長期化による短期信用に代わる長期信用の要請として｡あらわれるという「事情」のもと
に，株式会社形式が産業企業に普及する第一義的な論拠が明らかにされているのである。彼は次のように述
べている。
　（1）「個別資本からの独立は，企業の大きさを，すでに一つの手に蓄積されている富の大きさから独立さ
せて，その企業を一一財産集積の既存の程度を顧慮することなく一一拡張させることができる。かくして，
所要資本が大きいため個人企業者の手に買えなかった，したがって発起されることがなかったか，または国
家によって実行されるほかなかった，したがって資本の直接的勢力の及ばなかった諸企業が株式会社によっ
てはじめて可能になる。……所有の個人的制限を打破し，いわば個人的資本のではなく社会的資本の大きさ
によってのみその大きさを制限されているという株式会社のかような意義は，ことにその発端ドおいて最太
め重要性をもつ」(SS. 167-168,上, 212)。
　（2）「銀行は一個人企業の資本を調達してやろうなどと考えることはありえない。かれに対して銀行は通
例，主として『支払信用』を与えるにすぎない。株式会社の場合はそうではない。ここでは資本を調達する
ことは，銀行にとっては資本を前貸し，持分叱分割し，これらの持分を売ることによって資本を回収するこ
と……に:他ならない。………したがって銀行は株式会社に対しては……単に支払媒介のための信用すなわち流
通信用だけではなく，経営資本の不足を補うための信用すなわち資本信用を与えうる」(S.162,上，206）。
以上明らかにされたように，「個人企業との根本的差異」を解明するということは，宇野氏のいわれるよう
に，株式会社形式が「いかなる事情のもとに産業企業に普及するか」という問題の解明を放棄することを意
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　味するのではなく，両者の関連＝比較・検討を通して個人企業の,「所有の個人的制限」，「個人的所有の極
　桔」(S.168,上, 213)の問題やその止場形態としての株式会社の基本的性格とその特徴，したがってその
　優越性を明らかにしながら，個人企業の株式会社形態への転化の内的諸契機-その論拠を明らかにしてい
　るのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　’●
　　ところで，宇野氏はその後段において「固定資本の巨大化が株式会社形式の普及を著しく促進」するとい
　われているが，この見解は，すでに問われるべきはずの株式会社形式の普及を論理的に前提しているという
　ことである。自由競争の障害要因に転化する程までに巨大化した固定資本は株式会社制度を前提することな
　しには不可能である。すなわち，「固定資本の巨大膨張は，一般にそれに応じて生産を拡張するとか新たな
　企業を起こすとかするためには，絶対額のますます大きい資本額を必要とする」(ibid.,同上）。　しかし，株
　式会社は「新たに投下されるべき資本の大きさから生ずる諸制度を除き去る。企業の大きさは企業遂行の障
　碍にはならなくなる」(S.271,中, 18)からである。ここでは，事業の拡張だけでなく新設の企業は株式
　資本形態をとることになるCS.273,中, 20)。この論理段階では，重工業部門における巨大資本は，等し
　く株式会社形態をとっており，株式会社制度に基づく資本の社会的動員を可能ならしめることによって，固
　定資本の巨大化づ
　そのさらなる拡張も「技術的および経済的適当性」(S.168,上, 213)の観点からのみ制限されるというこ
　とになっているのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し
　勿論，株式会社か全産業部門にわたって普及しているわけではない。いまなお，個人企業が支配的な産業
諸部門もありうる。ヒルファディングによれば，しかしそうした産業諸部面は，「古い資本か絶えず滅ぼさ
れて直ぐまた新たな資本によって代わられる」(S.273,中に20）ような「小売商業と小資本家的生産の部
面」(ibid.,同上）であって，「それは，種々様々の形態で絶えずますます大資本によって間接的従属関係
に置かれてゆく諸生産部門である」(SS. 273-274,中, 21)。しかしこのような諸部門は，いまここで問わ
れているような意味において，独占形成過程の資本の競争を規定じ，独占段階の支配資本範鴫たる金融資本
の成立に決定的な影響を与えうるような産業部門であろうか。そうではない。したがってこのような部門へ
の株式会社形式の普及をいくら声高に説いても，当面の重工業部門における独占的諸結合の形成の問題に直
接影響を与えるものではない。宇野氏もまた，「固定資本の巨大化か株式会社形式の普及斉著しく促進」す
るという場合，それはこのような産業諸部面を念頭に置いてのことではあるまい。
　　しかしそうだとすれば，株式会社形式の普及の問題を，「資本の自由競争の障害をなす固定資本の巨大
化」がすでに可能となっているこの論理段階に求めるべきではないということになる。すでに「小売商業と
小資本家的生産の諸部面」(S.273,中, 20)を除く主要な産業諸部門においては，株式会社形式か全面的
に普及しているのであるから，この論理段階では，「普及の著しい促進」もいわゆる「量的」性質の問題で
あって，「金融資本論」における株式会社形式の普及の論理に完全に包摂されうるものでなければならない。
したがって，「固定資本の巨大化が株式会社形式の普及を著しく促進し，その普及とともに銀行とめ間に新
たな関係を展開」するという宇野氏の見解は，この面からだけでも論理的にも実際的にも根本的な難点かお
り，ヒルファディングの株式会社形式の普及の論理に取って代わりうるものではないということになる。
　　ところで，宇野氏の「固定資本の巨大化→株式会社形式の普及→･銀行と産業との新たなる関係」という論
理の道筋は，先ずこの過程にあって，この過程の展開を規定するであろう「固定資本の巨大化→株式会社形
式の普及」という論理そのものにかかる難点かあるだけではなく，この論理段階においては産業企業はすで
に固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化を可能ならしめているということ，またさらなる生産規模
の拡張でさえも，単に「技術的および経済的適当性」の立場からのみ制約をうけるにすぎないものになって
いるということであるから，「固定資本の巨大化→株式会社形式の會及」という場合の「株式会社形式の普
及」が何故に銀行と産業との新たな関係を必然化せしめざるをえないのかという内的諸契機つまりその論拠
が全く不明であるといわざるをえない。それとも，宇野氏は「株式会社の普及は，固定資本の巨大化に対応
してあらわれる場合にも，それはすでに利潤率の不均等を直接には均等化しないですましうる方式としてで
あった」（同上，86頁）といわれるように，「固定資本の巨大化づ株式会社形式の普及」の根拠を固定資本
巨大化の結果としての利潤率の不均等を前提にしたうえで，この不均等＝不平等を株式証券市場を通じて利
廻りの平均化による「利潤率の平等」を実現することによって，個別的に克服するという点に求めておられ
るのであろうか。そうであるとすれば，それもまた論理の転倒以外のなにものでもない。
　　この利廻りの平均化による「利潤率の均等化」およびそれを通じての資本の平等性の実現は宇野氏の強調
　されるように，もっぱら「固定資本の巨大化→利潤率の不均等」としでの利潤率の不均等との関係において
　把握されるべきではなく，第一義的には，資本の「貸付資本形態ぺめ転化による資本所有の経済的意義の喪
　失」を，株式形態による資本機能の回復によって資本所有の復権を実現するという点に求めなければならな
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い。だからこそ，株式会社による資本の調達は信用による資本の調達とは根本的に異なり，その過程か，同
時に，資本支配の過程として措定されうるのである。宇野氏のいわれる「利廻りの平均化による利潤率の平
等」の論理は，すでに株式会社形式の普及を基礎・前提にすることによってはじめて可能となりうるところ
の「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出入困難－同等化した巨大資本間の死活的闘
争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限」という競争制限の過程的展開に対応した
ものでなければならず，それは株式会社形式の普及を論理的に前提してそのうえにはじめて展開されうる過
程であり，この過程の展開に対応的に株式会社もさらなる展開を示しながら，この過程を促進していくとい
う論理段階の問題でなければならない（なおこの点に関しては，〔補論□で言及しているので，ここでは
問題点の指摘にとどめる〕。
　そうであるとすれば，この論理段階での両者の結合それ自体，いわゆる「質的」展開という意味での必然
性をもちえないであろう。したがって「両者の結合の内に独占的組織体を形成する金融資本が成立する」と
いわれても，そうした意味・内容における両者の結合の内的諸契機・必然性かいまなお成熟していない限
り，「両者の結合」は新たな結合関係としての質的展開をとげえないのであるから，「両者の結合の内に独占
的組織体を形成する金融資本か成立する」ということも論拠を失うことになるであろう。かくして宇野氏の
見解は，ヒルファディング批判として正鵠を射ていないだけではなく，重工業部門における独占的結合の形
成の論理および銀行資本と産業資本の独占的結合＝融合・癒着としての金融資本成立の論理においても根本
的難点をまぬがれえないものといわざるをえない。
　では，ヒルファディングの｡場合はどのように理解すべきであろうか。宇野氏によれば，彼は「株式会社の
産業企業への普及か産業と銀行との間に新たな関係を展開し，その結合関係によって，自由競争の障害をな
す固定資本の巨大化も処理され，独占的組織体も形成せられる」ということであるが，しかし，「株式会
社の産業企業への普及か産業と銀行との間に新たなる関係を展開し」たといわれるその理由は，そうした宇
野氏の理解とは異なってヒルファディングによれば，①産業企業の株式形式による貨幣資本の社会的勁員が
金融市場の絶対的支配者たる銀行を媒介しておこなわれざるをえないということによるものである。すなわ
ち，産業企業による貨幣資本の社会的動員は資本の流動化つまり株式証券の擬制資本化を前提とするか，こ
の擬制資本の創造過程か銀行に依存せざるをえないということ，この過程をふまえて貨幣資本の勁員は銀行
資本の産業資本への転化という形態を通じておこなわれざるをえないということによるのである。また他方
では，②銀行も自ら株式会社形態をとることによって，単に信用機関として信用業務を遂行するという側面
において産業企業と関係を結ぶだけではなく，新たに金融機関として金融業務をも遂行するという側面から
も，産業企業との間に一層緊密なる関係を強めていくということによるものである。
　このように，株式会社形式の産業企業への普及による産業と銀行との間の新たなる関係の展開は，この両
者の一定の「結合」関係をあらわすものではあるが，それは産業株式会社の資本の社会的動員か金融市場の
絶対者たる銀行に依存せざるをえないという事情をふまえて，各々の利害関係を反映させながら，「出資」
と「貸付」の二形態による銀行資本の産業資本への転化を通じて長期的関係が成立することになるというこ
とによるものである。これらの形態は，いずれも株式会社制度を前提とした資本の勁員形態であるが故に，
この資本の動員過程は同時に資本の支配集中過程としてあらわれることにもなるのである。しかし，この資
本の動員か銀行との関係に法づいておこなわれざるをえないことによって，資本の支配集中過程は産業企業
の独自的過程としてあらわれるのではなく，新たな展開形態をとることになる。すなわち産業企業か，「資
本を調達することは銀行にとっては，資本を前貸し，持分に分割し，これらの持分を売ることによって資本
を回収すること……に
のであり，さらに，銀行に株式会社の『創立』と，したがってまた，その終局的支配との可能性を与えるこ
とになる」(S.162,上, 205―206)。
　かかる関係（の成立）に基づいて，銀行は産業企業に「出資」または「貸付」形態をもって資本を供給す
る。　これによって，産業企業は固定資本の巨大化，資本の最低必要量の尨大化を可能ならしめる。　かくし
て，「株式会社となった資本主義的企業は，いまでは個人的所有の挫桔から解放されて純粋な技術の要求す
るままに膨張できるようになっている。新たな機械の採用，同系産業部門の吸収，特許の利用はただそれら
の技術的および経済的適当性の観点に従ってのみ行われる。必要な資本を調達するための配慮は……後退す
る。景気はより巧みに，より徹底的に，より迅速に利用されうる」(S.168,上, 213)ようになる。このよ
うにこの論理段階での株式会社は，まさに「競争戦における恐るべき武器」として措定されているのであ
る。つまりここでは，「競争の武器」としての株式会社組織か問題にされているのである。この過程におい
て，銀行はその支配する貨幣資本＝銀行資本を産業企業に「貸付」ではなく「出資」することによって産業
資本に転化せしめ，それによって株式を引き受け，産業企業を支配するに必要な株式数を永続的に所有し，
その残り部分を売却することによってその分だけの資本の回収を確保し，併せて創業者利得を獲得するので
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　あるが，「貸付」の場合にも，銀行は，それを出資Ｒﾆ転換して産業企業を支配するに必要な株式数を保有
　し，それを超える部分を売却することによって貨幣形態での資本の回収を確保し，併せて創業者利得を取得
　しうるということになる。
　　これが，「株式会社形式の普及か産業と銀行との間に新たなる関係を展開」せしめるということでなけれ
　ばならない。したがってかかる意味におけるその「結合関係」は自由な競争関係を前提とした結合関係であ
　るということができる。したがって，この結合の内に競争制限・止場という全く次元の異なる「独占的組織
　体を形成する金融資本が成立する」ということにはなりえないのである。論理の道筋は「固定資本の巨大化
　→株式会社形式の普及→産業と銀行との間の新たなる関係の展開」ではなく，「株式会社形式の普及→産業
　と銀行との間の新たなる関係の展開→固定資本の巨大化」でなけれぱならないということになる。
　　このような産業と銀行との間の関係をふまえて，産業企業は固定資本の巨大化，資本の最低必要量の尨大
　’化を可能ならしめることによって，これらの部門においては「固定資本の巨大化・資本の最低必要£1の尨大
　化→資本の流出入困難一同等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の
　崩壊一競争制限・止場」という独占的結合の形成過程を展開せしめることになる。
　　このように，宇野氏のいわれる独占的組織体か問題になるのは，重工業部門において固定資本の巨大化・
　資本の最低必要量の尨大化か進展し，それによって資本の流出入かますます困難になっているということ，
　資本は少数化し同等化した巨大資本となり，これら巨大資本間の競争がますます激化し，死活的闘争か展開
　されるようになっているということ，そのため利潤率は平均以下に圧し下げられ，それがいまや利潤率の危
　機・資本の自己否定化をもたらさざるをえないまでになり，競争を排除・止揚する以外にそれを回避・阻止
　する道かないという，いわぱ競争の性格変化が顕在化するに至るということに基づくのでなければならな
　い。こうした論理段階においてはじめて，これら巨大資本の間に競争制限・止場への勣きかみられるように
　なるのである。ヒルファディングの場合，独占的組織体が問題になるのは，まさにこの論理段階においてで
　ある。他方，この産業における生産の集積→独占的結合の形成過程は，それに対応する銀行業における集積
　の発展→銀行の連合化による大銀行の形成過程でもある。大銀行は産業との間に緊密な関係をもっているが
　故に，産業における競争制限・止揚への傾向は大銀行の利害とも一致することになる(S.275,中, 23)。
　かくして，競争制限・止揚＝独占的結合の形成に向かって両者の「共同の努力」が開始されることになるの
　である(ibid.,同上）。
　　このように，競争制限＝独占的結合の形成過程は，主として株式会社制度に基づく資本結合様式によって
　促進されていく(SS. 288―289,中, 40)が，通例，一銀行を諸企業に結びつける共同の利害関係によっ
　て準備され，導き出される。こうして独占的結合が導き出されると，それは銀行と産業との関係を，さら
　により以上のものにする(S.288,中, 39-40)。他方，独占的結合の形成によって高められた利潤は「資
　本還元されて創業者利得を形成するが，それの獲得は大銀行（または独占的産業企業）にとっては，独占化
　助成と反抗的ではあるが重要な諸分子の買収による独占的結合の成立・促進のためにも用いられるようにな
　る(S.333,中,94）。すなわち，この論理段階の株式会社制度は「競争の恐るべき武器」としてのそれでは
　なく，競争に敵対する「競争の制限・独占化助成の恐るべき武器」に転化することによって，銀行と産業と
　の結合関係を独占的関係に転化せしめるうえで促進的役割を果たすのである。したがってこの論理段階での
　かかる「産業と銀行との結合関係」は，当然のことながらそれ自体の内に独占形成の諸契機を含んでいるこ
　とはいうまでもないことである。宇野氏の場合，こうしたヒルファディングの論理の展開とその特徴を理解
　できないか故に，株式会社形式の普及の論理を誤解され，産業と銀行の結合関係を，もっぱら，独占形成の
　諸契機をその内に含んでいない競争の論理次元のものに解消してしまわれ，そのことをヒルファディングの
　金融資本成立の論理における「原理論と段階論との混同」の主要なあらわれのーつとして取り上げられ，批
　判されているのである。
　　ところでヒルファディングの場合，産業と銀行の独占的結合は;　産業の資本のますます増大する一部分
　がこれを充用する産業資本家のものではなく，銀行を通じてのみその処分権が与えられ，銀行は所有者を代
　表することになるということ，他面，銀行はその資本のますます増大する一部分を産業に固定せざるをえな
　く，これによってますます大きい範囲で産業資本家となるということの関係を通じて結ばれる独占的結合関
　係であるか故に，この結合過程は同時に結合された資本の支配集中過程としてあらわれる。すなわち，「所
　有の集中の進展につれて，銀行に対する支配力を与える擬制資本の所有者と産業に対する支配力を与える擬
　制資本の所有者とがますます同じものになる」(S.336,中, 97-98)。そしてそのことによって，形態的に
・銀行の産業支配としてあらわれることになるのである。なお，「固定資本の巨大化→株式会社形式の普及」
　という宇野氏の見解について筆者と別の観点から批判されたものとしては，野田弘英，前掲嗇（213～216
　頁）がある。是非参照されたい。
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　　〔補論Ⅲ〕　独占形成と株式会社一鈴木鴻一郎氏のヒルファディング批判について一一
　鈴木鴻一郎氏は，ヒルファディングの産業独占の形成について疑問に思われる点を指摘しておきたいとし
て次のように述べておられる。すなわち，「彼は……同じ部面における利潤率の平均以下への低下と，異な
る部面における利潤率の相違を等しく利潤率の均等化傾向における障碍としてとり出し，これらの障碍はい
ずれも諸企業の結合によってのみ克服されうるとするのであるが，このさい彼はすでに株式会社を第二篇で
説いているにかかわらず，諸企業を株式企業として必ずしもとり上げることをしていないというだけではな
い。ここにはさらに，そういう諸企業の結合か，利潤率の均等化傾向の障碍のおのずからなる克服形態とし
て，この均等化傾向の延長線上に:原理的にとらえられているといわなければならない。それは，言葉をかえ
ていえば，……産業循環の変容過程をとおし，しかも株式会社形式に媒介されてはじめて，諸企業の結合の
条件か与えられうるということを看過するものであり，したがってまた産業独占の形成もこれを原理的に説
こうとするものだといってよいであろう」（同，前掲論文, 585頁）。
　（1）鈴木氏の見解によれば，利潤率均等化における障害として，同じ部面における利潤率の平均以下への
低下と異なる部面における利潤率の相違とは，全く別個の二つの要因に基づくものとして考えておられるか
のようであるか，この場合，後者は前者の部門間利潤率への反映である。すなわち，「個人資本がなお支配
的であって所要資本が比較的小さい諸部面における利潤率の平均以下への低下」の面を別にすれば，上述の
二要因は「重工業部門における固定資本の巨大化一資本の流出入困難→同等化した巨大資本間の死活的闘争
一利潤率の平均以下への低下」という独占形成の過程において捉えられうるものでなければならない。ここ
でいわれる「利潤率の平均以下への低下」とは，このような固定資本の巨大化した重工業部門における利潤
率の平均以下への低下のことであって，けっして単なる一時的，循環的諸要因に基づくものではない。それ
は固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化に規定されるところの構造的，経済的諸要因に基づくもの
であるか故に，恒常的な性質のものであるということである。他方;異種部門における利潤率め相違という
意味における利潤率の部門間格差も，循環的諸条件を媒介・契機とするものであるとしても独占形成過程つ
まり競争の独占への転化過程に固有の構造的な諸要因に根底的に規定されるものであるということかでき
る。そうであるか故に，それは景気循環的諸契機によっては克服されえないで，巨大資本相互の間の競争制
限によってはじめて克服されるのである。しかしそれはまた，自由競争の制限・止揚によるものであるか故
に，「利潤率の不均等を永続的に形成する傾向に導き」(S.274,中, 20出すことになる。
　（2）鈴木氏は，ヒルファディングは「株式会社を第二篇で説いているにかかわらず，諸企業を株式企業
として必ずしもとり上げることをしていない」といわれるが，それは全くの誤解か曲解によるものといわざ
るをえない。なぜなら「個人資本がな,お支配的であって所要資本が比較的小さい諸部門」(S.273,中. 20)
以外の産業諸部門，とくに独占的結合の形成が問題となっている重工業部門においては個人資本は淘汰され
てしまったか，もともと個人資本か存在しなかった部門であって，株式会社形態の大資本の支配のもとにあ
る産業部門である。そうであるから，これらの部門においては，利潤率の平均以下への低下傾向はF新たな
資本（株式資本）がはじめから平均以下の利潤を予測して投下されうることによっても強められる」(ibid.,
同上）゛のであり，また「資本の大きさから生ずる障害は株式会社制度によって容易に克服されるだけでなく
(SS. 270―271,中, 17),この部面に特別利潤が期待できる場合には，それの資本還元によって特別に高い
創業者利得を約束しうることから，この部面における活動に銀行を誘うことにもなるのである(S.271,同
上）。だから，「銀行資本は株式制度によって産業信用を拡張しえ，また創業者利得の見込にひかれてますま
す金融への関心を大きくし」(S.275,中, 22),両者の関係を一層強めることになる。
　さらに産業企業か株式会社形態をとっているか故に，所有の集中をともなわない経営または企業の集中，
結合(S.288,中, 40)が可能となりうるのである。　これらは，すべて第11章「利潤率の均等化における
諸障害とその克服」で，６レファディングか述べているものである6さらにまた，第14章「資本主義的独占
と銀行。資本の金融資本への転化」では，諸企業の結合と創業者利得との関係か創業者利得の形成をめぐる
問題としてだけでなく，創業者利得がトラストの成立に際して二つの点で重要な役割を演ずるという点から
も指摘されているのである。すなわち創業者利得の獲得は，独占化助成の極めて大きな動機であるというこ
と，また創業者利得の一部は反抗的ではあるが重要な諸分子の買収費用に用いられるということか，それで
ある(S.333,中, 94)。これらはいずれも，重工業部門における諸企業が株式会社形態をとっているので
なければ展開されえないことである。以上のような彼の論述からしても，独占形成過程を主導する重工業部
門における企業は株式会社形態をとっていることは明白である。
　（3）鈴木氏は，諸企業の結合が利潤率の均等化傾向の障害の克服形態としてこの均等化傾向の延長線上に
原理的に捉えられているといわれるが，ここで問われている利潤率の均等化傾向の障害なるものは，基本的
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には自由な原子的競争の論理段階で，たえず繰り返される一時的諸要因に基づくそれではなく，重工業部門
における固定資本の巨大化，資本の最低必要111の尨大化を規定的要因として生ずる資本の流出入困難に関す
る問題であり，かかる新たな経済的諸条件のもとで，不可避的となる同等化した巨大資本間の死活的闘争一
利潤率の平均以下への低下による利潤率の不均等化に関する問題でもある。したがってそれらの問題は，い
ずれも「たえざる不均等のたえざる均等化」としての利潤率の均等化の論理段階，鈴木氏の表現を借りれば
　「原理的」」段階において把握されうるものではない。それは独占形成過程つまり競争の独占への転化過程
に固有の論理をその特質とするものである。だから，ヒルファディングは「中世的後見という古い法律的制
限に代わって新たな経済的制限かあらわれ，これが資本の自由移転を制限する（傍点中田）」(S.268,中，
14）と述べているのである。
　重工業部門における利潤率の平均以下への低下によって生ずるかかる部門間利潤率の不均等化か，固定資
本の巨大化を基軸とする櫛造的要因に基づくものであるか故に，景気循環的諸契機による資本の流出入運勁
を通じて均等化せしめる条件を喪失している段階においては，利潤率均等化の障害を克服する道は，この部
門の利潤率を平均以下に低下せしめた直接的原因である同等化した巨大資本相互間の死活的闘争をいかに制
限しうるか，それによっていかに利潤（率）を引き上げうるか，ということによって克服する以外にないと
いうことになるわけである。これかヒルファディングの競争制限の論理つまり「諸企業の結合」の論理であ
る。それは言葉をかえていえば，産業循環の変容過程を通し，しかも株式会社形成・展開に媒介されて諸企
業の結合の条件か与えられ，かつ競争の独占への転化過程に固有の重工業部門における「同等化した巨大資
本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊」を媒介して，産業における独占的結
合の形成か説かれているということかできよう。
　4.独占的結合と価格形成メカニズム（Ｉ）
　前節でみたように，独占的諸結合が重工業部門において先ず成立することになるが，それは，関
連諸部門における同様の「結合」形態の形成を促すことによって,結合生産それ自体が，いねば「同
心円を描いて波及」していくことにより，広範な諸部面において結合生産形態が形成されることに
なるわけである。そしてそのことは，競争諸条件の経済構造的変化に規定されながら展開する少数
の大規模資本相互間における競争関係の人為的制限による競争の制限･止揚（の過程）であるが故に，
生産価格形成メカニズムそれ自体の崩壊を結果すると同時に，それに代わって競争諸条件の構造的
変化に基づく，かかる競争制限を媒介・契機とする独占価格形成メカニズムの形成をもたらすこと
になる。本節の課題は，この点に焦点を合わせてヒルファディングの所説を検討することにある。
　ヒルファディングはカルテル形成のための諸条件とその形成により適した産業部門について次の
ように述べている。すなわち，銀行の産業に与える影響の発展程度，産業循環の段階，資本の有
機的構成の高度化の程度が，同じ程度の産業部門ならば，個別企業の資本丘tが大きければ大きいほ
ど，したがって資本の集積か進んでいればいるほど，またこの生産部門における企業数か少なけれ
ば少ないほど，したがって資本の集中化か進んでいればいるほど,｡ますますカルテル化に適した産
業部門であるCS.340,中, 102)と。彼によればレ独占的結合形態への移行は，事情の如何を問
わず，いかなる産業部門においても等しくおこなわれうるというものではなく，産業の事情かかか
る結合形態を樹立しやすく維持しやすい諸分野において先ず成立すると述べているのである。そし
てこの独占的結合形態の形成により適した産業部門といえば，個別資本の充用資本規模か巨大化し
資本の集中か最高度に進み，したがって，少数化した大規模資本への生産の集中度か高いというそ
うした諸条件を有する産業部門であるということである。
　このように指摘したあと，続いてヒルファディングは，これらの諸条件が先ず鉄鉱生産部門で達
成され，この部門においてカルテルか形成されると，それによってどのような諸結果か生じうるか
という問題を提起し，それについて次のように述べている。すなわち，「かりに，これらの諸条件か
先ず鉄鉱採堀で達成されるとしよう。鉄鉱採堀業はカルテル化されて価格を高くするとしよう。第
一に起こる結果は，鉱山企業者の利潤率の上昇である。しかし鉄鉱石の販売価格の上昇は，銑鉄生
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産者たちにとっては彼らの費用価格の上昇を意味する。しかし，銑鉄の販売価格はこのことによっ
て差し当りは影響を受けない。銑鉄市場では，鉄鉱山業のカルテル化によって何ら変化は生じな
い。供給と需要との関係は，したがって価格も同じままである。かくして，カルテル利潤率の上昇
の結果は，銑鉄生産者たちの利潤率の低下となる」(S.340｡中, 102)。
　ここにみられるように，鉄鉱生産部門のカルテル化→高価格・高利潤（率）の形成は，その製品
を生産手段の諸要素として充用する銑鉄生産部門の費用価格の上昇一利潤･（率）の低下を惹起せし
めるというわけである。しかし，それは何を意味するのであろうか。ヒルファディングによれば，
　「理論的には，次のような諸結果が起こりうる。資本は，利潤率のより低い部面から流出して，利
潤率のより高い部面に流入する。これまで銑鉄生産に充用されていた資本は，いまや，鉄鉱山の経
営のために使用される。かくして，鉄鉱業には競争が起こるであろう。それは，鉄生産は制限され
ているであろうから，ますます痛切に感ぜられるであろう。鉱石価格は低下し，銑鉄価格は上昇す
るであろう。そして，若干の変動の後には再び以前の状態か回復されるであろう。そして，そのと
きすでにカルテルはおそらく爆発されているであろう。しかし，我々がすでに知っているように，
資本の流出入移動は，まさにかような生産部門ではほとんど超えることのできない柵にぶつかるで
あろう。　したがって，利潤率の均等化へのこの道は行くことができない」(SS. 340―341,中, 102
－103）。
　すなわち，鉄鉱生産部門におけるカルテルの形成によって生産価格形成メカニズムは，その重要
な構成要素をなす生産者間の競争か制限され，独占的結合に転化すること把よって，根本的に変革
を余儀なくされるというわけである。鉄鉱生産部門のカルテル化は，売手側として少数の巨大資本
相互間に価格協定が結ばれて相互間の競争がきびしく制限されることによって，相互協力関係が成
立したことを意味している。もし，このような鉄鉱生産部門において全面的な競争が生じたとすれ
ば，それはまさに大規模化した資本という意味で同等な巨大資本間の競争となるか故に，競争相手
を駆逐し，そのことによってこの部門における「資本負担」を除去しうるような強者と弱者との競
争ではなく，容易に決着のつきかねる全戦士に一様の犠牲を負わせるような同等者間の競争とな
る。それ故に，それは文字通り死活的闘争となり，価格は破滅的水準にまで圧し下げられ利潤率は
壊滅的打撃をうけ，「共食い」・「共倒れ」という「資本の自己否定化」を結果せざるをえないであ
ろう。だからこそ，彼らも手をこまぬいてかかる「破滅の道」に我が身をゆだねておくわけにはい
かない。かくして，彼らはこの「破滅」をもたらす死活的闘争を制限・止揚するために，その原因
となった「少数化」・「同等化」・「巨大資本化」を逆に，競争制限の構造的条件に転化せしめるこ
とによって，独占的結合＝カルテルの形成を実現する。すなわち，カルテルの形成によって協定を
結び，競争を制限し，競争がおこなわれたならば働くであろうかような価格引下のメカニズムを人
為的に阻止することによって，高価格一高利潤（率）の確保を実現することができるということに
なる。
　そうであるとすれば，この部門のカルテルの製品を生産手段の諸要素として充用する産業部門・
銑鉄生産部門つまり買手側の事情はどうであろうか。また銑鉄生産部門と鉄鉱生産部門との関係つ
まりこめ両者の競争関係は一体どのように展開していくのであろうか。銑鉄生産部門では競争は制
限されていない。そこでの競争は，鉄鉱生産部門との関係でいえば，買手側としての諸資本間の競
争であるが故に，それはできるだけ安い価格に殺到するという傾向をもつ。したがって，結果的に
は価格をせ･り上げる作用を果たし，利潤（率）を圧し下げることになる。しかもこの場合，売手側
としての鉄鉱生産部門においてはカルテルが形成されているので，競争がおこなわれていたならば
作用するであろう価格引下のメカニズムが人為的に阻止されているか故に，かつて銑鉄生産部門の
資本家が期待したように，売手側としての鉄鉱生産部門では諸資本間の競争（の激化）一価格の引
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下というメカニズムは働かない。したがって銑鉄生産部門の資本家は，生産手段の諸要素を高めら
れた価格で購入（したがって費用価格の上昇）せざるをえなくなる。かくしてヒルファディングに
よれば，「（鉄鉱）カルテルの利潤率の上昇の結果は銑鉄生産者たちの利潤率の低下となる」（S.
340,中, 102)ということになるわけである。すなわち，利潤率の部門間不均等化＝部門間格差つ
まり利潤率均等化の崩壊である。したがって，この利潤率の不均等＝格差は景気変動的諸要因，一
時的諸原因によるものではなく，独占形成期のカノレテル産業としての鉄鉱生産部門と銑鉄生産部門
との関係における構造的諸要因に基づくものであって，比較的長期的なものであるということがで
きる。
　競争の全面的支配下で不均等な利潤率の形成という事態か生じれば，当然「資本は利潤率のより
低い部面から流出して，利潤率のより高い部面に流入する」であろう。　なぜならば，資本の本性
はあくことなき最大限の利潤（率）の追求であるからである。各個の資本はこの本性をむき出しに
して自分だけか最大限の利潤（率）を上げようとする。かくして，諸資本はお互いに対立し競争す
ることになる。しかも資本にとっては利潤（率）の追求だけが唯一最大の関心事であり，その点，
自分がどのような使用価値を生産しているかについては全く無関心なのである。だからこそ，利潤
率の部門間不均等か存在すれば，諸資本の競争は必然的に部門を超えて部門間にわたって展開する
ことになる。
　かかる競争原理にしたがえば，当然，銑鉄生産部門から資本が流出し鉄鉱生産部門に流入するこ
とになるであろう。した徊って鉄鉱生産部門では資本の豆tと数とが増大し，生産・供給か拡張する
であろう。その結果，この部門の諸資本の競争が激化し商品価格をその価値以下に圧し下げること
になるであろう。他方，銑鉄生産部門では資本の量と数とか縮減し，生産・供給量か減少するであ
ろう。その結果，この部門の諸資本の競争は緩和され，価格もまた上昇するであろう。そしてこの
ことはまた，逆の方向への資本の流出入を惹起せしめるにちがいない。このような部門間競争を媒
介し反映して部門内の競争諸条件か変化し，それがまた部門間競争に反映するのであるが，その結
果として成立する（市場）生産価格を通じて，鉄鉱生産部門と銑鉄生産部門との利潤率の不均等が
ならされ，平均的な利潤率が各々の部門に成立するということになるはずである。
　しかし，銑鉄生産部門にはいまなお競争が支配的であるといっても，原子的競争が自由に繰りひ
ろげられているというわけではない。いまや「資本の流出入運動は，まさにかような生産部門では
ほとんど超えることのできない柵にぶつかるであろう」(S.341,中, 103‘）といわれることからも
明らかなように，この部門でも資本の有機的構成が高度化し，それにともなって固定資本が巨大化
し資本の最低必要規模も尨大化している。したがってこの部門では，いまなお競争が制限されてい
ないといっても，すでに生産と資本の集積，集中を基礎に巨大化し同等化した資本間の競争か，原
子的競争に取って代わっているということである。それは，競争諸条件か一定の制約（構造的諸要
因による）のもとにおかれた論理段階での競争の展開形態であるということかできる。
　このように，一定の競争諸条件の構造的変化を反映して展開する競争戦は，すでに指摘したよう
に「強者と弱者との競争」ではなく巨大化した同等者同士の競争であるか故に，それは各個の資本
にとっては，必然的に死活的なものとならざるをえない。利潤率は壊滅的打撃をうけ，「共食い」・
　「共倒れ」の危機的状況下におかれることになる。各個の資本は，当然，この部門から流出して鉄
鉱生産部門に流入するはずであった。なぜなら，鉄鉱生産部門は銑鉄生産部門よりも利潤率か高い
からである。
　他方，鉄鉱生産部門では資本の有機的構成が高度化し固定資本か巨大化しており，したがって鉄
鉱業に必要とされる資本の最低規模も尨大化しているわけである。とはいえ，そのこと自体は，銑
鉄生産部門の資本にとっては鉄鉱生産部門への流出を制限する決定的要因とはなりえない。なぜな
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ら，「資本の大きさから生ずる障害は株式会社制度によって容易に克服される（1）」(S.272,中, 19)
からである。この論理段階では，「小売商業と小資本家的生産の部門」のような所要資本が比較的
小さい諸部門を除いては，株式会社形態が普及していると考えなければならない。したがって，銑
鉄生産部門の資本家にとっては，いまや「創業に必要な資本量の増大にたいする資本所有の制限は
容易に克服されうるので資本の大きさは何ら資本調達の障害ではない」(S.272,中, 19)という
ことになるのである。しかしヒルファディングは，「資本の流出入移動は，まさにかような生産部
門では，ほとんど超えることのできない柵にぶつかるであろう」( S .341 ， 中 , 103)といわれる。
　では，資本の流出入移動にとって「超えることのできない柵」とは一体何であろうか。そこで，
この問題を銑鉄生産部門と鉄鉱生産部門との関係において検討してみよう。そのまえに以下の諸点
を明らかにしておこう。資本の流出入移動が「超えることのできない柵にぶつかる」どいう場合の
その柵とは，ピルファディングによれば, (1)固定資本の巨大化にともなって資本の流出か困難にな
るという問題が生ずることであり，また（2）資本の最低必要規模か尨大化しているが故に。資本の流
入にともなって「生産・供給量の激増→競争の激化→利潤率の低下」という問題か生ずることであ
る。こうしたことが資本の流出入移動を困難化せしめる「制限要因」であるという意味で，「超え
ることのできない柵」ということになるのであろう。
　先ず「制限要因」の（1）については，ヒルファディングは次のように述べている。すなわち，「か
ような固定資本の巨大膨脹は，ひとたびなされた資本投下の移転の困難化を意味する……固定資本
は，より多数の回転期間にわたって生産過程に固定されている。その価値は漸次に生産物に移転さ
れ，同様に漸次に貨幣形態で還流する。総資本の回転は長くなる。固定資本か大きければ大きいほ
ど，その規模か尨大であればあるほど，それだけ投下に際して重みを増し，総資本中のより大きな
部分をなす。そして，それに拘束されている価値を重大な損失なしに実現し次いで資本をより有利
な部面に移転することはますます困難を増す。しかるにこれによって，投下部面をめぐる資本の競
争は変形される。　中世的後見という古い法律的制限に代わって，新たな経済的制限が現われ，　こ
れが資本の自由移転を制限する」(S. 268,中, 14)。　したがって「ここでは，資本の減少は古い
設備め漸次的死滅によってのみ，あるいはまた破産の場合の資本の破壊によってのみ，行われる」
(S.270,中, 18)ことになる。
　このように，資本の流出（入）困難は，部門内の競争諸条件の構造的変化に規定され，それを反
映したものである。その変化とは，ここで指摘されている限引とおいていえば，固定資本の巨大膨
脹のことであり，それにともなう資本の最低必要量の飛躍的上昇のことであり，かつまた固定資本
の総投下資本中における比重の増大による資本の生産過程への固定化，資本還流の長期化のことで
あり，そしてそういう意味において，それはこれらの諸要素の総体的表現である過程的展開として
の構造的変化のらとを意味するということができる。したがって「固定資本か大きければ大きいほ
ど，その規模が尨大であればあるほど，それだけ投下に際して重みを増し，総資本中のますます大
きな部分をしめ」(SS. 267―268, '軋14）ることになるので，「投下資本の生産過程への固定化，
資本還流の長期化」をさらに強め，「それに拘束されている価値を重大な損失なしに実現し，次
いで資本をより有利な部面に移転することは，ますます困難となる」(S.268,中, 14)というこ
と，つまり資本の流出（入）運動は「超えることのできない柵」にぶつかることになるというわけ
である。
　このような資本流出（入）運動の制限条件となる固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化
およびそれにともなって生起する制限的諸条件それ自体は，何も鉄鉱生産部門だけではなく，銑鉄
生産部門においてもいえることである。しかし鉄鉱生産部門においては，かかる経済的諸条件が基
礎・前提となって独占的結合＝カルテルが形成され，この部門における諸資本間の競争が人為的に
制限・止揚されて価格協定に基づく超過利潤の取得を可能にしているということである。したがっ
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て，この部門においては資本の流出は差し当り問題となりえない。それが問題となるとすれば，銑
鉄生産部門においてである。この部門においては，かかる経済的諸条件が資本の流出を困難化せし
め，かつそのことによって部門内競争メカニズムの制約一競争形態の一定の変容をもたらし，利潤
率の平均以下への低下を結果することになっているのである。
　すなわち，固定資本の巨大化にともなってこの部門からの資本流出か困難になるということは，
利潤率均等化メカニズムを構成する資本の自由な部門間移動の一面をなす資本流出運動か制限され
るということであり，そのことによって利潤率均等化それ自体か構造的制約を余儀なくされるとい
うことを意味する。したがって，この部門において利潤率か他部門に比して低いという意味での不
均等が生じたとしても，それを「資本の流出による資本のｍと数の減少一生産・供給の縮減→価格
の引上一利潤率の上昇」というメカニズムの働きを通じて均等化せしめていくことか困難となり，
利潤率の不均等をつまりこの部門における利潤率の低下を比較的長期的な傾向たらしめるというこ
とになる。
　さて次に，「制限要因」の（2）については，ヒルファディングは次のように述べている。　資本主
義的生産の最も発達した重工業部門は，固定資本が巨大化しているが故に，それに応じて標準的な
生産諸条件のもとで生産を営むために必要な資本量もまた尨大化する。新資本ははじめから強大な
生産能力をもつことになる。だから，「ここでは新たな企業はいずれもはじめからもたねばならな
い大きな生産能力によって，大きな重みをもって供給される」(S.273,中, 19)。「その設立は，
一挙にしてこの部面の生産を激増させるであろう」(S.271,中, 18)。したがってこの部門かいま
なお競争下にあるとすれば，ここでは大経営が支配しているだけではなく，それらかますます同等
化し強大な競争能力を保持するようになっているか故に，競争戦においては優劣を与えうるような
技術的および経済的差異はほとんどなくなっており，したがって競争もまた強者と弱者との闘争で
はなく，容易に決着のつきかねる全戦士に一様な犠牲を負わせるような同等者間の闘争とならざる
をえない。
　このような部門では，「競争‐資本破壊」による負荷軽減は極めて困難になるであろうから，同
等な巨大資本間の闘争によって利潤率は一般的には平均以下に･引き下げられる傾向をもつ。しかし
ここでは，利潤率が平均以下にある場合でも「資本の流出による利潤率の均等化」は困難になって
いるので，競争はまさに死活的なものとならざるをえない（2）。　同時にここでは，新参入はいずれ
もはじめから大きな生産能力をもたねばならず，したがって大きな重みをもって供給に作用するの
で，利潤率は比較的長期間にわたって平均以下にあるという状態が，極めて容易に現出することに
なるであろう(S.273,中, 19―20)。
　銑鉄生産部門と鉄鉱生産部門とは，いずれも資本主義的生産の発展した重工業部門の一つであ
る。したがって程度の差はあれ，基本的にはこうした生産諸能力の可能的条件を保有しているとみ
なされなければならない。しかしこの両部門は，その生産能力の発揮において根本的に異なり，競
争能力においては決定的な優劣のもとにおかれることになる。銑鉄生産部門は全面的な競争下にあ
るので，一定の事情のもとでは上述のような展開をみせることになろう。他方，鉄鉱生産部門は独
占的結合＝カルテルか形成され，相互間の団結か強められている。したがって，競争能力も銑鉄生
産部門のそれのように，個別的，分散的にかつ無政府的に発揮されるのではなく，結合力としてそ
れも各々か大規模であるか故に，巨大な結合力としてあらわれることになる。このように両部門は
全く異なる展開形態を示すのである。しかもここでは，競争制限に基づいて「鉄生産は制限され」
ており，その結果として独占的結合資本は一定の「余裕能力」を保有していることになるが故に，
新資本の形成，資本の流入に対しては，一層団結を強め「余裕能力」のすべてを活用して生産・供
給量の増大をはかり，価格低下で対抗していくことも可能であろう。また場合によっては，一時的
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な価格の大幅切下などの破壊的対抗手段をとることもありうるであろう。したがって√新資本の形
成，資本の流入の後には価格水準の大幅な引下による利潤率の低落か予想されうることにより，こ
の部門への資本の流入は制限され，「超えることのできない柵」にぶつかることになる。かくし
て，銑鉄生産部門から鉄鉱生産部門への資本の流出は困難であるということになり，銑鉄生産部門
においては「利潤率の均等化へのこの道は行くことかできない」(S. 34レ中, 103)ということ
になるわけである。　　　　　　　　　　　　　　　犬
　ところで，鉄鉱生産部門においてはすでに独占的結合＝カルテルが成立し，諸資本の競争が制限
・止揚されているのに対して，その製品を生産手段の諸要素として充用する銑鉄生産部門において
はいまなお競争下にある。ここでは，すでに指摘したように，資本の有機的構成の高度化による固
定資本の巨大化およびそれに対応的な資本の最低必要量の尨大化どを基軸とする新たな経済的諸要
因の形成に基づいて競争諸条件の構造的変化か生まれ，競争か支配的であるとはいえ，それはかか
る論理段階を反映した文字通り死活的なものである。売手と買手として鉄鉱生産部門と銑鉄生産部
門との力関係は明らかに前者にとって有利で，後者μﾆとって不利である。したがって，この両者の
関係は構造的不均衡であるといえる。かくしていまや，（市場）生産価格形成メカニズムはその形
成要素たる売手側としての鉄鉱生産部門における諸資本の競争が独占的結合＝カルテルの形成によ
って制限・止揚されていること，この部門のカルテル化によって，銑鉄生産部門との間における
一定の競争状態つまり力関係の均衡状態か崩壊し構造的・恒常的不均衡が成立したことなどによっ
て，従来の両部門間の競争諸関係か根本的に変革され，したがって価格形成メ’カニズムもまた独占
的結合＝カルテル価格形成メカニズムに転化するということかできよう。
田　ヒルファディングによれば，「資本の動員は;利潤率の均等化を妨げる諸困難にも触れるところがない。
　しかるに，動員と同時に発展する資本の結合は新たに投下されるべき資本の大きさから生じる諸制限を除き
　去る。諸貨幣額の結合によって，資本主義社会の富の増大とともに，企業の大きさは企業遂行の障害にはな
　らなくなる」(S.271,中, 18)。
（2）高山満氏は，固定資本の巨大化にともなう資本の流出困難についてのヒノレファディングの所説を次のよう
　に批判されている。すなわち，「資本の『流出』が，固定資本か巨大化した20世紀初頭の生産力段階にあっ
　て簡単ではないと言うのは当然であるか，相対的に利潤率の低い部門一固定資本の巨大化かとりわけ顕著
なのはこういう部門であろう一一の資本家か，追加投資を差控えることによって，供給減の事態をつくり出
す，言わば実質上の『流出』をも含めて，『流出制限』を説くのでなければ『独占』成立の根拠を論じる彼
の議論は説得力を欠くものとなろう（傍点原文）」（同「競争の形態変化と景気循環の変容１」，「東京経大
学会誌」75号, 117頁）。
　高山氏のいわれるように，「追加投資を差控えることによって，供給減の事態をつくり出す」ということ
か，実質上であれ「流出」といえるかどうかは議論の余地を残すか，それはともかくとして，ここでの問題
を検討するに当たっては，先ずそれがどのような論理次元の問題であるかを明確にしておくことが必要であ
ろう。高山氏が批判的考察の対象にあげているヒルファディングの所説，すなわち「多くの固定資本をもつ
生産部門からの資本の転出は，極めて困難である。ここでは資本の減少は，古い設備の漸次的死滅によって
のみ，あるいは破産の場合の資本破壊によってのみ行なわれる」(S.271,中, 18)は，いまだ独占的協定
に基づく競争制限か成立していない競争の論理次元の問題である。しかもそれは，本文でも詳述しているよ
うに競争から独占への転化過程に特有な同等化した巨大資本間の競争が固定資本の巨大化した重工業部門に
おいては，死活的に展開しているそうした論理次元の問題として捉えられなければならないということであ
る。
　そうであるとすれば，高山氏のいわれるように資本家は「追加投資を差控えることによって√供給減の事
態をつくり出す」わけにはいかないのである。個別資本家にとっては，固定資本の巨大化は，一方では，資
本の価値回収を長期化せしめ，資本の回転率を圧し下げることにより，投下資本中にしめる固定資本部分の
割合か増大すればするほど，ますます総資本の回転率を低下せしめることになるし，他方では，資本の最低
必要規模を尨大化せしめ，設備投資のための資本部分の利用を飛躍的に上昇せしめることになるということ
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によって，金融的諸費用を著しく増大させる。こうした固定資本の巨大化を基軸とした生産の大規模化にと
もなう「諸負担の尨大化」が，いわゆる「損益分岐点稼動率」を大幅に引き上げる傾向に強力的に作用する
ことになるのである。
　こうした事情のもとでは，各個の資本は競争戦において優位を確保するためには，むしろ生産を促進し供
給量を増大させ，それによって単位生産物当りの費用ぼ格を可能な限り引き下げることを要請されるであろ
う。かくしてそれかまた，生産・供給促進の圧力となり，その圧力かまた生産規模の拡張と尨大な固定資
本投資を強制し，それがまた生産・供給の増大による競争の激化と利潤率の一層の低下を促進することにな
る。かような巨大資本間の死活的闘争がこの過程を盲目的に主導するのである。そしてその結果は，当該産
業部門における生産設備の過剰，つまり生産資本の形態での過剰資本の形成（その対極における貨幣資本の
過剰化傾向も問題となる）である。したがって高山氏のいわれるように，固定資本の巨大化か流出を制約す
るという論点については，固定資本の巨大化は直ちには「追加投資を差し控えることによって，供給減の事
態をつくり出す実質上の『流出』をも困難にするもの」とはいい難いので，この論理段階では「その解決の
機構を説かなければなるまい」ということにはならないのである。
　続いて高山氏は，「固定資本の巨大化という事態の下で，実質上の『流出』を行なうことも，尨大な固定
設備を遊休させるという点で，利潤率を大いに圧迫する。従って，この面での利潤率の引下げ効果をも回避
しうるものとして，流出制限克服の機構が論じられなければならない（傍点原文）」（同上）といわれる。し
かしここでの問題は，高山氏のいわれるように「実質上の『流出』を行なうことも，尨大な固定設備を遊休
させるという点で，利潤率を大いに圧迫する」という・その側面から利潤率の低下の問題を捉えるのではな
く，先述したように自由競争を前提とすれば，固定資本の巨大化という事態のもとではむしろ生産を促進し
供給を増大させ，さらに「追加投資を差し控える」のではなく続行させることによって，費用価格の低下を
はかり，より有利な競争諸条件の獲得・維持に競って努めようとするのであるから，このような個別諸資本
の盲目的行動（個別諸資本相互間の死活的闘争の展開）が不可避的にこれらの部門において利潤率を「比較
的長期間にわたって平均以下にあるという状態」(S.273,中, 19)に結果せしめるという点において理解
されなければならない。それ故にこそヒルファディングは，「まさにこれらの産業においては一一自由競争
を前提すれば一容易に平均以下の利潤率か成立しうる（傍点中田）」(S.273,中, 20)と述べているの
である。したがってここでは，高山氏のいわれるように「この面での利潤率,引下げ効果を回避しうるものと
して，流出制限克服の機構が論じられなければならない」（同上）ということにはけっしてならないのであ
る。
　このように考えれば，高山氏かヒルファディングの「独占」論の核心であると強調される次の点，すな
わち「実際，部門供給豆tの全体を縮少させ，その部門商品の価格を高水準に固定せしめることによって初め
て，この実質上の『流出』に伴う損失を回避しつつ，利潤率を逆に上昇せしめる点を考えれば，このような
事態の下での利潤率の『均等化』を指向する資本の現実的行動は必然的に，資本の自由な競争の制限を要請
せざるをえなくなるという点こそ，彼（ヒルファディングー－一中田）の『独占』論の核心なのである」（同
上）との高山氏の見解もまた，当然のことながら問題とならざるをえない。
しかしすでに指摘したように，そしてまた高山氏自身も「「独占」の成立根拠を論じる彼の議論
－
’こａ
々」，あるいは「資本の自由な競争の制限を要請せざるをえなくなる点……云々」と述べていることからも
明らかなように，ここでのヒルファディングの所説は自由競争の論理に基づく競争の独占への転化過程を対
象としたものである。したがってこの論理段階における重工業部門の巨大資本間の競争は，いまなお独占的
結合に基づく競争制限が実現していないのであるから，固定資本の巨大化という事態のもとでは，個別資本
家は生産を促進し，供給を増大させ追加投資を続行することによって，費用価格の低下をはかり，競争条件
を維持・確保しようとするそうした行動を余儀なくされるということ，かくして，かかる盲目的な生産的活
動の結果として部門供給量全体を増大させると同時に，他方では生産設備の過剰つまり過剰資本の形成にい
たらしめることになるということ，こうした点こそ問題の核心をなすのである。
　したがってこの論理段階では，高山氏が強調されるような「この実質上の『流出』」なる傾向は，少なく
ともヒルファディングの「独占形成」の論理の核心的部分とはなりえず，したがって「この実質上の『流
出』に伴う損失」もまた問題とはなりえないが故に，かかる「『損失』を回避しつつ，利潤率を逆に上昇せ
しめる」（同上）という問題それ自体も，その論理的根拠を失うことになり，かくして，それを前提として
の「このような事態の下での利潤率の『均等化』を指向する資本の現実的行動は必然的に，資本の自由な競
争の制限を要請せざるをえない」（同上）という高山氏の見解それ自体もまた，氏がこの点こそ「彼（ヒル
ファディング）の『独占』論の核心なのである」（同上）と強調されるほどの意義をもちえないことになる。
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　　5.独占的諸結合と価格形成メカニズム（ｎ）
　　ところで，銑鉄生産部門の資本家は，生産手段の諸要素を購買するという面においては買手であ
　り，自らの製品を販売するという面においては売手である。このように彼らは買手であると同時に
　売手なのであるから，鉄鉱生産部門における独占的結合＝カルテルの形成，それに基づく高価格・
　高利潤（率）の成立は，その製品を生産手段の諸要素として充用している銑鉄生産部門の資本家の
　利潤率を低下させることになるし，他方では，彼らの製品を生産素材として充用している産業部門
・に独占的結合＝カルテルが形成されているとすれば，前者はその製品を販売する際にもやはり無力
　であって，その商品を生産価格以下で販売することを余儀なくされ，それだけ利潤率を圧し下げる
　ことになる。この利潤率の不均等つまり利潤率におけ,るこの差別性は，銑鉄生産部門の資本家にと
　っては絶対に容認し難い克服さるべき課題であろう。しかし従来ならば，資本の部門間流出入移動
　によってかかる不均等を均等化せしめるメカニズムが働いたのであるがノいまやこの道は，すでに
　指摘したように「超えることのできない柵」(S.341,中,103)によって阻まれているのである。そ
　うであるとすれば，銑鉄生産部門の資本家にとっては，一体どのような道が残されているのであろ
　うか。
　　ヒルファディングによれば，この論理段階における利潤率の不均等克服の主要な形態としては，
　次の二つの道すなわち結合生産と独占的結合＝カルテルの形成とかあらわれるということである。
　では先ず，結合生産とはなにか。それはいかにして形成されるのか。産業部門における利潤率の低
　下は，すべての発展した資本主義的生産部門にあらわれるよう｡な「持続的に作用する諸原因から生
　ずる」(S.279,中, 28)ものだけではなく，産業循環の諸条件から「ただ特定の諸生産部門にの
　み関する」(ibid.,同上）ような「一産業部門における利潤率の低下か他の一産業部門における利
　潤率の上昇によって生ずる」(ibid.,同上）ものもある。前者が一産業部門内の競争から生ずる
　ものであるとすれば，後者は，一部門が他の一部門の原料を供給するという諸産業部門の関係から
　生ずる(ibid.,同上）。このように，結合生産とは一方か他方に原料を供給するという関係にある
　資本主義的諸企業・資本の結合に基づくものである(S.285,中, 36)。すなわち，それは「一方
　が他方に原料を供給する」という生産的・技術的連関性のある産業部門，製造部門かその生産構造
　上の相違によって，産業循環の諸局面において生ぜしめる「不均等な価格変動→利潤率の差異」を
　直接的契機として形成される生産組織形態であるということかできる。こうした点については，ヒ
　ルファディングはおおよそ次のように述べている。
　　好況・繁栄期には生産の拡張がおこなわれる。この生産の拡張が短期間に急速におこなわれると
　すれば，それはある程度まで価格の上昇に反対作用することになろう。完製品産業の大部分ではそ
　うである。　しかし，抽出産業における生産の拡張はそれほど急速にはできない。新たな堅抗の完
　成，新たな高炉の設備は比較的長時間を要する。好況・繁栄期のはじめには，増大する需要は旧来
　の生産能力のより強度の利用によって充たされる。しかし最好況・繁栄期には，完製品産業の需要
　は，抽出産業の生産よりも急速に増大する。したがって原料の価格は完製品の価格よりも急速に上
　昇する。かくして抽出産業では加工産業の犠牲において利潤率か上昇し，そのうえに加工産業は原
　料不足によって景気の利用を妨げられることもありうる(SS. 280―281,中，28－29）。不況期には
　この逆である。資本の流出および生産制限は，原料を供給する諸部門では，完製品の諸部門におけ
　るよりも困難であり，損失が大きい。　それ故に，前者の部門では利潤率かより長く平均以下にと
　どまる。この契機は加工産業における利潤率をその標準的水準にのせることにも役立つか，原料生
　産では不況はより長くより重い(S.281,中, 30)。かような不況状態すなわち競争の独占への転化
　過程においてなお競争が支配的な段階でのそれがいかに重く，かついかに長びくものでありうるか
　は, 1874年から1878年に至る合衆国の鉄鉱業恐慌がそれを如実に示しているといえよう(S.281,
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中, 30)。この時期はいうまでもなく，独占的結合＝カルテルか広汎に発展した時期であるが，そ
れはまだ強固ではなく一時的な現象にとどまっていた時期である。
　さて，利潤率におけるこの差異＝格差は克服されねばならない。　しかし，これらの部門におい
ては資本の流出入による利潤率均等化メカニズムは，「超えることのできない柵」(S.341,中，
103)にぶつかって制限を余儀なくされてしまっている。　だから資本はこの道を選択することはで
きない。ではどのような道か残されているのであろうか。そしてそれはいかにして克服されうるの
であろうか。ヒルファディングによれば，「それは抽出産業と加工産業との結合によってのみ克服
されうる」CS.282,中, 32)。　つまりこの両者の結合生産によって克服されうるというわけであ
る。勿論それは，産業循環の諸条件から生ずるところの相異なる産業部門における利潤率の差異＝
格差を直接的契機とするものであるが故に，景気変動の諸段階に応じて結合生産に至らしめる動因
およびそれの成立の仕方もまた異なるといわざるをえない（１）。
　すでに指摘したように，好況・繁栄期には加工産業の需要か抽出産業の生産よりも急速に増大
し，原料の価格が完製品の価格よりも急速に上昇することによって，加工産業は高い原料または原
料不足さえも余儀なくされ，利潤率もより低く抑えられてきた。不況期には原料供給部門としての
抽出産業は，加工産業よりも資本の流出および生産制限かより困難であり，損失も大きく，利潤率
もより長く平均以下にとどまることを余儀なくされてきた。したがって，結合生産に至らしめる動
因は，こうした景気変動の特定の諸段階に応じて異ならざるをえない。すなわち好況・繁栄期には，
それは加工産業から生ずる。　たとえば，一つの圧延工場か高炉および炭坑を自己に結合する場合
かそのあらわれである。これによって加工産業は高い原料価格，原料不足を克服しようとする。不
況期には逆に抽出産業からである。たとえば，一つの炭坑か高炉および圧延工場を自己に結合する
場合かそれである。これによって原料生産者たちは原料を生産価格以下で売ることを避け，それを
自分で加工し，完製品としてより高い利潤を取得しようとする。ヒルファディングによれば，前者
が「上昇的結合生産」CS.283,中, 33)であり，後者か「下降的結合生産」(ibid.,同上）であ
･る。さらに，製鋼所が一方では炭坑を，他方では圧延工場を自己に結合する場合のような「混合的
結合生産」(ibid.,同上）かおる。
　このように，景気変勁の特定の諸段階から生ずる「利潤率の差異ｔ格差一その克服」を直接的契
機として結合生産か成立すると，それは景気の差異を平均化し，かかる利潤率の相違および変動を
解消せしめることによって利潤率の安定性を確保し，また商業の排除を実現し，かつ技術進歩’を可
能ならしめることになり，そのことによって，単純工場に比して特別利潤を取得しうるようになる。
かくして結合生産は，上述のような経済的諸原因を契機として急速に展開することになるか，同時
にそれは，そうした諸原因から生じながらも，生産過程の技術的諸改良への機会を与えるという技
術的諸利点をも含意しているが故に，このことが推進的動機となって単なる経済的原因だけではい
まだ結合生産が生じえないところでも結合生産を可能ならしめるということにもなるのである。
　このように，結合生産は相異なる産業部門における利潤率の相違から生ずるものであって，それ
自体は競争の制限・排除によって部門内の利潤率をその平均以下的状態よりも高くすることを目的
として成立するわけではない。むしろ諸資本がそれらの結合以前に属していた諸産業部門の利潤率
は変わらず，したがってそれらの差異は存続し，ただ結合資本にとってのみ消失するということで
ある。このように，結合生産への傾向は産業循環の諸条件によって惹起せしめられ，また強められ
る。しかし重要なことは，ここで取り上げられている結合生産の直接的契機となる利潤率の差異＝
格差は，「原子的」競争の論理段階での産業循環の諸条件から生ずるところの相異なる産業部門間
における利潤率の差異のことではないという点である。それは，重工業部門における固定資本の巨
大化・資本の最低必要量の尨大化に基づいて，競争諸条件か構造的変化をとげ，それによって諸資
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本の競争か一定の変容を余儀なくされているような「競争の独占への転化」過程に固有な景気変動
の特定の諸段階から生ずるところの利潤率の差異＝格差でなければならないということである。し
たがって「景気の諸段階に応じて結合生産に至らしめる……云々」(S.282,中, 32)もまた，そ
うした論理段階の問題として把握しなければならないということになる（2）。
　このような資本制的企業結合・資本結合としての結合生産（ヒルファディングの叙述には分離し
た生産過程の「結合」という意味での結合生産もあるが）は，「集中のより進んだ一段階を意味す
る」(S.338,中, 100)。それは，従来のような弱小資本の破壊といういわゆる「暴力的」な吸収
・合併の形態をとっておこなわれるものではなく，株式会社制度を基礎・前提としてはじめて展開
されうる「非暴力的」な方法を通じておこなわれるものであるという点に特徴がある。そこでは，
　「経営結合および企業結合と同時に所有結合がおこなわれる必要かない」(ibid.,同上）ので，そ
れによって，大資本による弱小資本の吸収・合併あるいは破滅といったような「企業結合が同時に
所有結合を意味する」(ibid..同上）資本集中の「暴力的」形態のもつ限界性が，打破されること
になる。かくして，かかる資本結合とそれに基づく結合生産の展開とは。株式会社形態によらない
　「強者による弱者の暴力的併呑」の論理段階での資本の集中形態と生産組織形態としてではなく，
むしろ固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化のもとでの大規模化した同等者間の競争の論
理段階での資本の集中・結合形態であり，かつ生産組織形態として措定されたものであるというこ
とができる。
　そこで，次にかかる論理を前提として結合生産がカルテルの結成によっていかに促進されるかを
みることにしよう。ヒルファディングは，結合生産の傾向は「カルテルの結成によって促進される
と同時に変形される」(S.341,中, 103)と述べている。　この問題を鉄鉱生産部門と銑鉄生産部
門との関係において述べてみれば，次のようになるであろう。　すなわち，鉄鉱生産部門において
は，独占的結合＝カルテルが形成され，売手側として彼らは価格協定を結び，競争をきびしく制限
し相互間の団結を強めている。これに対して買手側である銑鉄生産部門では，いまなお競争が支配
的である。彼らは，お互いに自分だけはできるだけ安い価格で生産手段の諸要素を購入しようと競
争するために，団結など思いもよらず，彼ら相互間は分断され，その結果として「鉱山所有者の団
結した力に対して銑鉄生産者たちは個別的，分散的な対応を余儀なくされた。それ故に彼らは原料
の騰貴に対して無力だった」(S.342,中,104)ということになる。　このように鉄鉱生産部門に
は，独占的結合＝カルテルが形成され，売手側として相互間の団結を強めているのに対して，銑鉄
生産部門では，依然として競争が支配しているのである。したがってそこでは，各々は個別的，分
散的でありかつ無政府的であるが故に，鉄鉱生産部門と銑鉄生産部門との資本の力関係は，明らか
に前者に有利で後者に不利である。この両者の間の競争においては，後者の敗北をもって終わらざ
るをえないであろう。
　ところで，銑鉄生産部門の資本家は生産手段の諸要素を購入するという面では買手であるが，自
らの生産した商品を販売するという面では売手である。すなわち彼らは，かかる意味において買手
であると同時に売手であるということによって，銑鉄生産者でありうる。彼らは買手としては，鉄
鉱生産部門の資本家の団結した力に全面的に敗北したわけであるが，売手としてはどうであろう
か。ヒルファディングによれば「彼らは，彼らの原料の価格上昇を鉄の価格に表現することか肝要
だったときにも，やはり無力だった」(S.342,中, 104)のである。　なぜなら，彼らは売手とし
ては，お互いに自分の商品だけを売りつくそうとして足を引っぱり合い，激烈な市場・顧客争奪
戦を展開せざるをえなかったからである。彼らには団結などは思いもよらなかったのである。この
ような銑鉄生産部門の資本家たちの競争は｡その結果として価格を引き下げる働きをすることにな
る。したがってもし，彼らが相互の間を分断状態のままにして競争を際限なく遂行すれば，売手と
しては価格を破滅的水準にまで圧し下げることになる。買手側には独占的結合＝カルテルが形成さ
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れ，彼らの間の競争は制限され，売手側つまり銑鉄生産部門の資本家に対しては相互間の団結が強
められているのであるから，買手側は売手である銑鉄生産部門の資本家に対して圧倒的優位にたつ
ことになる。
　従来ならば，買手側は自分たちの間でできるだけ安い価格に殺到ずることによって，価格をせり
上げ，利潤率を引き下げることになったはずなのであるが，いまや独占的結合＝カルテルの形成に
よってお互いが協力し団結することによって，逆に売手側の提供する商品を買いたたき，価格を切
り下げることもできるようになったのである。売手側である銑鉄生産部門には，いまなお独占的結
合＝カルテルか形成されておらず，したがって，買手に対しては個別的，分散的であるが故に，彼
らは数少ない独占的買手をめぐって激しく競争し，結果として価格は（市場）生産価格以下に圧し
下げられることになるであろう。したがってこの部門の利潤率はさらに圧迫をうけることになるわ
けである。このように銑鉄生産部門においては，一方では，高められたカルテル価格で生産手段の
諸要素を購買することを強制され，他方では，自己の製品の販売においてすら，生産価格以下で販
売することを余儀なくされるということによって利潤率かさらに圧迫をうけ，その結果としてこの
部門の利潤率か平均以下に引き下げられることになる。
　さらに独占的結合＝カルテルの場合には，不況・恐慌時にも，その価格を高く維持しうるか，こ
のことはカルテル化されていない産業＝銑鉄生産部門の資本家にとっては不可能である。カルテル
化産業＝鉄鉱産業部門の製品を生産手段の諸要素として充用するところのカルテル化されていない
産業部門＝銑鉄生産部門の資本家にとっては，不況・恐慌時の直接的作用に曝されるだけでなく，
原料のより低廉な購入によって自己の生産費を引き下げることさえもできないということになる。
むしろこの時期においてさえも，なお高められたカルテル価格での原料の購入を余儀なくされるこ
とにより，技術的には良好に装備された経営も，これ以上存続できなくなるであろう。かかる事情
のもとでは，カルテル未結成の諸資本＝銑鉄諸資本の間に「自分の鉱山から低廉な原料を入手した
いという衝動」(S.341,中, 104)がとくに強く働くことになるであろう。かくして「カルテルの
影響から免れるためには，銑鉄工場自身が鉱山を自己に結合するだけでよい。これによって銑鉄工
場はカルテルから独立なものとなり，その利潤率は正常な高さに達するであろう。そのうえに･，か
ようにして最初に結合企業となる諸企業は，高価な原料と鉱石商人の商業利潤とを支払わねばなら
ない他の諸企業に比して特別利潤をあげるであろう。しかし同じことは，銑鉄生産に移行する鉱山
についても言えるのであって，これもまた，結合企業として競争において単純な事業に優越するで
あろう」(S.341,中, 103頁）。
　すなわち，鉄鉱生産部門においては独占的結合＝カルテルが成立し，その支配下にあるが，なお
そこでは，結合生産か成立するならば「結合企業として競争において単純な事業に優越するであろ
う」といわれるように，カルテル化されていない単純生産の企業・事業組織も並存しているのであ
る。これらの資本はカルテルよりも高い費用で生産を余儀なくされており，好景気での高い価格か
彼らの高い費用価格での生産を可能にする条件となっている。他方，独占的結合＝カルテルは，不
況期にも価格を維持し，「正常利潤」つまり独占的利潤を確保しうるように，「常に販売を見出す
生産の基本額」(S.291,中, 43)を設定し，それに基づいて生産・供給を制限し，景気需要の充
足はその範囲内において，未カルテル諸資本にゆだねる一方，景気変動による一切の負担を彼らに
転嫁せしめることによって産業循環の全局面を通じて市場支配当面格支配を安定的に確保しようと
する。なおこの市場支配の問題は後述の第三章で展開される。この部門における未カ｡ルテル諸資本
は，不況・恐慌期にかようなカルテルの影響から免れるためには，当面，独占的結合＝カルテルヘ
の参加を望まないか，またはその条件を持ち合わせていないとすれば，銑鉄生産を自己に結合した
いという強い衝動にかられるであろう。
　他方，銑鉄生産部門においては固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化のもとで資本の流
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出入が困難化し，同等化した巨大資本間に展開される死活的闘争を通じて利潤率が平均以下に圧し
下げられているというように，この論理段階特有な利潤率の持続的低下の傾向があらわれている。
それに加えて，鉄鉱生産部門における独占的結合＝カルテルの形成によって，生産手段の諸要素は
高められたカルテル価格での購買を余儀なくされている。従来ならば不況期には原材料のより低廉
な購入によって自己の生産費を引き下げることかできたのであるが，いまでは不況期においてさえ
もそれか不可能となり，したがって，不況・恐慌の直接的作用に曝されるだけではなく，高められ
たカルテル価格で生産手段の諸要素の購入をも余儀なくされることになる。それ故に銑鉄生産部門
においてはいかに「良好に装備された経営も，これ以上存続できなくなる」(S,341,中, 104)
のである。かかる事情のもとでは，銑鉄生産部門の資本家は「自分の鉱山から低廉な原料を入手し
たいという衝動」(ibid.,同上）を強く持つことになろう。かくして銑鉄産業部門の諸資本と鉄鉱
生産部門の未カルテル諸資本との結合生産への協力的，強制的な「共同の努力」が開始され，その
結果として両者の結合による新たな生産組織形態＝結合生産か導き出されることになる。しかしこ
の場合，結合生産は直ちに両部門の結合を意味するものではない。
　このように，ヒルファディングによれば銑鉄生産部門の資本家自身が鉱山を自己に結合させるこ
とによって，これまで，鉄鉱生産部門の独占的結合＝カルテルによって高められた価格でその製品
童購入せざるをえなかったいわば屈辱的な不平等から免がれうると同時に，独占的結合＝カルテル
の供給調整による原料制限をも克服しうるようになる。かかる意味において，銑鉄生産部門の資本
家は「カルテルから独立なものとなり」(S.341,中, 103),「そめ利潤率は正常な高さに達する
であろう」(ibid.,同上）ということになるのである。　また商業も排除され，商業利潤が省かれ
ることによって，その分だけ産業利潤か増大することにもなる。さらには技術的進歩を可能にし，
単純工業・単純生産に比して特別利潤を取得しうることにもなるであろう。このようにして，結合
生産は単純生産と競争する限りでは，上述の諸条件とそれによって可能になったところの，この高
められた利潤または特別利潤とか，前者に競争における優位を与えることになる。かくして「資本
主義の最近の発展段階において結合生産の経験しつつある異常な加速は，経済的諸原因から，とく
にカルテルの結成から生じた強力な推進に負うものである」(S.285,中, 35)ということになる
のである。
　ところで，たとえば一つの圧延工場が高炉および炭坑を結合する「上昇的結合」(S.283,中，
33）でも，また逆に一つの炭坑が高炉および圧延工場を結合する「下降的結合」(ibid.,同上）の
場合でも，あるいはまた一つの製鋼所が一方では炭坑を，他方では圧延工場を結合する「混合的結
合」(ibid.,同上）の場合でさえも，みな，各々の産業・製造部門における労働手段の機械化の
発展と組織的運用の拡大，労働過程の協業的形態の大規模化および科学の意識的な技術的応用の増
大などに基づき，これら相互間に直接的な技術的，生産的連関の存在を基礎・前提として成立して
いるということである。
　だからこそ結合生産は，景気の差異を平均化し利潤率のより大きな安定性をもたらしうるのであ
り｡また技術的進歩を可能にし，単純生産に比して特別利潤を取得しうるのであり，さらには商業
および商業利潤の排除（これは生産の集積の進展によってはじめて可能となる）を実現しうるので
ある。このように，ヒルファディングのいう結合生産は一定の生産の集積を基礎にして成立しうる
ものであるということかできる。このように考えれば，結合生産への動因＝契機となる景気循環の
特定の諸段階から生ずる利潤率の差異は，資本の自由な部門間移動による利潤率の均等化メカニズ
ムが，構造的諸要因によって制限され，困難となっている論理段階での問題でなければならないと
いうことになる。そうであるからこそ，この利潤率の差異は当該部門からの資本の流出（入）によ
るその克服といういわばこれまでの「通い慣れた道」を選択することかできないで，結合生産か独
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占的結合＝カルテルのいずれかを選択せざるをえないのである。
　ところで，繰り返し強調してきたようにこのような部門においては固定資本か巨大化し資本の最
低必要量が尨大化しているが故に，現実資本の流出か困難になっているということであり，また関
連諸部門もそれに類した諸条件を有するに至っているか故に，こうした部門への資本の流出も制限
され困難になっているということである。こうした事情のもとでは，同等化した巨大資本間の競争
は不可避的に死活的なものとならざるをえず，その結果として利潤率は必然的に平均以下に低下せ
ざるをえなくなる。この論理段階に固有な，こうした利潤率の持続的低下傾向は，固定資本の巨大
化，資本の最低必要量の尨大化のもとでの巨大資本間の死活的闘争を通じて惹き起こされるもので
ある限り，それ自体，競争制限・止揚とは直接には関係のない結合生産か，競争戦においていかに
単純生産に比して優越しているからといっても，かかる「事態」を変革しうるものではない。
　結合生産は自己の利潤率を高めることはできるか，当該部門の利潤率を引き上げることはできな
い。むしろ結合生産によって生産の技術的連関が統一的に強化され，新たな技術開発を促すように
なること，あるいはすでに指摘したような結合生産にともなう諸々の利点による優位性に基づいて
生産・供給を増大し，それによって単位生産物当りの費用価格を可能な限り切り下げようとするで
あろうことなどからして，それがまた生産・供給促進の圧力となり，その圧力がまた，さらなる生
産規模の拡張を強制するというように，盲目的に「規模の経済性」を追求するようになる。それ故
に，このことかまたこの部門における生産・供給の増大によヽる競争の激化と利潤率の低落に拍車を
かけることになるであろう。
　結合生産は競争戦において単純生産に比して優越しているとしても，それ自体はけっして競争を
制限・止揚するものではない。この論理段階では，むしろその優位性は競争を通じて発揮されうる
のであり，それ故に逆に，かかる優位性に基づく盲目的な「規模の経済性」の追求がかえって競争
を激化させ，結果としてこの部門の利潤率を一層圧し下げることになり，それかまた結合生産それ
自体の利潤率を圧迫するということになるのである。いまや結合生産にとっても競争は死活的なも
のとなる。不況（期）の直接的作用か単純生産に比して軽いとしても，そのことが結合生産を不況
　（期）の直接的作用と結びついて生ずる「利潤率の危機」から免れさせうるものとはならない。な
ぜなら，いまやその「僅かな作用（影響）」でさえも，結合生産にとっては無視できないものとな
るからである。この点に競争制限・止揚とは無関係な結合生産の限界がある。
　ところで，ヒルファディングによれば銑鉄生産部門の資本家には，上述のような結合生産の他に
もう一つ別の道があるということである。独占的結合＝カルテルの形成かそれである。この「もう･
一つ別の道」である独占的結合＝カルテルの形成については，ヒルファディングは結合生産との関
連，すなわち上述のように結合生産に内在する諸矛盾の展開から競争の制限・止揚の論政を導き出
すいわば「結合生産－独占的結合」という論理的道筋において，それを説くということよりはむし
ろ結合生産の展開を前提にしながら，しかもそれと並存しそれに影響を与えるという形で，独占的
結合＝カルテルの形成を，いわば「単純生産→独占的結合」という道筋において説いているといえ
よう。すなわち単純生産としての銑鉄生産者と，彼がそれの製品を自己の生産手段の諸要素として
購買するところの相手側つまり売手側である鉄鉱生産部門のカルテルとの関係において展開すると
いう形をとっているのである。したがって，それは「波及」の論理段階での独占的結合＝カルテル
形成の問題である。
　しかし，「単純生産→独占的結合」という論理の道筋は，「単純生産一結合生産→独占的結合→結
合生産的独占的結合」という結合生産形態の上向的な展開を基調とするヒルファディングの考えと
相矛盾するものではない。この点については後述する。さて，「単純生産→独占的結合」について
彼はどのように述べているのであろうか。先述の引用部分と若千重復するか，彼によれば「鉱山所
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有者たちの団結した力に銑鉄生産者たちは個別に相対した。それ故に，彼らは原料の騰貴に対して
無力だった。しかし，彼らは彼らの原料の価格上昇を鉄の価格に表現することが肝要だったときに
も，やはり無力だった。　この事情は，彼らが自分たち自身をカルテルにまで合一するや，変化す
る。そうなれば，彼らは一団となって鉱山カルテルに対抗し，買手として彼らの力を発揮すること
ができる。他方，彼らの生産物の販売に際しては，いまや，彼らは自らの価格決定者として行動す
ることができ，利潤率を標準以上に高めることかできる」(S.342,中, 104)。
　このように，銑鉄生産部門の資本家は，すでに結合生産に関する論述の際にも言及したことであ
るが，買手としては，生産手段の諸要素をカルテル価格で購買せざるをえず，した･かって利潤率の
低落を余儀なくさせられ，他方，売手としては自ら生産した商品を生産価格以下で販売せざるをえ
ず，したがってまた，利潤率の低落を余儀なくさせられるのである。かくして銑鉄生産部門におい
ては，いわばこの二側面からの利潤率の動きが，構造的要因に基づく「持続的な利潤の低下傾向」
にオーバ・ラップして展開することにより，その結果としてこの部門における利潤率は壊滅的な打
撃をうけることになる。
　銑鉄生産部門は，すでに指摘したように固定資本か巨大化し標準的な生産条件で生産を営むため
に必要な資本量が尨大化しているが故に，この論理段階での諸資本の競争は，それによって最大限
の利潤（率）を確保しうるのではなく，むしろ利潤（率）の共食いによる利潤率の危機を惹起せし
め，かくして競争それ自体が各個の資本にとっては，いまや「共倒れ」への不可抗的な強制法則と
して作用するようになる。すなわち競争は，銑鉄生産部門の資本家にとって等しく死活的なものに
転化したのである。先述したように，結合生産もそれが競争を制限・止揚するものでない限り，こ
の論理段階での部門内競争が惹起せしめる「共倒れ」による「資本の自己否定化」の傾向を，回避
・阻止することはできないということである。むしろそれは，競争戦の「武器」として競争を新た
な段階に押し上げることによって，結果として「資本の自己否定化」の傾向をさらに一層促進する
ことになるであろう。
　このように，その活路を死活的闘争と化した競争戦のなかにこれ以上求められえないとすれば，。
かかる「危機」回避のためには，この「死活的」なものに転化した競争その’ものを制限・排除す
る以外にないということになる。しかし，競争の制限は個別資本家の個別的努力によって実現する
ものではない。このような事情のもとでは，競争相手にかかわりのない分散的な個別的努力による
　「競争の制限」なるものは，一方的な敗北宣言を意味し，自己を破滅に導くだけであろう。　つま
りこの作業は「共同の努力」によってしか達成されえないのである。　いまやいずれの資本にとっ
ても，競争制限・排除以外に活路はないのである。しかも彼らはお互いに巨大な同等者として成長
し，その数もますます少数化しているか故に，不可避的に彼ら相互間に競争制限・排除に向けての
　「共同の努力」が開始されることになる。
　このように，競争制限・排除の論理は，固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化のもとで
の同等化した巨大資本間の死活的闘争を通じて惹き起こされた「持続的な利潤率の低落傾向」に，
景気変動の特定の諸段階から生ずる利潤率の変動が，いわば結びついてあらわれる利潤率の危機に
よる「共倒れ」を，共同の努力によって回避することにある。したがってこの直接的目的は，「利
潤率の危機－共倒れ」として具体化した利潤率の差異＝格差つまりその平均以下への低落を平均以
上に引き上げることにあるということができよう（3）。
　このようにして，銑鉄生産部門に独占的結合＝カルテルが形成されて，価格協定が結ばれ，相
互間の団結が実現すると，かつて銑鉄生産部門の資本家たちは，鉄鉱生産者たちの団結した力に個
別的，分散的にしか相対しえず，したがって彼らの原料騰貴に対しても，あるいはそれを鉄の価
格に表現すべきときにも全く無力であったが故に，屈辱的な不平等を甘受せざるをえなかったの
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であるが，いまや事情は一変したのである。銑鉄生産部門に形成された独占的結合＝カルテルは，
買手としては買手独占であり，売手としては売手独占となる。　彼らは，買手として自分たちの間
の競争を制限し団結を強めることによって，「一団となって鉱山カルテルに対抗し，買手として彼
らの力を発揮することができる」(S.342,中, 104)し，また売手側に独占的結合＝カルテルが形
成されていなければ，かつて自分たちか被ったように売手の提供する商品を買いたたき，価格を切
り下げることによって，生産価格以下で購入することかできるようになったのである。他方，彼ら
は売手としても自分たちの間の競争をきびしく制限し価格協定を結び，競争がおこなわれたならば
働くであろう価格引下のメカニズムを人為的に阻止することによって，「いまや彼らは自らを価格
決定者として行動することかでき，利潤率を標準以上に高めることができる」(S.342,中, 104)
ようになるということである。
　巨大資本間の死活的闘争を外的強制法則として，固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化
した銑鉄生産部門に生ずる利潤率の危機による「共倒れ」という「資本の自己否定化」の論理段階
においては，以上の二つの道すなわち結合生産と独占的結合＝カルテルの結成との道が選択される
ことになる。実際にはこの両方の道かたどられるであろう。そして’この過程的展開の結果として，
銑鉄生産部門の資本家と鉄鉱生産部門の資本家とが合一すれば，ヒルファディングのいう「結合生
産的独占的結合(die･ kombinierte monopolistische Vereinigung)」(S.342,中, 104)が成立
するのである。
　すなわち，鉄鉱生産部門と銑鉄生産部門とは生産的・技術的に直接関連する部門である。この両
部門の資本が合一し結合生産的独占的結合に転化するということは，勿論，多様な形態がありうる
か，ここでは各々の資本か，その当該部門において独占的結合の道をたどりながら，同時にまた，
この両者による結合生産への道が推し進められてきたということであろう。かくしてかかる過程的
展開の必然的結果として，一方では，当該部門において独占的結合か形成されるとともに，他方で
は，この相連関する二つの部門に，各々形成された独占的結合の合一による結合生産形態か実現す
ることになるということである。
　この場合，これらの部門すなわち鉄鉱生産部門と銑鉄生産部門において，このような結合生産形
態が結成されたからといって，そのことか直ちに部門レベルでの合一による包括的な単一的産業部
門の成立を意味するものではない。この二つの部門かともに，ただﾆｰつの独占的結合しか存在しな
い部門であるような場合であれば，これらの独占的結合による結合生産の確立は，同時に部門レベ
ルの結合＝合一を意味するが故に，直ちに包括的な単一的産業部門の形成に導くことになりうるで
あろう。
　しかし，鉄鉱生産部門と銑鉄生産部門のいずれにおいても，少数の独占的結合か形成され，なお
まだ不安定な支配基盤のもとでその市場支配＝価格支配をいかに維持・強化していくかにあるそう
した産業部門である。したがって鉄鉱生産部門における諸独占的結合のなかのいずれか一つの独占
的結合と銑鉄生産部門におけるそれとの間に結合生産か実現するということになれば，この結合生
産すなわち結合生産的独占的結合は，この二つの部門における個別独占的結合のレベルでの結合生
産というその範囲にとどまらざるをえないということになるであろう。したがってこの場合には，
結合生産か独占的結合間のそれであったとしても，それか直ちにこの二つの部門の合一による新た
な部門の成立を意味するものではないということである
　しかし，銑鉄生産部門の諸独占的結合の一つか鉄鉱生産部門の独占的結合との間に結合生産を結
成させるようになれば，この独占的結合は，自己の生産手段の諸要素として充用するために,従来，
鉄鉱生産部門の独占的結合＝カルテルの製品を高められた価格で購買することを余儀なくされてき
たそのことから免れると同時に，彼らによる供給調整による原料制限をも克服しうるし，商業も排
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除され商業利潤も省かれることによって，ぞの分だけ産業利潤が増大することにもなる。また結合
生産それ自体を直接的契機とする技術的進歩をも可能ならしめることにもなる。･こういったことに
よって，結合生産的独占的結合は，独占的結合相互の関係において優位にたつことになる。このこ
とは鉄鉱生産部門の場合にもいえることである。しかし，この優位性は他の独占的結合がかような
結合生産への道に歩み出し，部門レベルの結合＝合一にまで達すると消滅していく。
　さらにこの結合生産的独占的結合の道とは異なって，上述のような銑鉄生産部門における独占的
結合の形成過程は，銑鉄生産部門の製品を生産手段の諸要素として充用している産業部門における
資本にも波及せざるをえない。　こうしてそれは，「資本主義的生産部面をつぎつぎにとらえて行
く」(S.342,中, 104)ことによって，資本主義的生産の多くの部面において，競争は独占に転化
する。かくして自由な競争に基づく生産価格形成メカニズムは，根本的変革を余儀なくされ，独占
的競争制限に基づく価格形成メカニズムに取って代わられることになる。
　(1),(2)高山満氏は，「この景気循環の特定局面における産業部門間の『利潤率の相違』を解消するための部
　　門内競争の形態として，『結合生産』をそのものとしてｰ『独占』から切り離して一一規定した場合，そ
　　れは，固定資本の巨大化という資本制生産の新たな生産力段階に固有な問題とは言えないであろう｡（傍点原
　　文）」（同，前掲論文n, 76号，31頁）といわれる。
　　　たしかに，結合生産一般は「資本制生産の新たな生産力段階に固有な問題」ではなく，ヒルファディング
　　も指摘しているように，「資本主義的生産様式に当初からともなうものである」(S.284,中. 34)といえな
　。くもないが，ここで取り上げている結合生産は，それか「独占」から切り離されてそのものとして規定され
　たとしても（筆者はこうした理解には疑問のあるところであるか），固定資本の巨大化という資本制的生産
　の新たな生産力段階に規定されたものとして捉えられなければならない。すなわちそれは。株式会社制度に
　基づく資本流動化を基礎・前提としてはじめて成立する新たな資本の結合様式と，それを唄杵として実現・
　促進される固定資本の巨大化という資本制的生産の新たな生産力段階における生産組織形態として，その形
　態規定か与えられていると理解されるべきであろう。
　　このように捉えることによってはじめて，ヒルファディングの次の叙述も十全に理解されうるであろう。
　すなわち「われわれがすでに知っているように，資本の出入移勁はまさにかような生産部門ではほとんど超
　えることのできない柵にぶつかるであろう。したがって，利潤率均等化へのこの道は行くことかできない」
　　(S.341,中, 103)と述べて，資本が選択しうべき二つの道として，①結合生産と②カルテル化を挙げて
　いること，また「カルテルの影響から免れるためには，銑鉄工場自身か鉱山を自己に結合するだけでよい。
　これによって，銑鉄工場はカルテルからは独立なものとなり，その利潤率は正常な高さに達するであろう。
　……ｶヽようにして，まず第一にカルテルは結合生産への，したがってより進んだ集積への最も強い推進力と
　して示される。かような集積は，カルテルの生産物の買手であり且つ加工者である産業部門で特に著しく行
　われるであろう」(ibid.,同上）と述べていること，あるいは高山氏が取り上げられた彼の叙述，すなわち
　　「資本主義の最近の発展段階において，結合生産の経験しつつある異常な加速は，経済的原因から，特にカ
　ルテルの結成から生じた強力な推進力に負うものである」(S.285,中, 35)と述べていることなどについ
　て，その意味・内容をより正確に理解することかできるであろう。
　　したがって，「相異なる産業部門における利潤率の相違」という場合の利潤率の相違とは，資本の「原子
　的競争」下に展開される「たえざる不均等のたえざる均等化」としての「利潤率の不均等」つまり「利潤率
　の相違」のことではない。それは資本の有機的構成の高度化，固定資本の巨大化，およびそれにともなう資
　本の最低必要規模の尨大化という競争諸条件の構造的変化による資本の流出入困難一同等化した巨大資本間
　の死活的闘争→利潤率の低下というこの過程に特有な傾向によって規定されるものである。そしてそれは，
　かかる過程特有の傾向によって，利潤率均等化メカニズムが構造的制約を余儀なくされる競争の独占への転
　化（過程）の論理段階における産業循環の諸条件から生ずる「相異なる産業部門における利潤率の相違」の
　ことでなければならない。したがってそれとの関連において，結合生産もまた固定資本の巨大化という資本
　制的生産の新たな生産力段階に特徴的な形態として把握されているのである。
（3）高山氏は，部門内競争制限による利潤率上昇効果を，その「部面の利潤率を，その平均以下的状態よりも
　高くする」(S.285,中. 36)というヒルフッ･ディングの主張は，「極めて消極的なものとしてとらえてい
　る（ｲ旁点原文）」（同，前掲論文D,76号，3S頁）といわれて，次のように批判される。すなわち，「『独占』
　の形成期にあっては，それか言わば，防衛的，消極的側面を指向していたかもしれないが，彼の対象として
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いる，既に確立をとげた『独占』が平均利潤率以下への利潤率の低下を下支えすることを目指して，部門内
競争制限を行なうとみることは事態適応的把握ではあるまい（傍点原文）」（同上）と。しかし，第三篇第11
章「利潤率の均等化における諸障害とその克服（の前段）」において取り上げられている部門内競争の制限
の基本的内容は，高山氏が強調されるように「既に確立をとげた独占が平均利潤率以下への利潤率の低下」
をいかに克服するかを問題として論述されているのであろうか。それはけっしてそうではないであろう。
　ここでは競争の独占への転化の過程に焦点が合わせられており，したがって，部門内競争制限もまた部門
内における資本関係か競争状態にあるそうした諸条件を論理的前提として取り上げられているのである。そ
れは，この部門における競争が「既に確立をとげた独占」支配のもとで独占利潤（率）を平均利潤（率）以
下へ引き下げて，独占的支配それ自体の存立基盤を崩壊せしめる危機としてあらわれてきたことから，かか
る競争の制限か問題となっているのではないし，またこの部門の競争か独占利潤の安定的確保の一定の障害
要因に転化したということから，かかる競争の制限か問題になっているというのでもない。
　そもそも独占的支配の確立している部門においては，競争が「利潤率の危機」を惹起せしめ，資本の自己
否定化を導き出す主要な現実的要因となっているような資本関係のもとにあるのでない。むしろここでは，
競争は制限・止揚されており，資本相互間の協調関係に基づく独占的結合支配のもとにおかれているのであ
る。だから上述のような理由は問題にはなりえない。勿論，独占的支配のもとでも，この段階に固有な競争
かあり，また場合によっては，独占の競争への逆転化の可能性もないわけではない。そしてこの可能性の原
因となる経済的諸条件か存在する限り，これらが独占的結合の行勁様式を制約する一要因となりうることも
否定するものではない。
　ヒルファディングは，独占的支配のもとでの競争については次のように述べている。すなわち，「カルテ
ル化は，カルテル化された諸企業の収益のより大きな確実性と一様性を意味する。以前は個別企業にとって
往々生命にかかわるものだった競争の危険は，除去されている」(S.334,中, 95)。つまりカルテル化企業
にとっては，利潤率の危機→資本の自己否定化をもたらすという意味での「競争の危険」，「生命にかかわ
る競争」は取り除かれているということである。独占的結合かその支配を確立しているとすれば，問題とな
っているような「競争制限」への関心はないとみなければならない。だから，高山氏のいわれるようにヒル
ファディングは「既に確立をとげた『独占』が平均利潤率以下への利潤率の低下を下支えることを目指し
て，部門内競争制限を行なうとみること」（同上）によって，この問題（部門内競争制限の問題）を取り上
げているわけではないし，したがって，それはけっして「事態適応的把握ではあるまい」（同上）というこ
とにはならないのである。
　部門内競争の制限＝自由競争の制限とは，部門内における諸資本の関係が競争状態にある場合にのみ問題
となるのであり，かつ経済理論的関心となりえる。それもその競争が，個別資本にとって最大限の利潤追求
つまり利潤率上昇の限杵となりえている論理段階においては，競争を制限・止揚するということは，より大
なる利潤（率）の獲得のための自由な資本の行動を制約することになり，資本の個別的利害と真向から矛盾
・対立せざるをえない。したがってこの場合には，競争制限は問題とはなりえない。競争は保障されなけれ
ぱならないからである。
　競争制限が問題となるのは，競争が利潤追求の限梓（条件）から「利潤の危機」を生ぜしめ，「生命にか
かわる」否定的要因に転化したとき，つまり利潤追求の決定的な障害要因に転化したときである。すなわち
　「競争からは，資本はみな一様に不利益だけを期待せねばならない」(S.275,中, 23)ようなそういう事
情のもとにおかれた場合に，換言すれば，「利潤はー産業部門における競争か完全に排除されるときに最高
に達するであろう」(ibid.,同上）というそういう条件のもとにおかれた場合にはじめて，競争制限への諸
資本の共同の努力が開始されるのである。
　そしてこの競争による「利潤率の危機」の論理段階こそは，高山氏かいわれるように「既に確立をとげた
　『独占』が……競争制限を行なう」過程ではなく，自由競争の独占への転化の過程に当たるのであり，それ
が，ヒルファディングの場合には，「固定資本の巨大化心
同等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限」という
独占形成の論理をなしているのである。ヒルファディングの部門内競争制限の問題は，ま｡さにかかる論理次
元の問題である。したがって，競争制限は直接的には「この部面の利潤率をその平均以下的状態よりも高く
することを目的」（同上）とすることになる。
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　二　独占的結合形態と市場支配メカニズム
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　1.独占的結合の市場支配に関する若干の問題
　すでに明らかにしてきたように，ヒルファディングの独占的結合形成の論理の特徴は次のように
把握することができた。すなわち，「信用→株式会社制度一信用・銀行制度の構造的変化一銀行資
本と産業資本の緊密化」という「銀行資本と産業資本の緊密化」の論理を基礎・前提とし，それと
の関連のなかで，①重工業部門における「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の
流出入困難一同等化した巨大資本間の死活的闘争-→利潤率の平均以下への低下ｉ利潤率均等化の崩
壊一競争制限」という競争諸条件の構造的変化に基づく競争制限への上向的な論理を通じて独占的
諸結合成立の一般的傾向が導き出されているということ，続いて②独占的諸結合の成立した産業部
門を発生地点として，独占的諸結合がいわば「同心円」を描いて関連諸部門へと波及していくとい
うことである。
　換言すれば，重工業部門においては，資本の有機的構成の高度化,‘それに基づく固定資本の巨大
化・資本の最低必要量の尨大化か進展していること，競争も同等化し巨大化した資本間の競争であ
るが故に↓お互いの存在を危うくする死活的闘争に転化していること，したがって利潤率も平均以
下的水準にまで圧し下げられ資本の自己否定化に導く利潤率の危機としてあらわれざるをえなくな
ったこと，他方，資本は少数化し巨大な同等者として成長しているか故に，「共同の努力」による
相互協定の可能的条件が成熟しでいること，資本の平等・同等性の実現形態としての利潤率均等化
の運動が，一方で失ったものを他方で取り返そうとする独占的諸結合の形成への動きとしてあらわ
れるようになったこと，さらにかかる諸結合の形成過程それ自体，それと密接な利害関係にある銀
行（それは，信用機関としてだけでなく金融機関としての側面をも併せもつ「兼営的」銀行として
構造的変化をとげている）によって促進されることなどか独占的結合の成立条件として捉えられ，
それらの全面的展開を通じて重工業部門における独占的結合の形成，それを発生地点とする広汎な
産業諸部門への独占的諸結合の波及的成立が導き出されているということである。
　以上の諸点から明らかなように，ヒルファディングの独占的結合形成の論理は，貨幣＝信用的次
元で把握されているもの（1）ではなく，資本制的再生産過程を主導する重工業部門における資本の有
機的構成の高度化，それにともなう固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化という新たな経
済的諸要因の形成・展開，それに基づく競争諸条件の構造的変化から自由競争の一定の形態変化と
いう「過渡的」諸条件の媒介によって，競争制限・止揚の論理が析出されているということができ
るのである。
　ところで，このような独占的諸結合の形成過程は，同時に銀行資本と産業資本の関係のさらなる
緊密化過程でもある。この銀行資本と産業資本の緊密化の過程は独占的結合の形成過程の論理的前
提をなすと同時に，後者の過程の展開それ自体を制約しながら，しかも逆にそれによって，根本的
には規定されるという関係のもとで自己の過程を展開せしめていくのであるが，他方，それは株式
会社制度を媒介とする信用・銀行制度の構造的変化→銀行業の集積に規定され，それに対応した新
たな展開形態をとることによって，独占資本主義段階の支配資本範鴫たる金融資本的結合関係の論
理的基礎を確定することになるのである。
　すなわち，自由競争の独占への転化によって，それと対応的な銀行資本と産業資本の関係の緊密
化もまた，独占的結合関係に転化し，産業資本と銀行資本の融合・癒着としての金融資本の成立を
もたらすことになる。かくして諸産業部門を支配するに至った独占的諸結合＝独占的産業資本は，
金融資本の一分肢としてそれらの部門において資本相互の協力・結合関係をうちたてることによっ
て，「同等者間の死活的闘争」とそれに基づく「利潤率の危機→資本の自己否定化」を回避し，
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また相互の協定に基づいて供給制限バ面格の引上を可能にすることによって，高利潤の取得とその
安定的確保を可能ならしめることになる。
　換言すれば，独占的諸結合は重工業部門における固定資本の巨大化・資本の最低必要ｍの尨大化
の論理段階での「同等化した巨大資本間の死活的闘争→利潤率の危機」という資本の自己否定化傾
向を，直接的契機として導き出されるものである。それ故に独占的結合は，先ず売手として大規模
化し同等化した諸資本相互間の死活的競争を制限して当該部門の供給ｍを抑え，それに基づいて，
もし競争（それは不可避的に死活的闘争とならざるをえない）がおこなわれているならば成立する
であろう生産価格（したがって利潤率の危機としてあらわれる市場価格）を上回る水準の点に価格
を設定し，利潤（率）を引き上げなければならないということになる。これがこの論理段階におけ
る独占的諸結合による市場支配＝価格支配の問題である。
　そこで先ず，独占的結合はいかにして市場を支配しうるのかということか明らかにされなければ
ならない。この場合，市場支配は価格支配の形態をとってあらわれる。ヒルファディングは第11章
　「利潤率の均等化における諸障害とその克服（の後段）」で，先ず「一の独占的結合か市場価格を
支配しうるためには，総生産においてどれだけの割合を占めねばならないか？この問はすべての生
産部門について一般的には答えられない」(S.289,中. 41)と述べた後，続いて，しかし「好景
気の時期と不景気の時期とにおける競争者たちの態度の相異を想起すれば，これに答えるためのー
つの手懸りが得られる」(ibid.,同上）として，それに関して次のように述べている。　すなわち，
独占的諸結合の目的は価格引上による利潤引上であるかバ面格はけっして随意なものではない。な
ぜなら，それは第一に需要・供給に懸るからである(S.297,中, 50)。すなわちここでは，独占
的結合がいかに強固であったとしても，その価格は任意に引き上げることはできないということを
明示したものである。なぜなら，「独占的価格の引上→高利潤」は，「生産の拡張→供給の増大」
を生ぜしめ価格協定の維持を困難にするからである。
　ヒルファディングによれば，「需要が供給を超える好況期には，生産物の価格はいずれにせよ可
能な限りの最高なものとなるであろう。かような時期には，アウトサイダーはカルテル価格よりも
むしろ高く売り低くは売らない」(S.289,中, 41)。　したがって，このように価格か上昇傾向を
もつ好況・繁栄期には，それもただ限られた範囲ではあるが，独占的結合の価格支配は「単なる価
格協定」でたりうるであろう。この時期には，独占的結合は自己の設定する価格を超える市場価格
で販売することによって，いま一つの「超過利潤」を取得することもできるであろう。しかしこの
場合にも，単純な価格協定では，極く限られた範囲を除いては，市場価格を支配するには不十分で
ある。なぜなら，「上昇した価格は生産の拡張を誘う。　供給は増大し，結局，価格協定は維持さ
れえなくなるであろう」(S,297,中, 50)からである。ことに需要の拡大か予想されうる好況・
繁栄局面においては，独占的結合に固有の積極的な生産の拡張競争か展開されうることか予想され
る。独占的結合は強大な資本力をもつ結合資本の巨大事業組織体であるから，自己の機能を最大限
に発揮することによって，独占的高利潤を取得したいという激しい欲求をもっている。ただ需要の
拡大が予測しえない市場条件のもとで，かかる欲求か抑制されていたにすぎない。
　持続的な需要の拡大と上昇した価格のもとでは，独占的諸結合は，これまで抑制していた生産の
拡張欲求をいっせいに顕在化せしめ，この論理段階に固有の激しい生産拡張競争か展開されること
になるであろう。一部の独占的結合によって生産の拡張か開始されると，それによるマーケット・
シェアの拡大運勁か生じ，既存企業の間にマーケット・シェアの拡大と維持をめぐっての攻防が激
しく展開されることになる。そのような競争の強制圧力のもとで，残りの独･占的結合もマーケット
・シェアの低下を阻止するために，生産の拡張に踏み切らざるをえなくなる。かくして，「生産の
拡張→マーケット・シェアの拡大」から「マーケット・シェアの維持→生産の拡張」を自己目的と
するいわゆるマーケット・シェア獲得競争が展開されることになる。その結果，「過剰生産‐供給
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過剰」を惹起せしめ，その圧力のもとで死活的なマーケット･シェア獲得・争奪戦が余儀なくされ，
売手間の競争が激化することにより，価格協定の破棄に導くことになる。かくして独占的価格形
成メカニズムは崩壊し，単なる市場価格＝生産価格形成メカニズムヘの転化を余儀なくなされるこ
とになる。しかし，このことは再び巨大化した同等者相互の間での血を血であらうような死活的闘
争の真只中に身を曝すことを意味する。独占的結合にとっては，それは避けねばならない。そのた
めにはなんとしてもその原因をなす「過剰生産→供給過剰」をコントロールしなければならない。
　では一体いかにしてコントロールされうるのかが問題になるが,･それか独占的結合による生産の
制限・供給調整である。独占的結合は生産制限・供給調整にまでおよぶことによってはじめて，そ
の支配を安定的に維持し，価格協定それ自体もまた強固な現実的基盤を獲得しうるということにな‘
る。そこで，価格協定したがって独占的結合による価格支配は，肝心要めの勝負どころである不況
期の生産制限・供給調整がいかにおこなわれうるかによって規定されることになる。かくして需要
より供給の方が大きい不況期において，独占的結合がいかに市場価格を支配しうるかということが
問題になる。独占的結合が景気変動の全局面を通じて市場価格の支配力を有しているかどうか，そ
の結合力を維持しうるかどうかは，まさにこの時期に問われるのである。すなわち，「この時期に
こそ，結合が市場を支配するかどうかか示されねばならない」(S.289,中, 40のである。
　’ところでヒルファディングによれば，「独占的結合か支配するのは，結合による生産が市場の供
給に無条件に必要な場合であろう。結合は，その価格か同意されるときに，はじめて売るであろ
う。そしてこの価格は，カルテルによる供給が市場にとって不可欠なのだから，同意されざるをえ
ない」(ibid.,同上）ということになる。ここにみられるように，独占的結合が市場（価格）を支
配しうるのは，独占的結合による生産（量）か市場の供給（社会的需要に対応するに必要な供給）
にとって，無条件に必要な場合である。この場合にはじめて，独占的結合は，自ら設定した価格か
市場に受け容れられるときにのみ，供給をおこなうという強力な立場にたつことかできるようにな
る。しかもこの価格は受け容れられざるをえないのである。なぜなら，この場合，独占的結合＝カ
ルテルによる供給はその市場にとって，つまり社会的需要の充足にとって不可欠だからである。
　このことは，独占的結合の市場支配＝価格支配に，単なる価格協定だけでなく生産制限・供給調
整の要素が組み込まれていることを示すものである。これは極めて重要な観点である。なぜなら，
すでに指摘したように独占的結合の市場支配＝価格支配は単なる価格協定では不十分であるからで
ある。この論理段階にとどまる限り，「過剰生産→供給過剰」を阻止することはできないし，それ
にともなって惹き起こされる売手間の競争の激化→価格協定の崩壊の危機を回避することもできな
いであろう。この「崩壊の危機」の原因が過剰生産であり供給過剰であるが故に，独占的結合の市
場支配＝価格支配にとっては，まさに彼らによっていかに生産制限・供給調整がおこなわれうるか
ということか問題になってくるのである。だから，ヒルファディングは「カノレテルは，市場に不足
な量をこの価格で売りうるであろう。しかしその時，カルテルは市場か負担過重にならない程度に
生産を制限せねばならない（傍点中田）」(S.290,中, 41)と述べているのである。
　したがって，独占的結合が生産を制限することに成功して「過剰生産→供給過剰」を阻止するこ
とができるとすれば，それによって生ずる独占的価格の崩壊の危機を回避することができるという
ことになるわけである。このように，ヒルファディングが独占的結合の市場支配＝価格支配に生産
制限・供給調整なる要素を組み入れたことは，決定的意義をもつものとして評価せざるをえない。
このようにして，独占的結合は自ら設定した価格で供給をおこなうことかできるようになる。不況
期においても，独占的結合は生産制限・供給調整に基づいて価格を引き上げて高利潤＝独占利潤を
取得しうるのである。
　ところでアウトサイダーの場合はどうであろうか。ヒルファデ｡イングによれば，「カルテルは市
場が負担過重になら方い程度に生産を制限せねばならないが，アウトサイダー･の方はその全生産を
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売らねばならない（2）」(ibid.,同上）。すなわち，アウトサイダーは結合形態をとりえていないか
故に，独占的結合のように，生産制限・供給調整をはかって「過剰生産→供給過剰」をなくして，
独占的価格の崩壊の危機を回避したり，あるいは生産を制限し供給を調整することによって価格を
引き上げ，不況期においてすら高利潤を確保するということはできない。アウトサイダーは売手と
しては全く狐立無援であり，何事も個別的に対応しなければならない。したがって，売手として自
分の全商品だけを売りつくそうとするであろう。いずれのアウトサイダーもそう願い，そう行動す
るであろうから，市場争奪をめぐる売手間の競争が激化する。価格は引き下げられ利潤（率）も低
下する。このように，彼らは生産の無政府的展開のなかで競争相手に先んじてその全生産を売らね
ばならないのである。
　ところでヒルファディングによれば，生産制限・供給調整に基づく独占的結合の価格政策が最も
容易におこなわれうる産業部門は，「生きた労働」の比率が高く，資本の有機的構成かあまり高く
ない部門である（3）。例えば，①　鉱石や石炭などの鉱山業のような「抽出産業」である。　なぜな
ら，このような部門は生産制限による機械設備の遊休化による損失か比較的軽微であり，②　不況
期にも消費かあまり制限されないような部門である(ibid.,同上）からである。しかし実際には，
かかる二条件を有していない産業部門がある。むしろ俎上にある独占的結合は，これまで明らかに
されたように「固定資本の巨大化・資本の最低必要量の尨大化→資本の流出入困難→同等化した巨
大資本間の死活的闘争→利潤率の平均以下への低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限」という論理
的道筋において導き出されたものであるが故に，このような産業部門は最高度の有機的構成と最大
級の固定資本設備を擁する部門である。独占的結合による市場支配＝価格支配の問題はまさにこの
ような部門における単純な価格協定だけでは「過剰生産→供給過剰」を阻止しえず，独占的価格の
維持を困難ならしめるという問題意識から発したものであった。
　そこでヒルファディングは次のように論理を進めていく。すなわち，生産制限・供給調整に基づ
く価格政策か最も容易におこなわれうるための上記の諸条件，①「生きた労働」の比重か高く有機
的構成があまり高くなく，②不況期にも消費かあまり制限されることがないというこの二つの条
件を有していない産業部門においては，生産を制限し供給を調整することによって独占的価格を維
持することは困難であろうか，と。しかしそのためには，このような産業部門において生産がいか
に制限され，供給がいかに調整されうるかが明らかにされなければならない。
　このよう方産業部門は，資本の有機的構成か最高度化し，固定資本設備か巨大化しているか故
に，生産の制限・供給の調整による生産設備の遊休化によって損失が大きい部門である。したがっ
て独占的結合か，いまだ全生産を支配するに至っていない場合には，生産の制限・供給の調整は必
然的に減じられた生産E1に対して，生産費を上昇せしめ利潤率の低下を惹起せしめることになりか
ねない。この論理段階においては，このような価格政策は容易にはおこなわれえないということに
なる。かくして独占的結合は，生産制限・供給調整に基づく価格政策をおこないえないとすれば，
アウトサイダーに対して価格引下をもってその販路を維持せざるをえなくなる。しかしそのときに
は，市場支配＝価格支配に対する支配力を喪失せざるをえなくなるので，もはや独占的結合は市場
支配力を失い，したがって同時に，その「独占的」性格をも失うことになるであろう。すなわち，
自由競争の再現である。
　ところで，生産制限・供給調整に基づく「価格政策」を容易ならしめる上記の二条件を擁してい
ない産業部門では，独占的結合かその支配力をためされる不況期においては，市場支配＝価格支配
は困難であるということになるのであろうか。　そこでは独占的結合，したがって独占的価格，し
たがってまたその市場支配は成立しえないということになるのであろうか。もしそうであるとすれ
ば，このような産業部門において独占的結合か成立し，市場価格を支配し，独占的高利潤を取得
しているというそのことは，一体どのように説明されうるのであろうか。ヒルファディングの所説
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に即してさらに歩を進めてみることにしよう。
（1）飯田裕康，前掲書, 197頁。　この点に関しては本稿第一章「独占的結合の成立と価格形成メがニズム」で
　　指摘した通りである。
　（2）この点に関して，高山満氏は次のように述べておられる。すなわち，「『アウトサイダーの方は，その全
　　生産を売りうる』……と述べているのはどういうことであろうか？この立論が，不況期についてなされてい
　　るのならば，一前後の文脈からみて，そう考えざるをえない一一，『独占的結合』グループの資本は『金
　　生産を売りうる』が，アウトサイダーは，むしろ好況期の過剰蓄積の反勁で，狭溢な販路に苦しむとすべき
　　ではなかろうか（傍点原文）」（同「競争の形態変化と景気循環の変容Ｈ」，『東京経大学会誌』76号，48頁）。
　　　こうした高山氏の見解は，「アウトサイダーの方は，その全生産を売りうる」とした岡崎次郎訳（『金融
　　資本論』，岩波書店文庫版〔中〕，41頁）と同様の解釈に基づいてなされたものと思われる。たしかにそうし
　　た解釈もできうるであろう。むしろ一般的には，ヒルファディングの所説はそのように解釈され，したかっ
　　て高山氏のような批判もおこりうるであろう。しかし，それを文脈に即し原文に照らして判断した場合，こ
　　の訳は適切ではないように思われる。むしろ，文脈に即した原文の意味・内容からかけ離れ，それと対立す
　　るごとき意味・内容になっているという点では，明らかに問題があろう。この点,。「アウトサイダーがその
　　全生産を売りうるようにしなければならない」とする林要訳『r金融資本論』，大月書店文庫版〔下〕，37頁）
　　は文脈に即して苦心された後がうかがわれるが，翻訳として問題があるし，原文の意味・内容を示しえてい
　　ないという点でも，やはり問題があろう。当該個所は，原文では次のようになっている。
　　　Das Kartell wird zu diesem Preise das dem Markte fehlende Quantum verkaufen konnen.
　　Dann aber muB es die Produktion, so stark einschranken, daB es den Markt nicht uberlastet,
wahrend die AulJenseiter ihre Production absetzn konnten. (ＤａｓＦｉｎａｎｚkapilal、ＥｉｎｅＳtｕｄiｅ
　　仙ｅｒ die jｕｎｇｓtｅＥｎtｔｕ　ｔcfelｔｔｎｇｄｅｓＫ卯1･taliｓｍｕｓ, ＤｉｅtｚＶｅｒｌａｇ，Ｂｅｒline， V9SS，　Ｓ.190）｡
　　問題は,当該個所についてのヒルファディングの記述に誤りかないとすれば, absetzen konnt凹|のkonnen
　を極＜限定された＜能力＞の意にのみ解するべきではなく, mussenの意味をも同時に内含しているものと
　解すべきではないであろうか。’そう解釈しうるとすれば，当該個所は，「アウトサイダーはその全生産を売
　らねばならぬ」ということになり，文脈に即した解釈が可能となるであろう。すなわち，アウトサイダーは
　結合生産形態をとりえないか故に，生産・供給を制限し価格を引き上げ，そのことによって利潤を確保する
　という政策をとりえない。彼らは生産の無政府的展開のなかで競争相手に先んじて，「その全生産を売らね
　ばならぬ」のである。ヒルファディングはこのように述べていると考えられないであろうか。なお，林訳で
　は「カルテルかこの価格で売ることめできるのは，その市場に不足している量であろう。それには，しか
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　し，生産を制限して，市場か過剰にならないようにし，アウトサイダーがその全生産を売りうるようにしな
　ければならない（傍点中田）」（同上）となっているが，これでは一体何のことか意味不明といわざるをえな
　い（なお，以上の点については，今後改めて厳密な検討をおこなうつもりである）。
（3）高山満氏は，「しかし，今彼（ヒルファディングー中田）か問題にしている『独占的結合』はとりわけ
　強大な固定設備を擁する産業部門での，利潤率の低下を回避しようとする『独占的結合』の政策なのである。
　から，このような例を挙げることは余り意味かないと言ってよい。ヒルファディング自身もこの点を意識し
　てか，議題を本筋に戻し，次のように立論を進めて行く」（同，前掲論文II, ･ 76号，49頁）といわれる。し
　かし，ヒルファディングは「このような例を挙げることは余り意味かない」ということを意識して「議論を
本筋に戻し」たのではなく，もともとそうした問題設定のうえで，生産制限に基づく「価格政策」の論理を
　展開しているのである。
　2.独占的結合と市場支配の基本的論理（Ｉ）
　ヒルファディングは，「カルテルが平均需要だけを充たし，景気需要の充足をアウトサイダーに
ゆだねてお’くならば，カルテルはこの制限を避けることかできる」(S.290,中, 42)と主張す
る。すなわち，景気循環の好況・繁栄期において生ずる追加的需要部分の充足に当たっては，これ
をアウトサイダーにゆだね，独占的結合＝カルテル自体は，もっぱら「平均需要」つまり「市場供
給に無条件に必要な需要」(S.289,中. 41)の充足部分をうけもっていれば，かかる困難は克服
しうるであろう，と彼は言うのである。しかし彼は，この点をもって直ちに独占的結合＝カルテル
による市場支配＝仙格支配の実現を説いているわけではない。この抽象的な論理段階にとどまって
いる限りにおいては，それはなお，独占的結合＝カルテルにとっては必要条件であるにすぎないと
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いうわけである。ヒルファディングによれば，独占的結合＝カルテルによる市場価格支配か実現し
うるためには，第一に，アウトサイダーがその供給量を好況・繁栄期の追加需要か要求する範囲を
超えては生産しえない場合に限られるというこ･と，第二には，アウトサイダーが独占的結合＝カル
テルよりも高い費用で生産をおこなう場合に限られるということである。
　第一については，もし，アウトサイダーの生産量・供給丘tがこの追加需要の範囲を超えておこな
われるならば，独占的結合＝カルテルの販路自体か蚕食され，狭められる危険かあるからである。
第二については，もし，独占的結合＝カルテルとアウトサイダーとの間にそうした生産性格差，し
たがって費用格差か存在しないならば，独占的結合＝カルテルには，もはや独占的高利潤をもたら
す価格形成能力，すなわち独占的市場支配＝価格支配力を持ち合わせていないということになるか
らである。したがってただ単に，「平均需要」すなわち「市場供給に無条件に必要な需要」部分の
充足をうけもつということだけによっては，独占的結合＝カルテルはこれらの競争者＝アウトサイ
ダーを市場から駆逐して，自らの販路を保証することかできなくなるばかりではなく，かかる「需
要」の充足部分をうけもつことすら不可能になってしまうであろう。したがって独占的結合＝カル
テルにとっては，生産性格差，費用格差か市場支配＝価格支配力の構成要素に組み込まれることに
よってはじめて，追加需要の要求たる範囲を超えては生産・供給しえないというその点にアウトサ
イダーの全行動を規制することかできるようになるし，またアウトサイダーの存在それ自体を独占
的結合の利益において捉えていくことかできるようになる。
　かくしてそのことによって，独占的結合＝カルテルは「景気変動による一切の負担」をアウトサ
イダーに転嫁しつつ，自らの販路を維持できるので，好況・繁栄期においては高い超過利潤を取得
し，不況期においてさえも，いわゆる「正常利潤」を実現しうるということになる。他方，この不
況期においてアウトサイダーは駆逐される。しかし，独占的結合＝カルテルかその生産性において
優越し，強固な市場支配力を発揮しうる論理段階においては，アウトサイダーの存在それ自体は独
占的結合＝カルテルの利益において捉えられるようになるので，彼らの存立そのものか，独占的結
合＝カルテルの利益においてなされることになるのである。以上の点から明らかなように，ヒルフ
ァディングは，不況期における独占的結合の生産量の基本的枠組の設定と，これに対応する独占的
価格の形成を指摘することによって，それが単に不況期における独占的結合の市場支配＝価格支配
を規定するだけでなく，好況・繁栄期における独占的結合の市場支配＝価格支配を，したがって景
気変動の全局面を通じての独占的結合の市場支配＝価格支配を根底において規定するものであるこ
とを明らかにしたという･ことができる（1）。
　ところで，独占的結合の市場支配＝価格支配にとって決定的に有利となるかかる条件は，独占的
結合がその大きさと技術的設備とにおいて，アウトサイダーに比較して優越しているような経済的
独占を形成している場合にはすでに充たされているということかできる。ヒルファディングはその
　「顕著な一例をなすもの」として，アメリカ鉄鋼業における独占的結合の市場支配＝価格支配に
関する例証を，ヘルマン・レヴィ『合衆国における製鋼業』から次のように引用している。すなわ
ち「顕著な一例をなすのは，鉄鋼トラストの政策である。　この結合体〔korporation〕はその生
産を容易に高めうるであろう。それをしないのは，不況期に過剰生産の重荷を負うことを避けるた
めである。『銑鉄生産業における結合されだ大企業には，常に販路を見出す生産の基本額をもつこ
とが望ましく思われる。この目的を達するために，・要の旺盛な時期には，生産費の高い，結合さ
れていないアウトサイダーを安んじて増加させ，そのうえ，買取によって彼らに仕事を与えさえも
する。　そこで，遅れた経営も価格の上昇によって再び利益を上げうるようになり，投機熱は結合
せぬ新たな諸経営を生じさせることになる。要するに生産費は，従来の最低生産費に比して上昇
するにもかかわらず，生産は増大する。　これは増大する需要か飽和させられて価格か再び低下す
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るまで続く。　そこで好景気の時期に運転され始めた高炉は，高い生産費で作業する限り，売手･と
しては市場から姿を消す。　それは，まもなく記録すべき剰余をもたなくなるからである。　最も低
廉に作業するものだけが後に残る。　それらはなお剰余を上げつつ生産しうるからである』(Her-
mann Levy･に）ie Stahlindustriein den Vereinigten Staaten“, Belrin　1905, S ｡156,但し
｡Das Finanzkapital“所収）」(SS. 291―292,中, 43―44)。
　この引用文は二十世紀初頭のアメリカ鉄鋼業における独占的結合の市場支配＝価格支配に関する
実証であるか，このなかで明らかなように，独占的結合の市場支配＝価格支配の基本的性格を規定
するものはなにかということである。すなわち，不況期における需要縮減による過剰生産の負荷を
いかに回避し，独占的結合たることを集約的に表現するこの時期の価格を，いかに維持するかとい
うことである。そのことがとりもなおさず好況・繁栄期における独占的結合の市場支配＝価格支配
を，したがって全循環局面における独占的結合の市場支配＝価格支配を根底において規定するもの
になるということである。この立場から独占的結合は，「常に販路を見出す生産の基本額」(S.291,
中, 43),すなわち，「その大量において不況期にも好況期にも剰余を上げつつ作業し，かつ，販路
を見出す生産の基本額」(S.292,中, 44)を定め，この生産の基本額に対応する価格を自ら設定
するということになる。ヒルファディングはこのことを例証しようとしたのである。換言すれば彼
は，レヴィ『合衆国における製鋼業』から20世紀初頭のアメリカ鉄鋼業における独占的結合の市場
支配＝価格支配に関する上記の部分を引用することによって，彼自身がこれまでに明らかにしてき
た独占的結合の市場支配＝価格支配の基本的考え方を確証せしめ，この論理段階での独占的結合の
市場支配＝価格支配の論理，すなわち不況期における生産の基本額の設定と，それに対応する価格
形成に基づく景気変動の全局面を通じる市場支配＝価格支配の論理を明らかにしようとしたのであ
る。では，この論理段階における市場支配＝価格支配はどのように捉えられうるであろうか。
　ヒルファディングによれば，「その大量において不況期にも好況期にも剰余を上げつつ作業しえ，
かつ，販路をも見出す生産の基本額」(ibid.,同上）が設定されると，独占的結合はそれに対応す
る価格の形成を通じて，「好況時には高い特別利潤を実現し，不況時には正常利潤を実現する」（S:
291,中, 42)ようになる。この「正常利潤」の取得こそは，景気変動の全局面に通じる独占的結合
の市場支配＝価格支配の最低必要な条件＝基本条件である。したがって，独占的結合の価格形成は
この「正常利潤」の実現を保障するに十分な水準の点に設定されなければならない。そうだとすれ
ば，価格は「景気の変動のすべての段階を通じて市場供給に不可欠な生産部分」＝「常に販路を見出
す生産の基本額」を基準としてこの産出量のための費用をもって「正常利潤」形成の費用とする（2）
ことによって，設定可能となる。いわばこの不況期における独占的価格の形成こそは，「生産の基本
額」の設定に対応する価格として，不況期における独占的結合の市場支配＝価格支配を直接規定す
るだけではなく，景気変動の全局面を通じて独占的結合の市場支配＝価格支配をその根底において
規定するものとなるのである。しかし，独占的価格の形成に関する本格的な展開は第四章「独占的
結合の価格形成と超過利潤」で後述するので，ここではこの程度にとどめておかなければならない。
　さて，このように，独占的結合が「生産の基本額」を設けると，好況・繁栄期における追加需要
の充足はアウトサイダーにゆだねられ，不況期における需要の縮減による過剰生産の負荷もまた，
彼らに転嫁せしめられることになる。先の引用文の続きは，この点を次のように証明している。す
なわち，「『かくして，その大量において不況期にも好況期にも剰余を上げつつ作業することができ，
かつ，販路をも見出す生産，かような生産の基本額を形成するものは，かの諸企業，なかんずく，
この結合体である。アウトサイダーのより大きな競争の生ずることは，好況期には結合体に害を与
えるものではない。なぜなら，もし，結合体か増大する需要に自ら応じようとするならば,需要の減
退に際しては過剰生産をより痛切に我が身に感ずることになるであろうか，過剰生産は前述のよう
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に，先ず第一に，アウトサイダーに命中するからである」(Hermann Levy･ 。Die Stahlindustrie
in den Vereinigten Staaten“，但し, ,,Das Finanzkapital“ 所収）」(S.292,中, 44)。独占的
結合は不況局面における「生産の基本額」を定め，それに対応する価格を設定することによって，
景気変動の全局面を通じての市場支配の可能的条件を手にいれることかできるようになるか，かか
る独占的結合の市場支配＝価格支配の構造的特質は，独占的結合が好況・繁栄期にはアウトサイダ
ーの生産を追加需要の充足の範囲に押しとどめ，不況期には需要の縮減による過剰生産の負荷を，
もっぱら彼らに転嫁せしめる基礎要因を，先ず生産性の格差・費用格差に基づく独占的結合の優越
性に求めたという点にある。
　さらに，この優越性か独占的結合の「大きさ」と「技術的設備」とに裏付けられることによっ
て，独占的結合の市場支配＝価格支配を可能ならしめる条件，つまりアウトサイダーにとってより
不利な生産条件が充たされうるようになると，ヒルファディングは述べている。　しかし他方で，
彼は，このような独占的結合の優越性か「一時的だったり，十分には大きくなかったりすることも
しばしばある」(S.291,中, 43)とも述べている。そうであるとすれば，その場合には，独占的
結合は，その市場支配＝価格支配を持続的，安定的に可能ならしめる条件を，このようないまだ不
十分な「大きさ」と「技術的設備」を構成要素とする独占的結合の優越性なるものに求め，それ
で万事足れりというわけにはいかない。独占的結合の市場支配＝価格支配か経済的にいまなお強固
な基盤を確立しえていないこのような段階においては，好況・繁栄期における追加需要の範囲を，
はるかに超えて生産が増大される場合かおりうる。しかもこの場合，かかる生産の増大を同じ費用
か，またはより少ない費用でさえ可能ならしめる競争者かあらわれる(S.293,中, 46)とすれ
ば，このような競争者＝アウトサイダーの出現は，独占的結合の販路を蚕食することになり，その
市場支配をおびやかすことになるであろう（3）。
　ヒルファディングは，不況期における独占的結合の「常に販路を見出す生産の基本額」の設定
と，これに対応する「価格の形成」に基づいて，好況・繁栄期には追加需要の充足をアウトサイダ
ーにゆだねる一方，不況期には過剰生産の一切の負荷を彼らに転嫁せしめるということによって，
景気変動の全局面を通じての独占的結合の市場支配＝価格支配のメカニズムを明らかにしようとし
たのであるが，その場合これまで検討してきたように，彼は独占的結合のかかる市場支配＝価格支
配を可能ならしめる条件を，競争者＝アウトサイダーに比してめ優越性に求め，その優越性を規定
する諸要因がいかなるものであるかによって，独占的結合の市場支配＝価格支配の構造的特質とそ
の問題点を順次明らかにしてきたということができよう（４）。
　ヒルファディングは，先ず独占的結合の市場支配＝価格支配を可能ならしめる要因を産業部門の
自然的属性，すなわち①｀「生きた労働」の比重が高く有機的構成の高くない部門，②不況期に
も消費の制限の僅小な部門の二要因に求めるか，これらは特定の産業部門の自然的属性によるもの
であるか故に，独占的結合の市場支配の共通の要因とはなりえないものであった。そこで次に，共
通の‘経済的要因か問題にならなければならなかった。　先ず生産性の格差・費用格差が取り上げら
れ，それによって独占的結合の優越性とそのもとでの市場支配＝価格支配か導き出されたのである
が，さらにこれらの要因に独占的結合の「大きさ」と「技術的設備」という資本の規模と，その力
能とを結合させることによって，経済的独占体としての独占的結合の優越性を確定し，その市場支
配＝価格支配の構造的特質を捉えようとした。
　しかし，この側面からの独占的結合の優越性‐市場支配＝価格支配は，そもそも「一時的なもの」
であったり「不十分なもの」であったりする場合がありえ，独占的結合か当該産業部門における生
産の最大部分をその支配のもとにおさめていないような条件のもとでは，なおまだ十分なものでは
ないといわざるをえないということになるのである。以上が，これまでに明らかにされてきたとこ
ろのヒルファディングの独占的結合の市場支配の論理の特徴である。これは，独占的結合の形成か
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未成熟で，いまだ強固な経済的基盤を確立しえていない論理段階でめ独占的結合の市場支配の構造
に内在する限界性であるが，しかしこの限界は克服されなければならない。独占的結合か独占的結
合たりうるには，繰り返し指摘したように不況期における「生産の基本額」を設定し，価格を形成
して追加的景気需要の充足をアウトサイダーにゆだねながらも，不況期の過剰生産の負荷をすべて
彼らに転嫁せしめることによって，単に不況期だけでなく景気変動の全局面を通じてその市場支配
を持続していくのでなければならない。では，この論理段階において独占的結合がその市場支配＝
価格支配を持続的に可能ならしめる条件は，一体何であろうか。ヒルファディングは次のように述
べている。
　独占的結合の市場支配＝価格支配は，競争者＝アウトサイダーに対するその優越性に基づくもの
であるが，この優越性を規定する独占的結合の「大きさ」と「技術的設備」とが，それを保障する
に足りうるまでになっていない場合には，独占的結合の優越性はなお不安定な一時的なものにすぎ
ないということになり，その市場支配＝価格支配も恒常的なものとはなりえないということになる
か，このような場合でも，かかる脆弱な経済的基盤に基づく独占的結合の優越性がいわゆる「自然
的独占」すなわち「特別に有利な炭坑とか鉱坑とか落流」のような自然的条件の独占的支配と結合
したとき｡それは保障され，それに基づく独占的結合の市場支配＝価格支配は恒常的なものとなり
えよう，とヒルファディングは述べている（5）。すなわち，「この場合には，先ず，第一に，アウト
サ,イダーはカルテルにその生産物の販売を不可能にするほどには，総じて生産を拡張しえないであ
ろう。次にまた，一般に彼らか生産をなしうるのは，好景気の高い価格が彼らの高い原価にもかか
わらず，生産を許す場合だけであろう」(S.291,中, 43)ということになる。
　このように「自然的独占」と結合することによって，独占的結合はその資本力を尨大化せしめ，
それ故に高い強固な優越性を確保することになり，その市場支配＝価格支配を維持する確実性の程
度も一段と高いものになる。ヒルファディングは，このように述べた後，「自然的独占」との結合
の意義を次のように強調する。すなわち，「自然的独占の有無は，価格形成および生産費に，した
がってまた，独占的結合の存立と持続とに，その市場支配力の程度に決定的に作用する。それは，
市場を支配しうるためには結合がその手に握られねばならない生産中に占める割合の大きさを，決
定的に規定する」(S.293,中, 46)。そしてその事例として，「原料シンジケートの堅固さは，主
として生産の自然的諸条件の独占に基づいて」(S.294,中, 46)いるということを挙げている。
続いて，独占的結合はこう七た自然的独占だけではなく法律的独占をも取り込むことによって，そ
の独占的市場支配をさらに強固なものにしていくのである，と彼は述べるのである。
　しかし，ヒルファディングの独占的結合の市場支配＝価格支配の論理の基本的特徴は，こうした
　「自然的独占」との結合による高い強固な優越性にその安定的，持続的要因を求めているわけでは
ない。それは，独占的結合がいまなお強固な経済的基盤を確立しえておらず，したがってその市場
支配＝価格支配を持続的に維持することが困難である場合でさえも，「自然的独占」と結合するこ
とができれば，その市場支配＝価格支配を巨常的なものにすることかできるということであり，･だ
からその場合には，「自然的独占の有無は…独占的結合の存立と持続とに，その市場支配の程度に
決定的に作用する」CS.293,中, 46)ということになるのである。
　では，ヒルファディングにあっては独占的結合の市場支配＝価格支配の論理は，何か主要な側面
であり，一体それはどのような基本的特徴を示しているであろ’うか。いうまでもなく，ヒルファデ
ィングにあっては，独占的結合の市場支配＝価格支配の論理は，経済的独占としての結合に関する
市場支配＝価格支配の論理であり，そのものとして設定されているということかできよう。この論
理の基本的特徴は，独占的結合の経済的諸要因に基づくその優越性であり，それによる市場支配の
展開である。との論理の道筋は，生産性の格差・費用格差に基づく優越性と，それによる市場支配
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＝価格支配，さらにこれらの経済的要因に独占的結合の「大きさ」と「技術的設備」を結合させる
ことによるより強固な優越性と，それによる市場支配＝価格支配の展開，そしてさらに独占的結合
か「生産の最大部分を支配する」という条件の成立に基づく最強固な優越性の実現と，それによる
市場支配の持続的な維持という独占的結合の市場支配＝価格支配のさらなる展開を特徴とするもの
である。
　ヒルファディングの場合，独占的結合の市場支配＝価格支配のこの論理的道筋は，必ずしも論理
整合的に展開されているわけではないが，「生産の増加が自然的独占による制限を見出さず，した
がって追加的好景気需要の範囲をはるかに越えて生産が増大されえ，しかもこの増大がおなじ費用
か，またはより少ない費用でさえ可能な場合には，独占的結合の政策は，別の形態をとらねばなら
ない。その場合，市場の支配はその結合か生産の最大部分を支配しているかどうかに，主としてか
かっており，それを支配していなければ，カルテルは不景気によってその加盟者にとって無価値と
なり，ときには，瓦解してしまうだろう」(S.293,中, 46)と，彼が述べていることからも明ら
かなように，ここには「自然的諸条件」を考慮にいれない経済的諸要因に基づく独占的結合の一般
的優越性の問題と，それによる市場支配＝価格支配の持続的な可能的条件とが明確に指摘されてい
るということかできよう。
　さらにヒルファディングは，第三篇第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服」の最後
で，次章以下で論述される金融資本の蓄積様式に関する諸問題をその視野にいれながら，次のよう
に述べている。すなわち，「経済的独占そのものは，新たな企業を起こすのに必要な資本が大きけ
れば大きいほど，そして銀行と独占的結合とのむすびつきが緊密であればあるほど，ますます強固
であろう」CS.295,中, 48)と。すなわち，彼は独占的結合の市場支配＝価格支配がその「資本
力→技術的設備」を大規模化すればするほど，それにともなってますます強固なものになっていく
であろうと述べた後，ことに独占的結合の経済的基盤の強化（＝大規模化）過程は，独占的銀行と
の関係のさらなる緊密化過程であるか故に，独占的結合の市場支配＝価格支配はこの両者の関係が
一層緊密になればなるほどますます強固なものになると述べ，独占資本主義段階における資本支配
の最高形態が，独占的産業資本と独占的銀行資本との結合＝融合関係に基づく金融資本的支配の形
態をとるようになるであろうということ，そしてその場合に，資本の支配は最も強固なものとなり
うるであろうということを提示しているのである。
　以上，第三篇第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服（の後段）」の論理段階におけ
る独占的結合の市場支配＝価格支配の論理一一-その基本的条件の析出-に焦点を合わせて分析・
検討してきた。が，しかしここでは独占的結合は単一の存在，したがって単一の費用構造において
捉えられ，それと対応＝競争関係にあるものとしてアウトサイダーか存在するという場合が考察さ
れているのである（6J。　したがって①この論理段階においては，単一の独占的結合による市場支配
＝価格支配の問題であるが故に，部門内における独占的結合間の競争関係は捨象されているという
こと，②部門外からの資本の参入は考慮にいれられておらず，もっぱら需要と供給との関係の問題
レベルで取り扱われているにすぎないということである。こうした限定のうえに，独占的結合か，
①強固な経済的基盤を確立できておらず，生産の最大部分を支配するに至っていない段階と，②
一定の経済的基盤を確立し，生産の最大部分を支配するようになった段階との二つの段階に区分さ
れ，各々の段階（とくに前者①に焦点を合わせて）での独占的結合の市場支配＝価格支配か，その
競争者＝アウトサイダーとの対応・競争闘係一支配と従属－－のなかでいかに成立・展開するの
かということを，これまで述べてきた諸論点において明らかにしてきたということができよう。
　（1）高山満氏によれば，「不況期における『独占的結合』の産出・の基本的枠組み設定とこれに対応する『価
　　格形成』は単に不況期における『独占的結合』の投資行勁を規定するにとどまるのではなく，好況期におけ
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る，従って全循環局面を通じての『独占的結合』の投資行勁を根底において規定するものである……好況期
における『独占的結合』の投資行動，従って産出量，『価格形成』の基本的枠組みが不況期のそれによっ
て，基本的に規定されるところに，『独占的結合』の運動の基本的特徴かおる（傍点原文）」（同，前掲論
文D, 76号，54頁）が，「ヒルファディングは，せっかく循環局面と関連させて『独占的結合』の『価格形
成』を説きながら，この点を必ずしも明確にしてはいないのである」（同上，55頁）。
　高山氏のいわれるように，ヒルファディングは「この点」を明確にしていないであろうか。むしろ，彼は
　「この点」についての明確な問題意識をもっていたからこそ，第11章「利潤率の均等化における諸障害とそ
の克服（の後段）」において，独占的結合の市場支配を論述するに当たって，「―つの独占的結合か市場価格
を支配しうるためには総生産についてどれだけの割合を占めねばならないか」(S.289.中, 41)という問
いかけの後，「好景気の時期と不景気の時期とにおける競争者たちの態度の相迩を想起すれば，これに答え
るための手懸りが得られる」(ibid.丿司上）と述べた後，好況・繁栄期には生産物価格は最高可能なものと
なるので，この時期にはアウトサイダーは独占的結合の価格よりも，むしろ高く売り低くは売らない。しか
し，供給が大きい不況期にはそうではない。この時期にこそ，結合が市場を支配するかどうかが示されねば
ならない。つまりこの不況期こそは，独占的結合か独占的結合たることを集約的に表現することになるであ
ろうと述べているのである。
　ヒルファディングによれば，この時期に独占的結合が市場を支配しうるには，その生産か市場の供給に無
条件に必要な場合である。そこで独占的結合は，市場の供給に無条件に必要な生産，または平均需要だけを
充すに必要な生産という「常に販路を見出す生産の基本額」(S.291,中. 43)を設定し，かつそれに対応
する価格，すなわち不況期に「正常利潤」を取得しうるに十分な水準の価格を形成することによって，好況
・繁栄期の追加需要の充足（の範囲）をアウトサイダーにゆだねる一方，不況期の過剰生産，供給過剰の一
切の負荷を彼らに転嫁せしめることによって，不況期にも市場支配＝価格支配の維持を可能ならしめるので
ある。
　かくして景気変動による一切の負担は，アウトサイダーに転嫁せしめられることによって，独占的結合は
好況・繁栄期には高い特別利潤を，不況期には正常利潤を実現しうるということになる。すなわち「不況期
における独占的結合の産出量の基本的枠組み設定とこれに対応する価格形成は……全循環局面を通じての独
占的結合の投資行勁を根底において規定するものである」’（高山，同上）ことを，ヒルファディングは明確
に説いていることになる。
　さらにこの点はまた，高山氏自身の叙述からも明らかにされる。すなわち，「既にヒルファディングが述
べているように『独占的結合』は好況期の市場価格上昇のもとでも，基本的には，不況期において設定され
た算出量の枠組･一一これはとりも直さず，全循環局面を通じて『市場供給に不可欠な生産部分』-を大き
く崩すことなく，追加的『景気需要』………1こ対する対応を，安んじて専ら『アウトサイダＴ』にゆだねる。
このように不況期における基準産出量の設定と『価格形成』,ぞれを基礎とする『正常利潤』の確保という言
わば『独占的結合』の投資行動の基準原理とも言うべきものが好況期の投資行勁の基底に据えられているの
である（傍点原文）」（同,前掲論文II, 76号，S7頁）。高山氏もまた，このように上述の見解とは異なってヒ
ルファディングの所説を理解されているのであるが，かかる批判に当たってはこの点は顧慮されていない。
??
高山満，前掲論文n, 76号, 55―56頁。
アウトサイダーが同じ費用かあまり費用を上昇させないで，好況期の追加需要の範囲を超えて産出ｍを
増大させ，そのことによって独占的結合の販路が蚕食されるという危険が存在する場合かありうるように，
独占的結合の優越か絶対的なものとは限らない場合かおる。このヒルファディングの指摘に対して，高山満
氏は，「このことは，部門外からの強力な競争者の侵入，挑戦，それによる既存『独占的結合』の市場支配
の動揺の可能性を示唆していることになる」（同，前掲論文II, 76号，59頁）,と述べられ，その論拠として。
　「何故なら，彼（ヒルファディングー一中田）は，これまでの『独占的結合』論の構図における『アウトサ
イダー』を，実質上，中小『アウトサイダー』と規定し，これらを『独占的結合』の市場支配を揺るかす能
力はない……ものとして議論を進めてきたのであり，そうだとすれば……『独占的結合』の『優越』への挑
戦者とは…当然資本力において…既存『独占的結合』と同等な競争者…と考えざるをえないからである（傍
点原文）」（同上）といわれるのである。
　この論理段階での独占的結合の市場支配の問題は，本文でも明らかにしたように「部門間競争→資本参
入」の問題は捨象され，いわば単一の費用構造をなす単一の独占的結合とアウトサイダーとの対抗関係を基
本的条件とするものである。したがってそこで，独占的結合の優越性が論じられるのは，その優越性の如何
か市場支配の基本的特質を規定するからであるということであって，そのことはけっして，独占的結合の絶
対的優越性があらかじめ前提になっているということでもなければ，アウトサイダーが独占的結合の市場支
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　配を揺るかす能力のないものとして，つまり高山氏の表現を借りれば中小「アウトサイダー」としてはじめ
　から規定されているということでもないのである。
　　前提とされているのは単一の費用構造をなす単一の独占的結合であり，それと対抗関係にあるアウトサイ
　ダーである。これらの三要因を内在的条件として前提し，このもとで両者の対抗関係を媒介・契機として，
　独占的結合の優越性かいかなるものとして導き出されうるのか，つまり優越か絶対的なものとしてなのか，
　それとも一時的なもの・不十分なものとしてなのかによって，それに基づく独占的結合の市場支配か規定さ
　れることになるのである。すなわち，独占的結合の優越性かアウトサイダーに比して一時的なものであり，
　不十分なものであるとすれば，後者は同じ費用か，あまり費用を上昇させないで好況・繁栄期の追加需要の
　充足の範囲を超えて産出旦を増大せさ，そのことによって前者の販路を蚕食する危険が生じてくることにな
　る。したがって，高山氏のいわれるようIC,このことから直ちにヒルファディングはこの論理段階で「……
　部門外からの強力な競争者の侵入，挑戦，それによる既存『独占的結合』の市場支配の動揺の可能性を示唆
　している」（同上）ということにはならないのである。
　　したがってまた，「部門内競争制限による「独占的結合」の市場支配の問題には，必然部門間競争の問題
　か絡んでくるのである。この問題を切り離して，不況期を軸点とし，全循環局面を通じる『独占的結合』の
　　『価格形成』を論じても，必ずしも十全なものとはなりえないであろう。不況期における『独占的結合』の
　　『価格形成』は，単に中小の『アウトサイダー』の押え込みを指,向するだけにとどまらず，同等な競争力を
　持つ外部競争者の侵入をも射程にいれてなされるのでなければ，『独占的結合』の『価格形成』の内実の一
　端を欠くものとなるのではないか？（傍点原文）」（同上，60頁）と高山氏がいわれるのも，それ自体とし
　てはとりたてて問題にすべきことがらではないか，それか第三篇第11章「利潤率の均等化における諸障害と
　その克服（の後段）」の論理段階での独占的結合の市場支配の問題として取り上げられたものであるとすれ
　ば，一一勿論，それ以外には考えられない一論理次元を無視された批判Iであり，その意味でこの批判は超
　越的であり，それ故に正鵠を射たものとはいえない。
（4）ヒルファディングの「アウトサイダー」について高山満氏は次のように述べておられる。すなわち，「ヒ
　ルファディングが，『独占的結合』の市場支配の構造を考察する場合の理論的構図は市場主導権を握ろうと
　する『独占的結合』と，前者によって制約されつつ運動するいわゆる『アウトサイダー』グループの対抗で
　あろう。ヒルファディングの場合，この『アウトサイダー』なる概念は，既に検討した『独占的結合』を，
　部門間競争の関係から切り離して単に部門内競争の問題とみる方法に制約されて，部門内の既存企業中『独
　占的結合』に組み込まれていない自立的企業群という極めて狭い意味で使われているのである。しかし，市
　場支配を目指す『独占的結合』にとっての『アウトサイダー』というのを，このような意味にのみ限定した
　のでは，前者の市場支配の構造も明確にされえなくなるのではないか？特に，先にみたような激烈な資本間
　競争の中で相対的に劣勢な企業か『最も急速に淘汰』･‥され，等質の競争力を備えた巨大資本が，『独占的
　結合』を形成するような産業部門の場合には，『アウトサイダー』は，専ら，正に既存資本と同等の『費用』
　条件をそなえた大規模外部流入資本とみなさざるをえないであろう（傍点原文）」（同，前掲論文D, 76号，
　52頁）。
　　いうまでもなく，高山氏が指摘される独占的結合の市場支配に関するしレファディングの見解は，第三篇
　第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服（の後段）」で，論述されている独占的結合の市場支配
　に関する部分である。この部分が前段の独占的結合の形成の論理をふまえて展開されているものであること
　はいうまでもないか，そのことは，後段の論理か，直ちに前段の論理を直接，具体的に反映したものとして
　展開されなければならないということにはならない。少なくともヒルファディングの場合には，そのように
　は展開されていない。より正確にいえば，そのような展開方法をとっていないのである。この段階の論理の
　特徴は，「―つの独占的結合が市場価格を支配しうるためには，総生産においてどれだけの割合を占めねば
　ならないか？」(S.289,中, 41)という問題提起をうけて，先ずここでは，独占的結合は単一の存在とし
　て，したがって単一の費用構造において捉えられ，それとの対抗関係にあるものとしてアウトサイダーが存
　在するという産業部門における独占的結合の市場支配が考察されるという理論的構図になっているというこ
　とである。
　　独占的結合に関して言えば，単一の独占的結合，したがって単一の費用構造による市場支配の問題である
　が故に，部門内における少数の巨大資本間の独占的競争関係は捨象されているということ，部門外からの資
　本の参入は考慮にいれられていないということである。したがってかかる条件を捨象し，限定された条件の
　もとでの独占的結合の市場支配の問題であるか故に，この論理の特徴は，独占的結合のアウトサイダーに対
　する優越性の如何によって，その市場支配の基本的傾向か規定されてくるということになるのである。この
　論理段階では，まだ独占的結合の結合力，したがってまたその結合形態は問題にはなりえないのである。こ
　れらが問題になるのは，費用構造を異にする複数の巨大資本の参加による独占的結合の市場支配か問題にな
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　る場合である。この場合には，文字通り独占的結合力およびその結合形態が市場支配の規定的要因となるの
　である。しかし，第11章（後段）の論理段階では，なおかかる条件は考察の範囲外にある。
　　このように考えれば，ヒルファディングは，もともとここでの独占的結合を「部門間競争の関係から切り
　離して単に部門内競争の問題」（同上）として捉えているのであり，アウトサイダーもまた，「部門内の既
　存企業中，独占的結合に組み込まれていない自立的企業群（なおまだこの段階では単一の存在とみなしてい
　る･一一中田）という極めて狭い意味で使われている」（同上）わけである。このように限定することによっ
　て，単一の費用構造をなす単一の独占的結合とアウトサイダーとの対抗関係のもとで，前者による市場支配
　のメカニズムを考察することが可能となりえ，それによって独占的結合の市場支配における問題を明確にす・
　るうえでの理論的基準の析出をおこなったということができるであろう。したがって，高山氏か「……等質
　の競争力を備えた巨大資本か『独占的結合』を形成するような産業部門の場合には『アウトサイダー』は
　専ら，正に既存資本と同等の『費用』条件をそなえた大規模外部資本とみなさざるをえないであろう」（同
　上）といわれるのは，それらがこの論理段階における独占的結合やアウトサイダーを対象とされている限
　り，論理次元を無視した誤った批判といわざるをえない。
（5）この点に関して高山満氏は次のように述べておられる。すなわち，「固定資本の巨大化を内的契機とする
　『独占的結合』の市場支配の構造を分析する当面の議論において，入間の労働か創出しえない「自然的条件」
　を不可欠の生産条件とするー一一従って，生産条件の代替性を原則的に欠いているｰ-一産業の例をとって;
　　『独占的結合』の持続的市場支配の一般的条件を説こうとするやり方は妥当なものと言えるであろうか？彼
　（ヒルファディングー一中田）のこのくだりの議論を文字通りにとれば，いわゆる『経済的独占』のみによっ
　て，持続的市場支配を全うしうる場合,の方が特殊な場合になりかねないことになる。ということは，鉱山業
　のような限定された産業においてのみ持続的『独占』か成立しえ，他の一般工業部門においては，『独占的
　結合』の恒常的市場支配の体制は成立しえないということを意味することになる。そうなると，彼が最初
　に提起した固定資本の巨大化の下での競争制限に関する立論の内容は空洞化されてしまうであろう（傍点原
　文）」（同，前掲論文B, 76号，63頁）。
　　しかし高山氏の主張されるように，ヒルファディングは，「人間の労働か創出しえない『自然的条件』を
　不可欠の生産条件とする産業の例をもって，『独占的結合』の持続的な市場支配の一般的条件を説こうとす
　るやり方」をとっているのであろうか。　けっしてそうではない。ここでは，本文で指摘したように経済的
　独占が，いまだ生産の最大部分を支配するに至っていない論理段階での独占的結合の市場支配の問題か取り
　上げられているのである。すなわち，このような段階では独占的結合の市場支配力は極めて弱く，不安定な
，ものとならざるをえないので，独占的結合が市場支配を持続的に維持していくことはむつかしい。しかし自
　然的条件によって保全されうるならば，かかる事情のもとでさえも，その市場支配を恒常的に維持していく
　ことかできると述べているのである。
　　ところで，自然的条件そのものは，高山氏のいわれるように「人間の労働か創出しえない」ものではある
　が，しかし，それをいかに生産条件→生産手段に転化せしめるかは，人間の労働過程を媒介せざるをえない
　のである。したがって，それが誰によっていかに所有され生産条件→生産手段に転化せしめられうるかは，
　すぐれて経済的な問題，経済学の関心事でなければならない。ことに，基幹的原材料部門における資本の市
　場支配の問題は，「普遍的資源」といわれる自然的条件を，誰がいかに所有し生産条件→生産手段に転化せ
　しめうるかということに大きく依存せざるをえないのである。
　　かかる自然的資源が人間の労働によって創造しえないものであるにしても，あるいは独占段階にはじめて
　生じたものではないにしても，それの所有と生産手段への転化が，そのために尨大な資本量を要請されるも
　のであるとすれば，原子的競争段階における個人企業の「所有→生産手段」とはけっしてなりえないであろ
　う。したがってその限りにおいては，したがってそうした事情のもとでは，それは単なる自然的素材にすぎ
　ない。しかし，それか少数の巨大企業にのみ可能な資本力によってその生産手段のー構成要素に組み込まれ
　うるとするならぱ，それは資本に転化し巨大企業の資本力として独占的に確保され，この部門におけるその
　市場支配を持続的に可能ならしめる「恐るべき武器」となるであろう。
　　したがって，かかる自然的資源の生産条件→生産手段への転化と，それに基づく資本の市場支配の強化の
　問題は，こうした経済的側面からの論理的，歴史的条件を前提として与･えられうる。また資本はその独占的
　支配を強化し持続せしめていくためには，経済的独占にとどまらず，自然的資源の独占および法的独占への
　内的傾向を一般的に有していることも否定しえないのである。
（6）この点に関しては注（4）を,参照されたい。
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　3.独占的結合と市場支配の基本的論理（ｎ）
　前節では，独占的結合＝カルテルは単一の存在として，したがって単一の費用構造に基づくもの
として捉えられ，それと対抗関係にあるものとしてアウトサイダーか存在するという産業部門にお
ける市場支配＝価格支配が問題にされた。　この場合，独占的結合＝カルテルは，不況期における
　「常に販路を見出す生産の基本額」を設定し，それに対応する価格を形成することによって，好況
　・繁栄期には追加需要の充足の範囲内にアウトサイダーの生産量を限定し，不況期には過剰生産の
負荷を彼らに転嫁せしめることによって，景気変動の全局面を通じての市場支配を可能ならしめる
ことができたのであるが，それは独占的結合＝カルテルのアウトサイダーに比しての優越性に基づ
くものであった。この優越性は独占的結合＝カルテルの経済的基盤がいかに確立・強化されていく
かによって規定される性質のものであるか,これまでそれは,単一の独占的結合，単一の費用構造に
おける経済的要因の問題として取り上げられ，それかアウトサイダーとの比較においてどのような
優越性を持ちうるものであるかによって，それに基づく市場支配＝価格支配の論理か導き出され，
その特徴か明らかにされてきたのである。
　しかし，このような優越性がもっぱら独占的結合＝カルテルを単一のものとしてみた場合のアウ
トサイダーに比しての優越性なるものであり，それに基づく不況期における「生産の基本額」の
設定と価格形成である限り，こうした論理段階での考察は，独占的結合＝カルテルの市場支配＝価
格支配における問題を明確にするうえでの理論的基準を与えるものとしては意義をもちうるとはい
え／それ以上のものではありえない。このように独占的結合＝カルテルの優越性が独占的結合＝カ
ルテルを単一のものとみなした場合のアウトサイダーに比してのそれである限り，独占的結合＝カ
ルテルの生産性や技術的設備や生産の最大部分の支配…といった優越性（の基礎的要因）もその限
りにおいての優越性たりうるにすぎないのであり，したがって，それはその限りにおいて不況期に
おける「生産の基本額」の設定と価格形成を可能ならしめ，そのことによって不況期だけではな
く，景気変勁の全局面を通じての市場支配＝価格支配を可能ならしめる条件となりうるにすぎない
ということである。
　しかし，独占的結合＝カルテルか単一体ではなく複数の巨大資本の結合体であるということ，し
かも参加諸資本は契約に基づいてその独立性か制限されるとはいえ，なお独立した資本相互の契約
に基づく結合体であるということであれば，その優越性もかかる独占的結合＝複数の巨大資本の結
合の優越性として，新たな段階的諸規定か与えられなければならないということになる。本節での
市場支配＝価格支配の問題は，少数の巨大資本の参加による独占的結合，したがって異なった費用
構造のもとでの市場支配＝価格支配の場合である（1）。
　そうであるとすれば，上述の独占段階における市場支配＝価格支配の全過程を主導する独占的結
合＝カルテルは，単一の独占的結合ではなく，複数（＝少数）の巨大資本の参加による独占的結合
でなければならない。それは第三篇第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服（の前段）」
における独占的結合の形成の論理，すなわち重工業部門における「固定資本の巨大化・資本の最低
必要量の尨大化→資本の流出入困難→同等化した巨大資本問の死活的闘争→利潤率の平均以下への
低下・利潤率均等化の崩壊→競争制限」という独占形成の論理から導き出された独占的結合＝カル
テル・トラストに求められなければならない。そこにおいてはじめて，独占段階における市場支配
＝価格支配の主体としての独占的結合が，例外的・非現実的なものからよりｰ一般的，具体的なもの
へと接近し，独占的結合の価格形成を論理上向的に展開せしめることになるのである。ここではか
ような条件のもとで，独占的結合＝カルテルの優越性かどのように捉えられ，それに基づいてその
市場支配＝価格支配の論理がいかに展開されるのかということになる。
　ヒルファディングは，独占的結合の優越性をかような独占的結合の形態的特質に求め，それに基
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づいて独占的結合の市場支配＝価格支配の論理を展開していると考えられる。単一の費用構造をも
つ単一の独占的結合とアウトサイダーとの対抗・競争関係のもとでの独占的結合の市場支配＝価格
支配の場合には，すでに指摘したように部門内における少数の巨大資本相互間の競争は完全に捨象
されているということ，そしてまた，そこでは他部門からの資本の参入も基本的には考慮にいれら
れていないということであった。　だから，かかる独占的結合の市場支配＝価格支配の論理におい
ては,･その基本的条件としての「常に販路を見出す生産の基本額」の設定，これに対応する価格の
形成およびそれを規定する独占的結合の優越性は，アウトサイダーとの対抗･･競争関係の側面から
のみ捉える｡ことができたのである。
　これに対して少数の巨大資本が市場を分割しあっているその場合には，先ず当該部門内における
これら少数の巨大資本相互間の競争関係を考慮にいれなければならないということになる。ここで
は市場支配＝価格支配の問題は，これら少数の巨大資本がどのような「協調」関係をつくり出して
　「常に販路を見い出す生産の基本額」を設定し，それに対応する価格の形成によって景気変動の全
局面を通じてその支配を貫徹しうるかということになるであろう。そこでこの場合，あらかじめこ
れら少数の巨大資本の形成基盤が明らかにされていなければならない。すなわち，少数の巨大資本
が当該産業部門において協調関係をつくり出し，それによって生産の基本額を設定し，価格を引き
上げて生産制限・供給調整を実行しうる条件か存在しているかどうか，存在しているとすれば，そ
れはどのような条件でありうるかということか把握されていなければならないのである。
　いうまでもなく，独占的結合＝カルテルに関する基軸的論理は鉄鋼生産のような重工業部門にお
ける独占的結合の成立であり，そこを発生地点とする関連諸部門への独占的諸結合＝カルテル・ト
ラストの波及であるということができる。このような産業部門の場合には，資本の有機的構成め高
度化にともなって固定資本か巨大化し資本の最低必要量か尨大化しており，したがって資本の集中
化も最高度に進み，少数化し同等化した巨大資本間の競争関係が成立した。そこでは，かかる資本
間の競争はそれが少数化・同等化し，かつ巨大化したが故に死活的なものとなり，この死活的闘争
の圧力のもとで「資本の過剰化→市場価格の下落→利潤率の平均以下の低下・利潤率の危機」とい
う共倒れ・資本の自己否定化の状況が顕在化した。こうした状況のもとで，巨大資本相互の間には
共倒れを回避すべく価格の破滅的下落をなんとか阻止せんとして価格を協定し死活的な競争の制限
が実現した。　かくして，この部門における独占的結合は死活的競争によって生じた「利潤率の危
機」をもたらすという意味での「平均以下への利潤率の低落」を，競争を制限し価格を協定するこ
とによって回復・上昇せしめ，資本の自己否定化状況を克服し，できうればさらにそれの漸次的上
昇を目指そうとした。
　このようないわば緩やかな独占的結合＝カルテルの場合には，とくにその発展の初段階において
は，結合それ自体なお極めて脆弱であり不安定なものであるといえよう。独占的結合＝カルテルを
構成する参加諸資本は同等化した巨大資本であるとはいえ，各々その生産能力，販売能力，資本調
達力あるいは生産設備の償却程度などに差異かあり，当然，それに基づく異なる主張（したがって
潜在的対立）をもっているといわざるをえない。このようないわば「潜在的対立」か事情の如何に
よっては顕在化して，共同の利益を多少犠牲にしても自己の直接的，短期的利益の個別的追求を優
先させようとする場合がありうる。ことに不況期における過剰生産という事態の発生のもとでは，
参加諸資本のなかには，製品の売れ残りを案じて自己の製品在庫だけは売りつくしたいということ
になろう。いずれの資本もそう願うであろうから，協定の網の目を潜ってまでも行動するようにな
る。　いずれの資本も同じ行動をとるであろうから，巨大資本相互間の競争が顕在化し，協定価格
以下で値引競争・販売競争が激化するようになる。協定は破られ，独占的価格は独占的価格でなく
なってしまう。独占的高利潤も失われて，再び利潤率の危機を惹起せしめるであろう。かくして，
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　「不況期にはカルテルはその加盟者にとって無価値となり，瓦解してしまうことになろう」（S.
293,中, 46)。つまり独占的結合＝カルテルの市場支配の崩壊である。
　そこで，独占的結合＝カルテルの市場支配＝価格支配の問題は，その市場支配＝価格支配を崩壊
せしめた不況期における過剰生産→供給過剰とその負荷から自分だけは逃れようとする各資本の個
別的行動，その結果としての協定破棄，競争の顕在化にいかに対処しうるかということになる。そ
こでヒルファディングはこの課題を取り上げるに当たって，先ず資本主義的諸資本の結合形態につ
いて次のように述べている。すなわち，それは①結合の技術的特性に関する側面から同種的結合
と結合生産的結合とに区別され(2)②企業結合の形式的組織の相違の側面から利益共同と企業合
同とに区別される。②の場合，前者は互いに独立していた二つ以上の企業の契約に基づくものであ
り，後者は二つ以上の企業か一つの新たな企業のうちに解消することを意味する。続いて，それは
③市場の価格支配＝市場支配力の側面から部分的形態と独占的形態とに分けられうる。前者は競
争を制限するのではなく，当該産業部門において自由競争を存続させる(S.287,中. 39)。　した
がってそれは価格を支配するのではなく価格に支配される。逆に，｡後者は競争を制限し価格を支配
するとされる。後者の場合，注意すべきことはその結合が市場における価格規定に決定的な支配力
をもちうるならば，この結合と並存する独立諸企業もまた，それらの価格において前者の価格決定
に従わざるをえないということであり，この部門で理論的，経済学的意味における自由競争はもは
や存在しないということである(S.286,中, 37)。
　資本の結合形態についてのこのような三つの規定をふまえて，ヒルフフディングは「競争の能う
限り完全な排除によって，価格と，したがって利潤とを高めることを目的とする」(ibid.,同上）
市場支配＝価格支配の形態か独占的結合形態であり，その形式的組織形態が独占的利益共同つまり
カルテルであり，かつ独占的企業合同つまりトラストであると述べ，かかる独占的結合を立論の基
軸にすえて独占的結合の市場支配＝価格支配の論理を展開していくのである。先ず独占的結合＝カ
ルテルの市場支配＝価格支配は「同種の企業か全部結合されているということには懸っていない。
それには，景気変動のすべての段階を通じて市場供給に不可欠な生産部分の支配で足りうるが，そ
の場合，この生産の費用はアウトサイダーの費用よりも小さくなければならない。ただこの場合に
のみ，恐慌期に必要な制限はアウトサイダーに負わされるであろうし，また価格はカルテルの生産
価格まで引き下げられるだけでよい」(S.297,中, 49)と，ヒルファディングは主張するのであ
る。これが彼の市場支配＝価格支配の基本的な考え方-一一その特徴である。この基本論理について
は，後述する第四章「独占的結合の価格形成と超過利潤」において取り上げる「カルテルの生産価
格」を除いては，すでに前節で詳論した。彼はこの観点に立って，先ず独占的利益共同＝カルテル
の市場支配＝価格支配について検討に入ることになる。
　独占的結合＝カルテルは「価格引上による利潤引上」(S.297,中, 50)を目的とする。したが
ってカルテル協定の内容それ自体も，すでにそのことによって基本的に規定されているということ
ができる。なぜなら，価格設定においても設備投資においても，このカルテルの目的＝行動原理か
基本的に貫徹されなければならないからである。では，「価格引上による利潤引上」というこのカ
ルテルの目的はいかにして達成されうるのか。ヒルファディングによれば，その最も簡単な形態で
は，価格協定によって達成される(ibid.,同上）。しかしその場合，価格はけっして随意なもので
はない。すなわち，「それは先ず第一に需要供給にかかる。単なる価格協定は，価格が上昇傾向を
もつ繁栄期にのみ，そしてただ限られた範囲でのみ実行されうるであろう。しかしこの場合にも，
単純な価格協定では不十分である。上昇した価格は生産の拡張に誘う。供給は増大し，結局，価
格協定は維持されえなくなり，おそくとも，不況の出現とともにかようなカルテルは解体される」
(ibid.,同上）であろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼
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　このように，独占的結合＝カルテルか単純な価格協定にすぎない段階においては，価格協定それ
自体は，価格が上昇傾向をもちながらも，需要が供給を上回わっている好況・繁栄期において，し
かもその場合でも，限られた範囲においてのみ維持されうるということである。すなわち，好況・
繁栄期においてさえも;単純な価格協定だけでは不十分であるというわけである。独占的結合＝カ
ルテルの構成メンバーである諸資本は，各々生産能力，販売能力，資本調達力あるいは生産設備の
償却程度などに差異かおる。したがってそれに基づいて，異なる主張（潜在的対立）を持ち合わせ
ているが，価格面での競争をやめ協調することによって高利潤が約束されている限りでは，価格協
定に基づく行動の統一＝共同行為が堅持されうるであろう。が，差し当り，そのことかかえって，
自己の個別的利潤の引上を抑える条件になった場合には，共同の利益を犠牲にしても，当面する自
己の直接的利益の個別的追求を優先させる場合がありうる。
　ヒルファディングによれば，こうしたことは，恐慌・不況期における過剰生産→供給過剰という
異常な事態の発生にともなう場合だけではなく，好況・繁栄期における価格の上昇傾向のみられる
ときにも起こりうるということである。すなわち，好況・繁栄期において上昇した価格は，生産の
拡張牽誘発する。この生産の拡張競争は供給を増大せしめ，販路拡大をめぐっての独占的結合＝カ
ルテル参加諸資本の間での競争を激化せしめる。結局，「価格協定は維持されえなくなり，おそく
とも，不況の出現とともにかようなカルテルは解体される」(ibid.,同上）ことになろう。他方，
需要の縮減にともなう過剰生産→供給過剰の発生という不況期においては，景気的な販路制限の進
展のなかで独占的結合＝カルテルは最大の苦境に追いこまれる。この局面では，各資本は自分の商
品在庫だけは売りつくしたいと願うであろう。いずれの資本もそう願うのであるから，独占的結合
＝カルテル参加諸資本の間に競争が激しくなる。価格協定は破棄され，協調は死活的闘争に取って
代わられるであろう。
　このように単なる価格協定の段階では，独占的結合＝カルテルの協定はノ容易に破棄または回避
されうるような「単なる契約」に基づくものとしての性質か強いのであるから，参加諸資本に対す
る拘束（力）も弱いということかできよう。この論理段階では，独占的結合＝カルテルの参加諸資
本は資本としての独立性を保持しながら，価格協定に基づく相互の協調＝競争制限によって，いわ
ゆる「価格引上による利潤引上」という「共同利益」の確保を通じて，自己の利潤を実現しようと
することを主たる動機とするものである。その意味においては，なお結合全体の利潤よりも自己の
個別的利潤の追求が参加諸資本にとっての窮極的目的をなしているということができよう。かかる
事情のもとでは，相互間の協調路線か，むしろ自己の製品の売れ残りを生ぜしめることになると予
想されうる場面においては，共同の利益を犠牲にしても自己の利益を確保しようとする個別的要求
が最優先して価格協定の網の目を潜りぬけて値引き，安売りをしたりするようになる。いずれの資
本もそう願い，そう行動するのであるから，この場合もまた，諸資本間の競争は激化し，価格協定
は破棄され，したがって市場支配＝価格支配も困難となり，独占的価格形成メカニズムは崩壊する
ことになるであろう。
　そこで，独占的結合は市場支配＝価格支配を持続的に可能ならしめるためには，景気変動の全局
面を通じて価格か維持されうるのでなければならない。それはいかにして可能であろうか。ヒルフ
ァディングは次のように述べている。　すなわち，「それゆえに，カルテルが永続的であるために
は，契約はさらに進まねばならない。契約は協定された価格が市場で守り通されるよう仏需要に
対する供給の関係をつくり出さねばならない。したがって供給を規制せねばならず，生産を割り当
てねばならない。これらの規約の厳守は，確かにカルテル全体の利益ではあるか，必ずしも個々の
メンバーの利益ではない」(S.298,中, 50。ここでの市場支配＝価格支配の問題は単一の独占的
結合とアウトサイダーとの対抗・競争関係のもとでの価格支配の問題ではない。したがって，それ
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はアウトサイダーに比しての独占的結合の優越性に基づく市場支配＝価格支配の論理を基調とする
ものではない。むしろそうした論理をふまえたうえで，より展開された論理段階で問題が設定され
ているということである。ヒルファディングによれば，独占的結合＝カルテルか，その市場支配＝
価格支配を持続せしめるには，参加諸資本の結合をさらに強化しなければならないといわれる。そ
の最低必要と思われる強化の程度は，協定された価格か市場で守り通されるような需要に対する供
給の関係をつくり出すこと，つまり生産を割り当て供給を規制する点にまで，結合力そのものを強
化しなければならないというわけである。
　では，独占的結合＝カルテルか価格支配を持続的に可能ならしめうるに必要な生産の割当・供給
の規制とはどのように理解されうるのであろうか。それは，すでに独占的結合の市場支配＝価格支
配における問題を明確にするうえでの理論的規準の析出の論理段階で明らかにされたところの「常
に販路を見出す生産の基本額」のことでなければならない。しかしその場合，この「常に販路を見出
す生産の基本額」は，単一の独占的結合＝カルテルのそれではないということである。それは複数
の巨大資本の参加による独占的結合のそれであるが故に，必然的に参加諸資本の直接的利益の個別
的追求との関係か問題とならざるをえない。ここではそれはどのようにあらわれるのであろうか。
　「生産の基本額」の設定に基づく生産の割当・供給の規制は，基本的には独占的結合＝カルテル
全体の利益を持続的に確保することによって，参加諸資本の個別的利益を保証していくということ
にある。したがってこの論理段階においては，各個の資本の直接的利益よりも独占的結合＝カルテ
ル全体の利益か優先されるということになるのである。すなわち,「自己の生産の拡張によって自己
の生産費を低下させることかでき，したがって，往々カルテル規約を回避しようとする成員の利益
ではない」CS.298,中, 51―52)ということにもなるのである。この論理段階においては，独占
的結合＝カルテルの参加諸資本は自己の生産の拡張によって自己の生産費を低下させることかでき
る場合でさえも，個別的行動による個別的超過利潤の追求を優先させることはしないで，一時的に
は自己の利益を制限することになる場合でも，基本的方向としては独占的結合＝カルテル全体の利
益を守ることによって，自己の個別的利潤を維持しようとする道を選択するようになる。
　このように，独占的結合＝カルテルの参加諸資本が全体の利益を守ることによづて，個別的利潤
を維持しようとする市場支配＝価格支配の論理段階は，むしろ結合を強め，協調を通じて共同の長
期的利益を追求し，独占的結合＝カルテル利潤を長期的，安定的に確保しよ･うという，いわば安全
かつ有利な方針をえらぶ独占段階に固有の特徴的傾向を示すようになるということかできよう。し
たがってこの論理段階における独占的結合＝カルテルの市場支配＝価格支配の論理の特徴は，参加
諸資本の全体的利益を優先させることによって，個別的利潤を確保するという協調的・共同的行動
を可能ならしめるほどに強められた「結合力」に基づいて，不況期において「常に販路を見出す生
産の基本額」を設定するということである。この「生産の基本額」を設定し，それを共同して堅持
することによって，好況・繁栄期の追加需要の充足をアウトサイダーにゆだねるとしても，不況期
の需要の縮減にともなう過剰生産一供給過剰の負荷をかれらに転嫁せしめることによって共同の長
期的利益を確保し，個別的利潤を維持していくことかできるようになる。
　しかし，この論理はこの論理段階での「常に販路を見出す生産の基本額」の設定に対応する価格
の形成を解明することによってはじめて十分なものとなる。すなわち，「常に販路を見出す生産の
基本額」の設定とそれに対応する価格の形成とが実現することによってはじめて，この価格協定は
　「価格が上昇傾向をもつ繁栄期にのみ，そしてただ限られた範囲でのみ実行されうる」(S. 297,
中, 50)ような単純な価格協定ではなくなり，景気変動の全局面を通じて維持されうるものとなり
うるのである。ここにこの論理段階での独占的結合＝カルテルの市場支配＝価格支配のいま一つの
重要な問題がある。では「常に販路を見出す生産の基本額」の設定に対応して価格はいかに形成さ
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れうるのであろうか。
　（1）高山満氏によれば,「彼（ヒルファディングー中田）の議論の基礎にある市場構図は，r独占的結合』とい
　　う言葉か示すような文字通りの「独占」による市場支配ではありえず，いわゆる「寡占」体制ともいうべきも
　　のでなけれぱならないであろう。彼は「独占的結合」対アウトサイダーの対抗関係については，かなり立入っ
　　た議論を展開しているが，「独占的結合」としてのカルテルに参加する少数大企業間の関係については明示的
　　には何も述べていないので，上記の点が明確にされていないのである。この点は競争の゛形態変化論として，
　　金融資本の運動を説こうとする彼の立論の重大な欠陥をなすものである」（同，前掲論文Ⅲ，84号，51頁）。
　　　このような高山氏の批判においては一体どのような論理次元での独占的結合の市場支配に関するヒルファ
　　ディックの所説が問題にされているのであろうか。「この点は競争の形態変化論として，金融資本の運動を
　　説こうとする彼の立論の重大な欠陥をなすものである」（同上）との高山氏の見解からすれば，まさに特定
　　の論理段階での極めて限定された独占的結合の市場支配の論理が問題にされているというよりは，むしろ彼
　　の独占的結合の市場支配の論理全体を通しての基本的内容が問題にされているようにも考えられる。
　　　そうであるとすれば，第三篇第12章「カルテルとトラスト」め論理段階での独占的結合の市場支配の論理
　　の特徴は，少数の大企業の参加による独占的結合，したがって異なった費用構造のもとでの市場支配の問題
　　であるという点を，一体，高山氏はどのように理解されるのであろうか。　ここでは，独占的結合は第11章
　　「利潤率の均等化における諸障害とその克服（の後段）」で問題にされたところの単一の費用構造をなす単一
　　の存在形態ではない。論理次元を異にしているのである。複数の大企業の参加による結合体である斌参加
　　諸企業は契約・協定に基づいてその独立性が制限されているとはいえ，なお，独立した企業相互の契約・協
　　定に基づく独占的結合であるということである。かかる独占的結合の市場支配はこれら参加企業がどのよう
　　な「協調」関係をつくり出して，いわゆる「常に販路を見出す生産の基本額」(S.291,中, 43)を設定し，
　　かつそれに対応する価格の形成（ヒルファディングによれば，「最劣位企業の生産価格」を基準とする）に
　　よって，景気循環の全局面を通じてその市場支配を維持しうるかということになるのである。
　　高山氏もまた，「ヒルファディングは12章において，『独占的結合』の市場支配力の形成過程を『独占的
　利益共同』＝『カルテル』の『契約内容』……の推移に焦点を絞って論じていた（傍点原文）」（同上，54
　頁）といわれ，「『独占的結合』の市場支配を持続的に達成するためには，『協定された価格が市場で守り
　通されるような需要に対する供給の関係』を作り出さねばならない。したがって，『供給を規制せねばなら
　ず，生産を割当てねばならない……云々（傍点原文）」（同上，55頁）という第12章「カルテルとトラスト」
　でのヒルファディングの独占的結合の市場支配についての叙述を引用されておられる。これらの叙述は，い
　ずれも独占的結合の参加企業間の関係を，協調を基軸に展開しているものではなかろうか。そうであるとす
　れば，「独占的結合」としてのカルテルに参加する少数大企業間の関係については明示的には何も述べてい
　ない」（同上）といわれるその内容＝その批判の対象は，第12章の論理をも包摂する彼の独占的結合の市場
　支配の論理全体を通じての基本的内容そのものを指しているのではないということになる。では，それ以外
　の特定の論理段階での極めて限定された独占的結合の市場支配の論理について，そうであるということにな
　るのであろうか。
　　高山氏か，「彼は『独占的結合』対アウトサイダーの対抗関係については，かなり立入った議論を展開し
　ているが，『独占的結合』としてのカルテルに参加する少数大企業間の関係については明示的には何も述べ
　ていない」（同上）といわれるその点からすれば，そのように理解できないこともないが，そうであるとす
　れば，特定の論理段階での極めて限定された独占的結合の市場支配の論理とは，第日章（の後段）における
　独占的結合の市場支配の問題ということにならざるをえないであろう。しかしここでは，独占的結合に関し
　ていえば，すでに指摘したように単一の費用構造をなす単－･の独占的結合が論理的前提をなしており，復数
　の参加による独占的結合の存在それ自体は，はじめから排除されているのであるから，そこにおいては，参
　加企業間の関係を問題にすることは無理な注文といわざるをえない。したがって高山氏の批判は，いずれの
　場合もヒルファディング批判としては，当を得たものとはいえない。
（2）高山満氏は同種的結合と結合生産的結合とに関して次のように述べておられる。すなわち，「『カルテル』
　にしても『トラスト』にしても，同種企業の『結合』のみならず，相関連する産業部門にも，その『結合』
　関係を拡げる場合もあるので，彼（ヒルファディングー一一中田）はこの面をとって，『同種的』カルテル又
　はトラスト及び『結合生産的』……カルテル，トラストという区別を立てている」（同，前掲論文D, 76号，
　40頁）。「しかしながら，上の対置は，彼の『独占的結合』の規定からみて，おかしいのではなかろうか？
　何故なら，彼の『独占的結合』規定に従えば，カルテル，トラスト共に，正に『同種的』産業部門内部の
　　『競争の止揚』……を基本的動因とする『結合』である以上，すべての，カルテル，トラストは『同種的』
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なのであろうから。それでは，『結合生産』はカルテル，トラストにどう関わるのかと言えば，後者は，強
大な資本力を基礎に，前者を導入し，競争制限の利点に加えて，『結合生産』のもたらす『技術的諸利点』
を利用するという関係にあるのである」（同上）。こうした高山氏の指摘それ自体は誤りではないか，この指
摘だけでは，ヒルファディングの結合生産と独占的結合＝カルテル・トラストとの関連，ことに結合生産的
独占的結合に関する所説の論理的特徴を明らかにすることはできない。
　4.独占的結合＝カルテルと価格設定
　ここでの価格形成の課題は，前節で指摘したように費用構造の異なる複数巨大資本を構成メンバ
ーとする独占的結合＝カルテルの市場支配の基本条件となる「常に販路を見出す生産の基本額」の
設定との関連で，それに対応して形成される価格の問題についてのヒルファディングの所説を分析
・検討することである。独占的価格それ自体の検討は，第四章「独占的諸結合の価格形成と超過利
潤」をまつことにしたい。
　このような意味での価格の形成は，すでに独占的結合の市場支配の問題を解明するうえでの理論
的規準の析出の論理段階で明らかにされた独占的結合の価格形成の論理か，上述の新たな経済的諸
要因の形成をふまえて，どのような段階的諸規定を与えられるかということによって導き出されう
るであろう。　そこにおいては，独占的結合の価格は次のように規定されていた。すなわち，「そ
の大豆1において，不況期にも好況期にも剰余を上げつつ作業しえ，かつ販路をも見出す生産の基本
額」(S.292,中, 44)が設定されると，独占的結合はそれに対応する価格の形成を通じて「好況
時には高い特別利潤を実現し，不況時には，正常利潤を実現する」(S.291,中, 42)ようにな
る。この「正常利潤」の取得こそは景気変動の全局面を通じる独占的結合の市場支配＝価格支配の
基本条件である。したがって，独占的結合の価格形成は「正常利潤」の実現を保障する十分な水準
の点に設定されなければならないとされ，この「生産の基本額」を基準とする産出・のための費用
をもって，「正常利潤」形成の費用とすることによって価格か導き出されたのである。
　ところで，この段階での価格形成の論理の特徴は，いうまでもなく独占的結合か単一の存在とし
て，したがって単一の費用構造に基づくものとして捉えられ，。それとの対抗関係にあるものとし
て，アウトサイダーが存在する産業部門における市場支配＝価格支配の問題であるという点であっ
た。しかし費用構造を異にする複数巨大資本を構成メンバーとする独占的結合＝カルテルの価格形
成が問題となるこの論理段階においては，それは一定の理論的基準としてのみ意義をもつ。ここで
の課題は，複数の巨大資本による独占的結合＝カルテルの存在を前提として，これらの参加諸資本
か一定の制約をうけなからも，なお資本としての独立性を維持しながら，協調に基づく「生産の基
本額」を設定し，全体の利益を優先させることによって，個別的利潤を維持することを基本的立場
とする論理段階での価格形成の問題であり，それらをふまえた市場支配＝価格支配の問題である。
では，この論理段階での価格の形成はいかに捉えられうるであろうか。
　ヒルファディングは「カルテルは価格確定に際して，最も生産費の高い工場の生産価格から出発
せざるをえない」(SS. 301―302,中, 56)と述べている（１）。すなわち，独占的結合＝カルテルの参
加諸資本は同等化した巨大資本であるとはいえ，各々生産能力，販売能力，資本調達力，あるいは
固定資本設備の償却程度などに相違かある。したがって生産性の格差・費用格差か存在することに
なるが，そのなかで最も生産費の高い資本，最も生産性の低い資本の「生産価格」を出発点つまり
基準にしなければならないというわけである。このことは，この資本にも一定の利潤が保障されう
るように，価格か設定されなければならないということを意味している。では，この資本に与えら
れる一定の利潤とは何か。それはいうまでもなく独占的結合士カルテル利潤でなければならない。
それは「好景気のあいだは高い特別利潤を実現し，不況期には正常な利潤を実現する」(S.291,
中. 42)という場合のこの利潤に当たるものであろうが，この利潤かこの論理段階では，独占的結
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合＝カルテルの参加諸資本のな･かでの最劣位の資本の生産価格を基準とした価格形成によって，参
加諸資本が等しく取得可能な利潤として新たな規定を与えられることになるわけである。
　そうであるとすれば，独占的結合＝カルテルが価格確定に際して最も生産性の低い資本の生産価
格を基準とせざるをえないというそのことは，この最劣位資本が「好景気の間は高い特別利潤を実
現し，不況期には正常な利潤を実現する」(ibid.,同上）ことを可能ならしめるものとして,価格が
設定されなければならないということを意味する（2）。この場合，価格は景気変動の全局面を通じて
維持されうるのでなければならないということであるから，必然的に不況期における最劣位資本の
　「正常利潤」を確保しうるに十分な水準の点に設定されなければならないということになる。すな
わち，不況期に全体の利益を優先させることによって，個別的利潤を維持するという基本的な立場
から設定された「常に販路を見出す生産の基本額」を基準に生産量→供給量を割り当て，この産出
量のための費用（単位当り費用）を最劣位資本の費用において把握し，その費用を「正常利潤」
形成の費用とすることによって，価格を形成するのである。’この価格がこの論理段階における独占
的結合＝カルテル価格である。かくして不況期における「常に販路を見出す生産の基本額」の設定
と，それに対応する価格の形成を通じて不況期においてさえも過剰生産→供給過剰の一切の負荷を･
アウトサイダーに転嫁せしめ，それによって価格を維持し正常利潤を取得しうることになる。この
不況期における「生産の基本額」の設定と価格形成とに基づいて，好況・繁栄期には追加的景気需
要の充足をアウトサイダーにゆだねながらも，価格上昇による高い独占的利潤を取得しうる。かく
して独占的結合＝カルテルは景気変動の全局面を通じて市場支配＝価格支配を持続的に可能ならし
めるのである。
。ところで,’独占的結合＝カルテルは単一の費用構造に基づく単一の存在ではない。複数の巨大資
本の参加による結合形態であり，参加諸資本は，各々費用構造を異にする。そこで次のような問題
が生じる。すなわち，「カルテルは，通例，拡大された生産をその諸企業に均等に分配せねばなら
ない。かくして，カルテルの価格確定によって，技術的により良く装備された大企業にとっては特
別利潤が生じ，そしてこの特別利潤は，カルテルが競争を排除しているので，競争によって平均
化されることがなく，したがって一つの差額地代の性格をとるようにみえる。しかし地代との相違
は，最劣等工場は，決して最劣等地のように市場の需要充足のために不可欠なのではないというこ
とである。最劣等工場は，その生産か設備のより良い工場に移されれば，排除されうる。しかし，
差し当りはカルテル価格か維持されるので，生産の拡大は，より低廉に生産する工場にとっては特
別利潤を意味する。かくして，より高価に生産する工場の生産を取り除くことか有利となる。しか
しその場合には，『差額地代』は消え去って，ただ高いカルテル利潤だけが存在する」(S,302,
中, 56―57)ことになる。　　，。
　ヒルファディッグによれば，独占的結合＝カルテルは，不況期における「生産の基本額」を設定
し，それに対応する価格つまり独占的価格をカルテル参加諸資本のなかでの最劣位資本の生産価格
を基準に確定することによって，その資本に「正常利潤」＝独占的利潤を保証するということであ
る。このことによって，最劣位資本の独占的結合＝カルテルからの離脱を阻止し，離脱によって生
ずるであろう犠牲を回避することかできると同時に，参加諸資本の個別的利潤をも持続的に維持し
ていくことができるようになる。しかし他方｡そのことは，最劣位資本以外の「技術的に，より良
く装備された企業」(ibid.,同上）にとっては，一つの超過利潤の取得を可能ならしめるというこ
とを意味している。この超過利潤の取得見込か大きければ，「技術的により良く装備された企業」
にとっては，生産の割当・供給の規制といった独占的結合＝カルテルの協定を厳守することは，カ
ルテル全体の利益ではあるが，必ずしも自己の直接的利益の個別的追求を利するものにはならない
ということになるであろう。むしろこの場合には，全体的利益と個別的利益との間の矛盾が明白に
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あらわれる。このような資本は，自己の生産の拡張によって生産費を低下させることができ，超過
利潤を取得することができる。したがって，一定の制約をうけながらも，なお資本としての独立性
が維持されており，対買手との直接的関係も廃止されておらず，脱退後も改めて対顧客関係への新
たな結びつきや旧販路の回復を必要としない場合には，彼らは，しばしば，｡かかる協定の回避に努
めようとするであろう(SS. 298―299,中, 52―53)。
　このような矛盾は，独占的結合＝カルテルか単一の費用構造をもつ単一一の存在形態ではなく，複
数の巨大資本が，各々資本としての独立性を維持しながら，協調に基づく行動を通じて個別的利潤
を確保していくことを基本的特質とするという結合形態であることから必然的に生じうるものであ
る。では，独占的結合＝カルテルはこの矛盾をいかにして克服しうるのか。ヒルファディングは，
それを生産の割当・供給の調整をふまえた販売の一元化，原料の共同購入および参加諸資本の技術
的独立の介入の諸側面から説いている。彼は，先す独占的結合＝カルテルによる価格規制か暫時的
でなく恒常的に守られうるためには，供給か確定されねばならず，したがって生産の確定を必要と
すると述べた後，それをふまえて上述の問題について「契約の回避」を不可能ならしめるのは，販
売を各個の資本にまかせておかないで，独占的結合＝カルテル参加諸資本の共同機関たる一つの販
売事務機関によって取り扱うのが最も確実であると主張する。なぜなら，これによって，参加諸資
本はその商業的独立を失い，顧客に対する直接的関係を失うことになるからである。この論理段階
においては，独占的結合＝カルテルからの脱退は，改ためて対顧客関係への新たな結びつき，旧販
路の回復を必要とするようになる。しかしこの試みは失敗しないとはかぎらないし，いずれにして
も犠牲なしにはできないであろうCSS. 300―301,中, 52)。
　かくして，しばしばカルテル規約を回避しようとする「技術的により良く装備された企業」もカ
ルテルからの脱退は困難となり，独占的結合＝カルテルは，より大きな強固さとより長い持続性と
か保証されることになる。また原料の購入を共同でおこない，利潤は現実にそれを上げた資本に属
しないで，あらかじめ確定された規準にしたがって参加諸資本全体に分配される場合にも，「カル
テル規約の回避」を不可能にし，独占的結合＝カルテルの市場支配を持続的に保証することにな
る。しかしこれらの場合もなお問題が残るといわざるをえない。
　独占的結合＝カルテルは価格の形成に当たって，最劣位の資本の生産価格を基準として，不況期
においても「正常利潤」を取得しうるに十分な高位の水準の点に価格を設定するのであるが，この
最劣位の資本の有する技術的設備か旧式化したものであるとすれば，独占的結合＝カルテルはその
内部にかかる大規模な旧式設備を抱え込むことになり，そのことによってこれら設備の急速な道徳
的磨損を惹き起こし，甚大な犠牲を被むる恐れが生じることにもなる。このような場合，独占的結
合＝カルテルは，これらの設備の価値回収をより平和的におこなうべく価格の高位安定をはかろう
とするか，このような価格の高位水準は，一時的にはともかく恒常的に維持することは不可能であ
る。なぜなら，「価格は決して随意なものではない」(S.297,中, 50)からである。例えばこの論
理段階では，なお捨象されている「新参入」の問題を取り上げてみても，このような高位での価格
設定は持続しえないことか明らかであろう。この問題そのものは，最劣位資本の大規模な技術的設
備が旧式化することによって，これら設備の急速な道徳的磨損か生じるということに基づくもので
あるか故に，販売を「一つの販売事務機関」によって，一元的に取り扱うようにしても，あるいは
原料を共同に購入したり，利潤をあらかじめ確定された規準にしたがって参加諸資本全体に分配す
るようにしても，独占的結合＝カルテルにとっては，基本的に解決しうるものではない。　この問
題は結局，「設備の不良な経営は休止されうる」(S.300,中, 54)か，排除されうることによっ
てしか解決されえないのである。
　そこで，ヒルファディングは「カルテル参加企業の技術的独立の侵害」の側面からこの問題を捉
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える。すなわち，独占的結合＝カルテルが個別経営の技術的独立に干渉し，設備の不良な経営を休
止または排除させるということ，あるいはその技術的設備，販路上の有利な位置などにょって，特
定の生産物に特別に適した経営があれば，それを専門化させる(SS. 300―301,中, 54)というこ
とである。そしてこのとき，独占的結合＝カルテルは最も強固なものとなり，組織形態としては，
利益共同つまりカルテルは企業合同つまりトラストに接近するであろう。すなわち，「最劣等工場
は決して最劣等地のように市場の需要充足のために不可欠なのではない……最劣等工場は，その生
産が設備のより良い工場に移されれば，排除されうる」(S.302,中, 56―57)のである（3）･（4）。こ
こに独占的結合＝カルテルの市場支配＝価格支配にとって，「個別経営の技術的独立の侵害」(ibid.,
同上）のもつ決定的に重要な意義かあるといわざるをえない。
　以上みたように，ヒルファディングにょれば，独占的価格は独占的結合＝カルテルによる当該産
業部門内の競争制限にょって形成されるものであり，固格の形成つまり価格がいかなる水準の点に
設定されうるかは，基本的には独占的結合の「結合力」の程度にょって内在的に規定されるもので
あるということである。では外在的な諸要因，例えば資本参入の問題は独占的価格の形成といかな
る関連性がありうるのか。　この問題はここでの課題ではなく，第15章「資本主義的独占の価格決
定，金融資本の歴史的傾向」の論理段階において展開されており，小稿では後述の第四章「独占的
諸結合の価格形成と超過利潤」にて論述する。
　（1）高山満氏は，「従って先には（第11章〔後段〕一中田）彼（ヒルファディングー伺）は，『独占的結合』
　　はあたかも単一の費用構造のもとにあるかの如く前提して議論してきたために，不況期においては『正常利
　　潤』しか得られないものという風に議論していたか，12章のここでの議論をそこでの議論に移入し，立論の
　　一貫性を維持しょうとすれば，不況期においても最劣位のカル‘テル参加企業以外の企業はーつの超過利潤を
　　取得しうることになる（傍点原文）」（同，前掲論文Ⅲ，84号，59頁）といわれる。
　　　しかし，本文でも明らかにしたように第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服（の後段）」の
　　論理は，「あたかも単一の費用構造のもとにあるかの如く前提して議論」したのではなく，文字通り単一の
　，費用構造をなす単一の独占的結合を前提した議論なのである。この論理段階では，「常に販路を見出す生産
　　の基本額」を設定し，かつそれに対応する価格を形成することにょって，好景気の追加需要の範囲にアウト
　　サイダーの生産量を制限する一方，景気変動による一切の負担を彼らに転嫁せしめることにょって，独占
　　的結合は「好景気の間は高い特別利潤を実現し，不況期には正常利潤を実現する」(S.291.中. 42)という
　　ように，独占的結合に固有の価格形成・価格支配メカニズムを通じて，「価格引上による利潤引上」（S.
　　297,中. 50)というその目的を達成するのである。
　　　したがって立論の一貫性を維持しょうとすれば，それは，高山氏のいわれるように「12章のここでの議論
　　を」，論理次元を全く無視して無媒介的に「そこ（第11章後段一中田）の議論に移入」することではなく，第
　　11章（後段）の独占的結合の市場支配＝価格支配の論理（単一の費用構造をなす単一の独占的結合のもとで
　　の市場支配＝価格支配）を一定の理論的基準として，第12章における独占的結合の市場支配＝価格支配の論
　　理（異なる費用構造をなす大企業の参加する独占的結合＝カルテルのもとでの市場支配＝価格支配）がいか
　　に展開されているのかをよヒルファディングの所説に即して論述することで十分であろう。彼にあっては，
　　第11章（後段）の論理と第12章のそれとはそもそも論理次元を異にしており，前者をふまえて後者か捉えら
　　れうるという展開になっているのである。　　　　　　　　　　　　　　　，
　（2）ヒルファディングにょれば，価格設定に際して，カルテルは「生産費の最も高い工場の生産価格から出発
　　せざるをえない」(SS. 301―302,中, 56)。すなわち，参加諸資本のなかで最も生産性の低い資本の費用か
　　価格設定の基準にならざるをえないということ，したがってカルテル価格の設定は，その生産価格から出発
　　せざるをえないということである。しかし，そのことは「限界企業がフライ･ス･リーダーの役割を果たしてい
　　ることになる」（高山満，前掲論文Ⅲ，84号，60頁）ということにはならない。カルアル参加諸資本間の生産
　　諸条件の差異は，この部門全体の利瀾を高めようとするその価格水準と個別資本のそれとの不一致を必然化
　　せしめる。そうした不一致は，当然のことであるか,生産高においても生ぜざるをえない。平均以上の優れ
　　た生産条件をもつ資本は，部門全体の高い利潤化のための価格より低い水準の価格設定を要求するであろう
　　し，いわゆる「正常繰業度」をより高い水準に引き上げることを要求するにちかいない。しかし逆に，平均
　　以下の生産条件の資本の場合は，それとは全く対象的な要求をもつ。さらに，需要の縮減する不況期の際の
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　価格協定，生産制限・供給調整に対しても各々異なった要求をもつであろう。
　　カルテル価格の設定は，このような異なる諸要求をもつ諸資本間の調整によって成立するか，この調整の
　あり方如何によって実際のカルテル価格は，「部門全体の利潤を高める価格」水準から上方にも下方にも乖
　離しうる水準に設定されることになる。しかし，いわゆるこの「調慾能力」は，カルテル参加諸資本が等し
　く持ち合わせているわけではないし，各資本間に自動的に働くわけでもない。ここでもまた，力の論理か貫
　徹するのである。参加諸資本間の調整に当たって自己の主張を貫徹せしめうるかどうかは，調整不能によっ
　て生ずるであろう全面的な競争戦において,各々か発抑しうる競争能力にかかっている。この競争能力は生
　産・販売能力，資本力（資本調達力をも合む）および技術水準等によって規定されるか故に，これらに関す
　る優位さの度合（＝程度）がその程度を規定するということかできる。
　　かくしてかかる優位な条件をもつ巨大資本が，カルテル価格の設定に当たって自己に最も有利になるよう
　な水準に，したがってこの場合，より低い水準に価格を抑えるよう強力的に他の諸資本の同調を求めるとい
　うことになろう。勿論，かかる要求は他の諸資本の要求を全く無視した一方的なものであってはならない。
　もし他の諸資本に，カルテル参加のメリットか保証されず，不利益だけか強制されるとすれば，これらの資
　本がカルテルから離脱し，敵対者としてあらわれるか，カルテルそれ自体か崩壊の危機に直面するかであろ
　う。その場合には，資本間の調整は不可能となり，死活的な全面戦争にならないとも限らない。そうした事
　態を避けるためには，他の諸資本の要求も反映させながら，しかも自己に最も有利な水準に価格を設定でき
　るように協調をはかることになる。　その水準か「生産費の最も高い工場の生産価格」から出発するとして
　も，それはやはり，かかる「プライス・リーダー」の調盤作業の過程を経て導き出される水準であるという
　ことかできるであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
（3）高山氏によれば，「ヒルファディングは，最劣等工場は，社会的需要の充足に『不可欠なのではない』……
　というが，この点は説明か不充分で，もし景気循環の不況期をとって問題を考えた場合，彼のこれまでの議
　論からすれば，最劣等工場にも割当てられる産出最のすべてか，『市場にとって不可欠』であるはずなので
　ある。したがって，ここで言う意味は，この最劣等工場が分担している産出量は，最劣等工場で分担されな
　ければならない必然性はなく，より高い産出能力を持つ，より優位の工場によって肩代りされうるものであ
　るという意味に解すべきであろう（傍点原文）」（同上）。
　　高山氏の見解は，それ自体としては誤りではないが，ヒルファディングの所説との関係において問われる
　場合，明らかに論点のすれ違いかある。ヒルファディングはカルテル参加諸企業のなかで，最優位な企業の
　特別利潤について述べた個所で，「この特別利潤は，カルテルが競争を排除しているので，競争によって平
　均化されることなく，したがって一つの差額地代の性格をもつようにみえる。しかし地代との相違は，最劣
　等工場はけっして最劣等地のように市場の需要充足のために不可欠なのではないということである」（S.
　302,中, 56-57)と述べている。
　　ここにみられるように，ヒルファディングにあっては，「差額的」な超過利潤＝カルテルの「特別利潤」
　をめぐって，それが一見して一つの差額地代の性格をもつかのようにみえるとしながら，しかし両者は，実
　際的にも理論的にも異なった内容のものであるという意味のことを述べているのである。すなわち，自由競
　争のもとでの工業生産物の価格のように，自由な競争戦を媒介とする生産力のたえざる上向と平準化とを基
　礎・前提として成立する生産価格に規定されてあらわれる生産物価格とは異なって，農業生産においてはか
　かる生産価格形成メカニズムは働かないのである。農業生産に固有の事情，すなわち土地の有限性という自
　然的条件に基づく農業経営，換言すれば資本によっては創造されえない「ｍ的に限定された土地」のうえで
　の農業経営は，各々，各級土地種類における生産力の相対的格差をもって一定の面積を占拠しつつ，独占的
　に存在しているからである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　　このように，農業経営か「独占的」に営まれ，各級土地種類における諸経営資本の生産力の格差か平準化
　されえず，したがって，「最も高価に生産する最劣等地の生産物価格から出発せざるをえない」という農業
　生産物の価格設定，およびそれに基づく最優位地における差額地代の発生という土地生産物に固有な価格規
　定から生ずる差額地代と，カルテル支配下での価格設定か「最も高価に生産する工場の生産価格から出発せ
　ざるをえない」ところのカルテル価格の設定，およびそれに基づぐ「最優位の参加企業における特別利潤の
　発生」というカルテル生産物に特有の価格規定から生ずる「特別利潤」とが，その「形態的」特徴を同じく
　しているという点において，まさに後者は「―つの差額地代の性格をもつようにみえる」(ibid.,同上）と
　述べているのである。
　　ところで，「耕地面積」は限定されてる。この」1的に限定された土地のうえに諸資本（による農業経営）が
　一定の面積を占めつつ独占的に存在している。したがってそこでは，農業経営の新たな創設は阻害されてお
　り，諸農業経営間の生産性を平準化したり，最劣等地の経営を生産性のより高い経営に移すことも不可能
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　である。その意味において，最劣等地は「市場の需要充足のために不可欠な存在」(ibid.,同上）なのであ
　る。これに対して，最劣等工場の場合には，その経営を設備のよい工場，すなわちより高い生産能力をもつ
　工場によって容易に取って代わられうるのであり，したがって最劣位の企業それ自体は「最劣等地のように，
　市場の需要充足のために不可欠な存在」(ibid..同上）ではないということになるのである。この問題は，
　独占的結合の市場支配＝価格支配かその参加諸企業の「技術的独立の侵害」つまり「設備の不良な経営の休
　止」を可能ならしめる程度にまで高められた論理段階においてはじめて措定されうる性質のものであるとい
　うことである。
（4）高山満氏は，「彼（ヒルファディング・－一中田）の場合，『独占的結合』としてのカルテル，トラストが
　やや形式的に対置され，両者の関係が必ずしも明らかにされていない」（同，前掲論文n, 76号，41頁）と
　され，その点に関して「このことは，実は『独占的結合』の体制……の下での，巨大企業そのものの間の
　変容した競争のあり方について，彼かほとんど全く論及していないことにも関わってくる」（同上）といわ
　れる。
　　だがそうであろうか。ヒルファディングは産業における独占的諸結合の形成とそのもとでの市場支配＝価
　格支配のメカニズムを解明するうえで，最少限必要な限りにおいて独占的利益共同＝カルテルと独占的企業
　合同＝トラストに言及し，両者の関連性を明らかにしていると考えられる。むしろ彼の場合，独占的結合の
　体制確立のもとでの市場支配の問題を検討するというよりは，いかに競争か制限・止揚され，それによって
　独占的諸結合の市場支配，価格形成およびその持続性が可能となりうるのかという問題の解明に焦点か合わ
　せられているということである。彼は独占的利益共同＝カルテルについて次のように述べている。長文であ
　るがいとわず引用しておきたい。
　「まず第一に，最も弛い形態として，前段階として，いわぱ『条件カルテル』……ｶ1ある。これに続くもの
　は価格の共同規制である。しかし価格が守られるためには，供給が適当に確定されねばならない。したがっ
　て価格規制は，変易的且つ暫時的でないためには，生産の確定を必要とする。しかし契約の回避が可能であ
　ってはならないとすれば，これか最も確実に阻止されるのは，販売が個別企業に委せておかないで，諸企業
　の共同の機関なるーつの販売事務機関によって取り計られる場合である。これによって企業は，その商業的
　独立性を，その顧客との直接的関係を失う。また利潤が，現実にそれをあげた企業に属しないで，予め確定
　された規準に従って参加企業全体に分配される場合にも，契約の厳守は保証されている。原料の購入も共同
　で行われる。最後に，個別経営の技術的独立の侵害も行われうる。設備の不良な経営は休止されうる。或い
　はその技術的設備によって，或いは販路に対する有利な位置によって特定の生産物に特別に適した経営があ
　れば，それはこの生産物の生産に専門化される。すべてこれらのことは……禾l」益共同においておこなわれう
　る。　しかし，かような利益共同は，もはや，ただその組織のある種の鈍重さによって企業合同から区別さ
　れているにすぎない。それゆえ，互いに排除し合う対立物としてカルテルかトラストかと問うのは誤りであ
　る。諸企業の独立性は，カルテル形態においても，トラストとの差異が消失するほどまで制限されうる。問
　題は，むしろ独立性の制限がどんな利点を与えるかである」(SS. 300―301.中, 54)。
(昭和57年９月30日受理)
(昭和58年３月４日発行)

